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写     真 

  

製品と開発・商業化イノベーション・セン

ター（ものづくりセンター：iPIC）の試作品

展示。 

汎アフリカ大学基礎科学・技術・イノベーシ

ョン学院（PAUSTI）校舎、左が管理棟、右が

講義・研究棟。新校舎が学内で目立っている。 

  

国立ジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）学

長と調査団長による、終了時・合同調査報告

書（M/M）署名式。 

合同調整委員会（JCC）には、国内支援委員会、

木村委員長（京大）もスカイプで参加した。 

 

第 5 回合同調整委員会（JCC）の様子。学長、副学長、教育省代表、各タクスフォースの代

表、JICAケニア事務所、評価調査団の参加により開催された。（2019年 11月 20日） 
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終了時評価調査結果 要約表 

１．案件の概要 

国名：ケニア共和国 
案件名：アフリカ型イノベーション振興・JKUAT/PAU/AU ネッ
トワークプロジェクト 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：高等教育・社会保障

グループ 
協力金額（終了時評価時点）：9.69億円 

協力期間： 
（R/D）2014年 6月 4日～ 
2020年 6月 3日 
（延長期間：1年間） 

先方関係機関：国立ジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）、汎
アフリカ大学基礎科学・技術・イノベーション学院（PAUSTI） 

日本側協力機関：外務省、文部科学省、国内支援委員会（京都大

学、岡山大学、帯広畜産大学、鳥取大学、長崎大学、日本機械輸

出組合、一般財団法人 NHKインターナショナル） 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 
アフリカの多くの国において、産業発展や工業化は政策目標となっているが、科学技術イノベー

ション（Science, Technology and Innovation：STI）分野を担う人材、予算、質を伴った実践の不足等
により、それら政策実現は進んでおらず、加えてアフリカにおいては、頭脳流出の問題が指摘され

ている。 
このような状況の下、アフリカ域内の社会開発を担う人材を養成・確保するためには域内の高等

教育の強化が重要なため、アフリカ連合委員会（African Union Commission：AUC）は、汎アフリカ
大学（Pan African University：PAU）構想を 2008 年に立ち上げた。PAU はアフリカを五つの地域
（北部、西部、中部、東部、南部）に分け、各地域に対象分野、ホスト国・ホスト大学・支援パー

トナー国（Lead Thematic Partner：LTP）を設け、アフリカ大陸内で多国籍の修士・博士課程の学生
を受け入れる大学院大学である。PAU の東部拠点として、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記
す）をホスト国とし、「科学技術イノベーション（STI）」を対象分野とする「PAU基礎科学・技
術・イノベーション学院」（Pan African University, Institute of Basic Sciences, Technology and Innovation：
PAUSTI）を、国立ジョモ・ケニヤッタ農工大学（Jomo Kenyatta University of Agriculture and 
Technology：JKUAT）キャンパス内に 2012年 10月に開校した。 

PAUSTIのホスト大学である JKUATは、日本が 1978年から 2000年まで継続的な支援を行って
きた歴史がある。1981年に農学・工学分野の短期大学（カレッジ）として開講して以降、日本の支
援により着実に成長し、1988年にはケニヤッタ大学の分校（University College）として大学に昇格
した。1994年には総合大学となり、その後、親大学として四つのカレッジを大学に昇格（2013年
2月）させるなどし、東部アフリカにおける中心的な大学の一つに成長している。その一方で、同
大学の現状は、大学運営・教育については十分な能力・経験を有するものの、教員の異動により、

質の高い教員が引き抜かれる傾向にあり、また、施設・機材の老朽化が進んでいることなどから、

イノベーション活性化に向けた研究活動の推進体制に課題を抱えている。したがって、PAUSTIを
運営管理するために、研究環境の整備・強化が必要とされた。 



 

ii 

日本政府は、アフリカ連合（Africa Union：AU）からの要請に応じ、2013年 1月に PAUSTIの支
援パートナー国になり、AUCと 2者間の覚書を締結した。また、2014年 1月には、PAUSTIへの
協力に関し、AUC、日本政府及びケニア政府の 3者間で覚書が締結された。ケニア政府は、PAUSTI
の持続的運営のため、JKUATと PAUSTIの研究環境の整備・強化を支援する「アフリカ型イノベー
ション振興・JKUAT/PAU/AUネットワークプロジェクト」をわが国に要請し、2014年 6月からプ
ロジェクトが開始された。 

2016年 11月に「中間レビュー調査」が行われ、プロジェクト成果を高めるための促進すべきポ
イントや共有すべきイメージ・認識に関する提言がなされた。また、2019 年 1 月には、プロジェ
クトの 1年間の延長が決定され、2020年 6月に終了の予定となった。プロジェクト終了を約半年
後に控え、プロジェクト成果の達成状況を評価し、教訓や提言を引き出すことを目的として、合同

調査団による終了時評価調査が 2019年 11月に実施された。 
 
１－２ 協力内容 
（1）上位目標：アフリカにおいて科学技術イノベーション（STI）分野の産業人材が育成される。 

指標：JKUAT/PAUSTIの大学院生の 80％以上が、修了後 1年以内にアフリカの民間企業や学
術機関に雇用される。 

 
（2）プロジェクト目標：JKUAT/PAUSTIで、STIを生みだす学生を輩出する。 

指標 1：ラボの機材情報が定期的に更新され、必要な機材や設備は更新された情報に基づい
て調達・修理される。 

指標 2：JKUAT/PAUSTIの研究者によって書かれた学術論文が、アフリカ及び海外の査読付
きジャーナルに年間 100以上掲載される。 

指標 3：JKUAT/PAUSTIが主催する研究セミナー、シンポジウム、ワークショップ、会議に、
80以上の学術機関・研究機関・民間企業が参加する。 

 
（3）成 果 
成果 1：JKUAT/PAUSTIの STI分野の研究環境が整備される。 
成果 2：JKUAT/PAUSTIにおいてケニア及びアフリカに特徴的な STIにつながる活動（研究等）

が実践される。 
成果 3：JKUAT/PAUSTIの研究・実践活動及びその成果がアフリカ内外の高等教育機関や産業界

等に情報発信される。 
 
（4）投入（評価時点） 
日本側： 
総投入額：9.69億円 
長期専門家派遣：合計 6名（チーフアドバイザー、業務調整等） 
短期専門家派遣：合計 58名（延べ人数） 
機材供与：1億 5,678万 7,327ケニア・シリング（Kenyan Shilling：Kshs.）1 

 
1 1Kshs.＝1.064230円（2019年 11月 JICA統制レート） 
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研修員受入れ：合計 40名（長期 8名、短期 32名） 
ケニア側： 
カウンターパート（C/P）配置：タクスフォース及びサブ・タスクフォース 
ローカルコスト負担：年間経費 25万 Kshs. 
施設・設備提供：プロジェクト事務所・会議スペース、PAUSTI実験棟及び実験機材 

２．評価調査団の概要 
現地調査期間：2019年 11月 10日～11月 23日 
評価種類：終了時評価 
日本側調査団員： 

分 野 氏 名 所属・職位 
総 括 梅宮 直樹 JICA人間開発部 次長兼高等教育・社会保障グループ長 

協力企画 十田 麻衣 JICA人間開発部 高等・技術教育チーム 専門嘱託 

評価分析 坂井 茂雄 （株）日本開発サービス 調査部 主任研究員 
 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（1）各成果の達成度 
成果 1：JKUAT/PAUSTIの STI分野の研究環境が整備される。 
→研究用機材の調達は完了しており、機材の修理に関しては体制整備中である。8名の若手研究
者が長期研修に参加し、大学の教職員等合計 57名が機材の操作と維持管理の研修を受けてお
り、プロジェクト終了までに達成される見込みである。 

 
① 機材の調達・修理 

JKUAT/PAUSTI の機材インベントリー及びリスト作成が行われ、要請に基づき機材が供
与された。また、供与機材の追加や故障の情報は各サブ・タスクフォースや各学科により随

時更新された。加えて、2018年に機材のメンテナンス（維持・管理や修理）を担当する CeSEM
（Center for Scientific Equipment Maintenance）が設立され、故障した機材の修理の申請をオ
ンライン化し、すべての修理状況はデータベースに自動的に反映されるシステムが構築さ

れた。 
 
② 若手教員の博士号取得 

8名の長期研修（本邦大学博士号課程への留学）が実施された。そのうち 5名が博士号を
取得して帰国している。残り 3名のうち 1名は 2020年 1月ごろにオンラインで口頭試問を
受けたあとに 2019年度中に博士号取得予定である。また、残り 2名（2017年 4月より研修
開始）は、プロジェクト終了時（2020年 6月）までに博士号取得が見込まれている。 

 
③ 機材のメンテナンスに関する研修 
本邦短期研修に JKUAT/PAUSTI の教職員等 32 名が参加し、うち 7 名が機材のメンテナ
ンスに関する研修を受けた。また、日本人専門家による同様の研修には 50名の教職員等が
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参加した。したがって、合計 57名の JKUAT/PAUSTIの教職員等が機材メンテナンスに関す
る研修を受けたといえる。 

 
成果 2：JKUAT/PAUSTIにおいてケニア及びアフリカに特徴的な STIにつながる活動（研究等）

が実践される。 
→イノベーションに関する年次・中期計画が毎年更新され、イノベーションリサーチ（競争的公

募型研究プロジェクト）を通じてアフリカに特徴的な研究プロジェクトは 180 件実施され、
JKUAT/PAUSTI の若手教員 296 名（延べ人数）がイノベーションリサーチや日本人専門家に
よる研修等を通じて OJT（実地研修）を受講しており、終了時評価時点で達成されている。 

 
① 年次・中期計画の策定と更新 
年次計画は、イノベーションリサーチへの応募を通じた研究計画によって毎年策定・更新

された。中期計画は、主要な研究分野とプロジェクトの活動計画（Plan of Operation：PO）
を骨格として策定され、適宜更新された。 

 
② アフリカに特徴的な研究プロジェクトの実施 
イノベーションリサーチは、2014年から 2019年の間に 180件行われた。 

 
③ 若手教員等への実地（OJT）研修 

OJTは、①イノベーションリサーチ、②日本人専門家による研修・セミナーを通じて行わ
れ、①は 180件の研究プロジェクトが実施され、②は合計 166名（延べ人数）が研修・セミ
ナーに参加した。したがって、合計 296 名（延べ人数）に対する OJT が実施されたといえ
る。加えて、研究初動費として Seed fundが PAUSTI学生合計 302名に対して支給され、若
手研究者の研究能力強化を行った。 

 
成果 3：JKUAT/PAUSTIの研究・実践活動及びその成果がアフリカ内外の高等教育機関や産業界

等に情報発信される。 
→JKUAT/PAUSTI主催のセミナー等はプロジェクト期間中に 10回以上開催され、民間企業との
共同セミナー等も年に 2回以上開催されており、終了時評価時点で達成されている。 

 
① JKAUT/PAUSTI主催セミナー等の開催 

2014 年以降 2019 年まで毎年 JKUAT/PAUSTI が主催するセミナーとして、毎年 5 月に
「SRi（Sustainable Research and Innovation）Conference」が開催され、11 月には「JKUAT 
Scientific, Technological and Industrialization Conference（通称 Scientific Conference）」が開催
されている。 

 
② 民間企業との共同セミナー 
上記の SRi Conferenceと Scientific Conferenceのうち 6回は民間企業と共同で開催されて
いる。また、さまざまな分野の民間企業関係者を招へいし「Innovation Incubation Seminar」



 

v 

を 2018年度より開始し、2018年度は 9回、（終了時評価時点までで）2019年度は 3回開催
された。加えて、産学連携促進をめざして「University-Industry Linkage Workshop」も民間企
業などと共同で 2019年度より開催されている。 

 
（2）プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト目標：JKUAT/PAUSTIで、STIを生みだす学生を輩出する。 
→JKUAT/PAUSTI は毎年一定数の新入学生を受け入れ、プロジェクトによって整備された研究
環境下で STIのスキルと知識を習得し、学術論文も産出した卒業生を輩出している。したがっ
て、プロジェクト目標は終了時までに達成される見込みである。 

 
① ラボの機材情報の定期的な更新とそれに基づく調達・修理 

CeSEM が機材リストの管理と更新や、修理申請システムを構築し、機材の維持管理・修
理も行えるようになった。 

 
② 年間 100件以上の査読付き論文の掲載 

2017年以前は年間 100件未満であったものの、2018年には年間 100件以上の学術論文が
掲載されている。他方で、工学分野の論文掲載数が農学・理学系と比較すると少なくなって

おり、JKUAT/PAUSTI が理工系の高度人材育成・輩出を持続的に行うためには、工学系の
教育・研究能力のさらなる向上が課題である。 

 
③ JKUAT/PAUSTI主催のセミナー等への 80以上の学術機関等の参加 
セミナー等に参加した組織及び民間企業は 160以上（延べ数）であった。 
JKUAT/PAUSTIが STI分野におけるアフリカ地域の拠点教育・研究機関となるためには、
これらセミナーやワークショップを契機に、民間企業との協働活動（インターンシップや共

同研究等）が行われ、JKUAT/PAUSTI の研究成果がアフリカの地域社会や産業界に広く共
有されることが課題となる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（1）妥当性：「高い」 
中間レビューにおいて妥当性が「高い」と評価されて以降も、ケニア政府の政策文書「Kenya 

Vision 2030」における高等教育分野の開発方針や 2063年までのアフリカの政治、経済、社会に
関する長期的ビジョン「Agenda2063」を含むアフリカ諸国のニーズに関する政策や優先課題に大
きな変化はなく、引き続きイノベーション振興を通じた持続可能な経済成長、工業化や食料安全

保障の推進を掲げている。また、日本の対ケニア政府開発援助（ODA）政策にも変更はないた
め、ニーズとの整合性も高い。加えて、JKUAT/PAUSTIの、イノベーション創出に向けた施設・
機材の供与、教員や技官などへの研修実施、研究能力向上のための論文能力強化やセミナー・カ

ンファレンスの実施などにより、能力強化とともに研究へのモチベーション向上がみられた。こ

の成果は、PAUSTIを通してアフリカ全体への裨益が期待できる。以上により、妥当性は「高い」。 
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（2）有効性：「比較的高い」 
プロジェクト目標の「JKUAT/PAUSTIにおいて STIを生み出す学生を輩出する」に対し、「STI
分野の研究環境が整備」されつつあり、「ケニア及びアフリカに特徴的な STIにつながる研究活
動が実践」され、また「それら研究活動やその成果がアフリカ内外の高等教育機関や産業界等に

発信」されている。他方、PAUSTI博士課程の修了生数が当初の想定よりも少なかったため、学
術論文の年間掲載数達成にはやや阻害要因となってしまった。したがって、プロジェクトの有効

性は「比較的高い」と評価される。 
 
（3）効率性：「中程度」 
本プロジェクトは、成果を生み出すための、日本側、ケニア側からの投入が適切であり、成果

達成に貢献している。特に、サブ・タスクフォース2とタスクフォースは献身的に活動した。投

入のタイミングも、おおむね適切であった。全体的に、プロジェクト活動はおおむね計画どおり

に進み、投入は適切に利用され維持されている。 
他方、プロジェクト目標のうち指標 1 と 2 の達成と持続性担保のために機材の維持管理・修
理及び学術論文掲載情報収集の能力強化をさらに行う必要があったためにプロジェクトを 1年、
延長した。また、研究環境整備とアフリカに特徴的な STI につながる研究活動等の実践を目的
に、当初計画に加えて施設整備〔小動物生体実験施設（Small Animal Facility for Research and 
Innovation：SAFARI）、ものづくりセンター（Innovation and Prototyping Integrated Center：iPIC）及
び農学部棟（Agriculture Laboratory Building：ALB）〕を活動の一環として実施したために、実施
計画段階のコストと比較して 1.2倍程度になっている点を踏まえ「中程度」と判断した。 

 
（4）インパクト：「比較的高い」 
第 1 期生は 92.7％がアフリカの民間企業や学術機関に雇用されているので指標を達成してい
る。また、第 2期及び 3期生のうち回答が得られた卒業生については 100％が就職しているが、
約半数は未回答である。STI 分野の高度人材は、JKUAT/PAUSTI から毎年育成されているもの
の、卒業生の追跡調査には困難が伴い、PAUSTI卒業生の情報は限定的であるために、現時点で
上位目標の達成度を正確に評価することは困難である。他方で、修了生の優秀な業績が見受けら

れた。 
 
（5）持続性：「中程度」 
プロジェクトの持続可能性の見通しは、JKUAT/PAUSTI の制度や政策、財政、技術等さまざ
まな要因により判断される。政策・制度面では実施機関からプロジェクトに対し高い評価を得て

いること、タスクフォース・サブタスクフォース体制が構築されていること、また知識や技術面

 
2 目的：プロジェクト実施の機動力として、学問領域に基づくサブ・タスクフォースを設定、その代表者 2名が総括タスクフォース

を形成した。 
参加者：（1）iCB（Innovation Center for Bio-resources：農学系）、（2）iCMoB（Innovation Center for Molecular Biology and Biochemistry：

健康科学系）、（3）iPIC（工学系）、（4）iPDeC（Innovation Center for Product, Development and Commercialization：研究
成果のプロトタイプや商業化を担当）、（5）iODaV（Innovative Open Data and Visualization）→iCCATS（Innovative Center 
for Computing and Technological Solutions：コンピューター科学系）の五つの分野から成り、それぞれの分野研究者が参加
している。 

役割：少なくとも週に 2回会合を実施、イノベーションリサーチの年間活動計画作成、研究プロポーザル書類審査などを担当する
など、プロジェクト活動のエンジンであり、プロジェクトの進捗監理における最も重要なコミュニケーションと意思決定の

機会となった。 
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でも本邦研修を通じて能力育成がなされていることから高い持続性が望めるものの、財政面で

は、JKUAT による資金確保が十分にはなされておらず、プロジェクトによる財政支援に依存し
ている部分がある。そのため、イノベーションリサーチや機材メンテナンス等に対する予算措置

に関して課題が残るため、「中程度」と判断した。今後は後継案件のフェーズ 2期間内に経常経
費確保に向けた対策の検討と外部資金の獲得等を通じた財政面での自立により持続性を高める

ことが望まれる。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容に関すること 
日本は 1978 年から 2000 年まで JKUAT の発展のために協力を行ってきており、特に 1980～

1990年代に JKUATを卒業あるいは日本で学位を取得した教職員たちが、現在 JKUATの中枢で
活躍している。学長や副学長をはじめ、日本で学位を取った教員も多く親日的である。これらの

人的資源は、プロジェクト実施を円滑なものにする素地として大きな財産となっており、活動を

促進すると同時に効果発現にも貢献した要因といえる。 
 
（2）実施プロセスに関すること 
プロジェクトの実施体制として、サブ・タスクフォースやタスクフォースが形成され、各教員

の研究やプロジェクト活動の状況等を定期的に行われる会議で情報共有することにより、プロ

ジェクト関係者間での良好なコミュニケーションがとられた。 
また、イノベーションリサーチの実施により、ケニア及びアフリカに特徴的な STIにつながる
活動（研究等）が実践されるだけでなく、若手研究者の育成にもつながり主に成果 2の効果発現
に貢献した。 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）計画内容に関すること 
プロジェクト目標の指標 2「年間 100件以上の査読付き論文の掲載」について、工学分野の論
文掲載数が農学・理学系と比して少なかった。掲載総数としては 2018年に達成しているため、
目標達成には大きく影響はないものの、今後、JKUAT/PAUSTI が理工系の高度人材育成・輩出
を持続的に行うためには、工学系の教育・研究能力のさらなる向上が課題である。そのため、後

継案件のフェーズ 2では工学系の人材・能力育成に注力する予定である。 
 
（2）実施プロセスに関すること 
財政面において、イノベーションリサーチや機材メンテナンス等に対する予算措置は、現状本

事業による財政支援に頼っている。プロジェクト期間中はこれらに配慮した予算措置を行った

ため目標達成には影響がなかったものの、本プロジェクト期間中に財政基盤の確立には至らな

かった。後継案件のフェーズ 2実施期間中に、政府予算の獲得や外部資金の獲得などによる財政
面での自立を促す計画である。 
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３－５ 結 論 
 本プロジェクトでは、小動物生体実験施設（SAFARI）、ものづくりセンター（iPIC）及び農学
部棟（ALB）の整備や機材の維持管理体制の構築等を通じて研究環境を整備した（成果 1）。また、
イノベーションリサーチによるケニア及びアフリカに特徴的な研究活動の実践を促進し（成果 2）、
それら研究活動の成果を大学定期広報誌や PAU 関連会合等を通じて発信した（成果 3）。その結
果、JKUAT及び PAUSTIの研究環境が改善され、特に重点を置いた農学系の研究能力が向上し、
アフリカの開発課題に対応した多数の研究成果やイノベーションを創出した。 
 イノベーションリサーチは本プロジェクトでの活動の柱であり、競争的かつ公平に実施された

ことにより、研究資金と研究のインセンティブを教職員等に与え、プロジェクトの成果及び目標達

成に有効な手段であった。また、若手研究者や大学院生の人材育成にもつながった。加えて、分野

ごとに構成されたサブ・タスクフォースと、それら代表者で構成されたタスクフォースは定期的に

会議を行うことで、各教員の研究やプロジェクト活動の情報共有をすることにより、プロジェクト

関係者間での良好なコミュニケーションが保たれ効果発現に寄与した。 
 そのうえで JKUAT/PAUSTIは毎年一定数の新入学生を受け入れ、プロジェクトによって整備さ
れた研究環境下で STI のスキルと知識を習得し、学術論文も産出した卒業生を輩出している。他
方、PAU 構想がめざすアフリカ高等教育強化とアフリカ域内の STI 振興を担うべく理工系の高度
人材育成・輩出を PAUSTIが一拠点大学として行うには、農学系だけでなく工学系の教育・研究能
力のさらなる向上、農工学両分野での社会実装をめざした継続的な研究活動の実践が必要である。

また自立性と持続性担保のために本邦大学やアフリカ域内外の高等教育機関との連携を通じたさ

らなる研究能力強化も不可欠である。 
こうしたことから、5項目評価の結果は、案件の妥当性は「高い」、有効性、インパクトは「比

較的高い」、効率性、持続性は「中程度」であった。総合判定結果としては、課題が明確であるこ

と、また後継案件での対応が見込まれることから、「比較的高い」と評価される。 
本事業はプロジェクト目標の達成が見込まれていること、またプロジェクト期間終了後、後継案

件（フェーズ 2）の実施が決定していることから、予定どおり終了することが適切である。本調査
で確認された課題については、フェーズ 2を実施する際に留意事項として引き継ぎ、対応していく
こととする。 

 
３－６ 提 言 
（1）本プロジェクト終了前に実施されるべき提言 
① 機材のメンテナンス（CeSEM）について 
機材の維持管理や修理を行う組織として CeSEMが立ち上げられ、オンラインのデータベー

スが整備され、機材を修理する体制づくりが開始されたものの、運営の資金調達や、修理に係

る専門性、技官の配置等において課題が残っており、持続性担保のためにはこれら課題の解決

が必要である。 
 
② 学術論文掲載情報の収集体制の整備について 
論文数は大学評価の重要な一指標となっていることもあるため、タスクフォースと PAUSTI

の学生による研究論文の情報を収集する体制づくりと要約集としてまとめられることが望ま
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れる。特に JKUAT教員と（ケニア以外の出身である）PAUSTI学生との論文は国際共著論文
であり、大学の国際化を測る指標のひとつにもなり、域内外へのインパクトが大きいため公表

することがさらに望ましい。 
 
（2）本プロジェクト終了後に実施されるべき提言 
① イノベーションリサーチ含む分野横断的な研究活動の促進 
イノベーションリサーチはプロジェクトの主要な活動として、JKUAT/PAUSTI の教職員に

とっては研究資金を獲得し、研究を進めるための大きなインセンティブとなり、結果的に 180
件の研究活動が実施された。さらなる教育・研究能力強化のためにも、イノベーションリサー

チは、後継案件においても引き続き実施され、さらに複数のサブ・タスクフォースによる分野

横断的な研究も実施され、新たなアフリカ型イノベーションの創出が期待される。 
 
② 工学分野の教育・研究能力の強化 

2018 年以前の工学系の論文数は、他分野と比較すると少なく、アフリカの一拠点大学とし
て JKUAT/PAUSTIが高等教育強化とアフリカ域内の STI振興に貢献する理工系の高度人材を
持続的に育成・輩出できるようになるためにも、後継案件では工学系の教育・研究能力強化が

必要となる。 
 
③ PAUSTI卒業生の追跡調査の実施 
本プロジェクトにて実施された追跡調査では「未確認」に分類される卒業生が半数以上であ

った。PAUSTI 卒業生の追跡調査の結果は、アフリカ地域に PAU の成果を周知する材料にな
り得るため、同窓会の体制づくりや修了生専用のメーリングリストの作成等により、卒業後の

フォローアップを実施する体制構築が望まれる。 
 
④ ネットワークや連携の構築・促進 
本プロジェクトでは、民間企業や産業界とのネットワークや連携を促進する取り組みが行

われた。後継案件では、JKUAT/PAUSTIでの研究成果の活用が促進され、産業界や民間企業、
研究機関等とのネットワークを形成し、研究成果の実用化、ひいては JKUAT/PAUSTIの運営
面での自立発展をめざすことが望まれる。 

 
３－７ 教 訓 
（1）プロジェクト全体の明快なビジョン戦略の重要性 
本事業では、日本人専門家チームがプロジェクトに対して明確にビジョンをもって取り組ん

でおり、プロジェクトの進捗状況に対する認識を共有することで、ケニア側関係者（カウンター

パート）と信頼関係を構築した。その結果、全体として高いモチベーションを保つことにより、

ケニア側関係者のオーナーシップが十分に発揮されプロジェクト推進に貢献したため、良い結

果に結びついた。このような研究・教育能力育成に係る事業を実施するときには、実施段階にお

いてプロジェクト目標達成のための進捗状況について、関係者間で相互に確認検証することで

先方のオーナーシップを引き出すことが望ましい。 
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（2）プロジェクト実施体制と、サブ・タスクフォースとタスクフォースの役割 
本事業では JKUAT側がタスクフォース及びサブ・タスクフォースを立ち上げたことにより、
オーナーシップをもったプロジェクトへのかかわりが醸成された。その結果、プロジェクト目標

であった「学生の能力強化」のみならず、学生を指導する「教員」の能力強化も行われた。今後、

学生の能力強化を行う事業においては、教員の研究能力向上に資する取り組みを実施段階に組

み込むことで、教員たちにもプロジェクトによる裨益効果を実感してもらい、教員の主体性を高

めることにより、学生の能力強化につなげることが望ましい。 
 
（3）財政基盤の整備 
本事業では、イノベーションリサーチや機材メンテナンス等に対する予算措置に関して、

JKUAT による資金確保が十分にはなされなかった。そのため、プロジェクトによる財政支援に
依存するという課題が残った。今後、供与機材などで新たに機材を導入する際には、プロジェク

ト実施期間中に外部資金の獲得等の予算確保に向けた体制を構築し、財政面での自立を図るこ

とが望まれる。 
 
３－８ フォローアップ状況 
本事業の後継案件として、「アフリカ型イノベーション振興・JKUAT/PAU/AU ネットワークプ

ロジェクト（フェーズ 2）」を 2020年 6月 4日より開始予定である。当該事業では、JKUAT及び
PAUSTIにおいて、アフリカに特徴的な STIにつながる研究成果の創出、その実用化促進、アフリ
カ域内外の高等教育機関とのネットワーク構築によって、STI分野における拠点の教育・研究機関
として確立することを図り、もってアフリカの開発課題解決に寄与する。このため、アフリカ・日

本及びその他の地域の地域社会、産業界や高等教育・研究機関との連携を通じて、JKUAT/PAUSTI
が STI 分野における拠点の教育・研究機関として確立されることをプロジェクト目標として、
JKUAT/PAUSTIにおいて①STI分野における教育・研究能力の向上・定着、②ケニア及びアフリカ
に特徴的な STIにつながる研究活動の実践、③STI分野の研究活動成果を開発課題の解決のために
アフリカの地域社会や産業界と広く共有、④アフリカ・日本及びその他の地域の高等教育・研究機

関の間で研究及びイノベーションのネットワーク強化・定着、を行う。 
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Summary of Terminal Evaluation Result 
1. Outline of the Project 

Country: The Republic of Kenya 
Project Title: AFRICA - ai - JAPAN Project: African 
Union - african innovation - JKUAT AND PAUSTI 
Network Project 

Issue/Sector：Higher Education Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 
Division in Charge:  
Technical and Higher Education Team,  
Higher Education and Social Security Group, 
Human Development Department 

Total Cost: 9.69million yen 

Period of Cooperation: 
4th June 2014 to 3rd June 2020 (Six (6) years) 

Partner Country’s Implementation 
Organization: 
Jomo Kenyatta University of Agriculture & 
Technology (JKUAT),  
Pan African University, Institute of Basic 
Sciences, Technology and Innovation 
(PAUSTI) 

Supporting Organization in Japan: Ministry of Foreign 
Affairs, Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology (MEXT), Okayama University, Obihiro 
University of Agriculture and Veterinary Medicine, 
Tottori University, Nagasaki University, Japan Machinery 
Export Association, NHK International 

1-1 Background of the Project 
Throughout the 1980s and 1990s, the low priority in science and technology fields among the African 

countries had caused low quality of science and technology education and brain drain of the specialists in 
such fields to the other parts of the world. To revitalize higher education institutions is the foremost important 
means to solve such problems. Under the situation, the African Union Commission (AUC) had launched a 
plan to establish the Pan African University (PAU) in 2008 in order to develop human resources for social 
and economic development in African continent through raising the level of higher education institutions. The 
Pan African University, Institute of Basic Sciences, Technology, and Innovation (PAUSTI), one of the five 
institutes of PAU, was established in 2012 on the campus of Jomo Kenyatta University of Agriculture and 
Technology (JKUAT). Although JKUAT, a host institute of PAUSTI, had been provided technical 
cooperation by JICA from 1978 to 2000, its research environment became worse due to the rapid increase of 
students, shortage of academic staff, and aging equipment.  

In January 2013, the Government of Japan agreed with AUC on the Memorandum of Understanding for 
Cooperation to support PAUSTI as Lead Thematic Partner. In addition, in January 2014, the Government of 
Japan, the Government of the Republic of Kenya and AUC signed the Memorandum of Understanding to 
confirm their cooperation for advancing PAUSTI. Based on these agreements as well as on the request from 
the Government of the Republic of Kenya that is supported by AUC’s letter issued on November 25, 2013, 
Japan agreed to provide the technical support to PAUSTI through promoting Science, Technology, and 
Innovation (STI) activities at JKUAT. 

Based on the above background, JKUAT requested the Government of Japan a technical cooperation 
project which aimed at promoting STI activities at JKUAT and PAUSTI. Responding to the request, “THE 
AFRICA - ai - JAPAN Project: African Union - african innovation - JKUAT AND PAUSTI Network Project” 
was initiated in June 2014 for five years. 
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The Midterm Review of the project was conducted in November 2016 and suggested several points to 
improve the achievement of the project. The project was extended for one (1) year in January 2019, so the 
project is expected to terminate in June 2020. 

The Joint Terminal Evaluation of the project was conducted by the Joint Evaluation Team in November 
2019, seven (7) months before the project completion in June 2020. 

The main purposes of the Terminal Evaluation are (1) to evaluate the level of the achievements of the 
Project and (2) to draw lessons learned and recommendations for similar projects in the future. 

 
1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 

Human resources for industry development in the area of science, technology and innovation (STI) are 
developed in Africa. 
[Objectively Verifiable Indicators] 
More than 80 % of postgraduate students of JKUAT/PAUSTI is employed by private companies and 
academic institutions in Africa within one year of completion of their studies. 
 

(2) Project Purpose 
Students who have skills and knowledge enough to create and manufacture STI are produced in 
JKUAT/PAUSTI.  
[Objectively Verifiable Indicators] 
1. Information on laboratories in periodically updated and necessary machineries and equipment are 

repaired or procured based on the updated information. 
2. More than 100 academic papers per year written by researchers of JKUAT/PAUSTI are published 

in refereed journals in Africa and overseas. 
3. More than 80 academic/research institutions and private companies participate in research seminars, 

symposia, workshops, and conferences organized by JKUAT/PAUSTI. 
 
(3) Outputs 

1. Research environment in the areas of innovation in JKUAT/PAUSTI is enhanced. 
2. Research projects characteristic of Kenya and Africa are put into practice in JKUAT/PAUSTI. 
3. Information on research activities of JKUAT/PAUSTI is shared with higher education, research 

institutions and industry in Africa and overseas. 
 
(4) Inputs 
[Japanese side] 

 A total of six (6) long-term experts were dispatched from Japan. 
 A total of fifty-eight (58) short-term experts were dispatched from Japan.  
 A set of equipment and vehicles were provided to the Kenyan side: A Total of 156,785,327 Kshs. 

worth equipment was provided. 
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 Renovation of facilities such as iPIC center, SAFARI (Small Animal Facility for Research and 
Innovation) and ALB (Agriculture Laboratory Building). 

 Counterpart (CP) trainings were conducted in Japan. A total of 40 counterparts participated in 
training in Japan. 

[Kenyan side] 
 Counterpart staff were assigned, as members of Project Team. 
 “Departmental Annual Budget” was provided, Kshs. 250,000.00) 
 Project Office space was provided to the Project within JKUAT. 
 Other local cost was provided, such as utilities - water and electricity -, telephone charges, general 

maintenance of the project office 

2. Evaluation Team 

Terminal Evaluation Team 

Name Position Affiliation 
[Japanese Side]   

Dr. Naoki UMEMIYA Leader 
Deputy Director General, and Group Director for Higher 
Education and Social Security Group, Human Development 
Department, JICA 

Ms. Mai TODA 
Cooperation 
Planning 

Program Officer, Technical and Higher Education Team, 
Higher Education and Social Security Group, Human 
Development Department, JICA 

Mr. Shigeo Sakai 
Evaluation 
Analysis 

Consultant, Japan Development Service Ltd. 

[Kenyan Side]   

Prof. Victoria Ngumi Leader Vice Chancellor, JKUAT 

Prof. Robert Kinyua Member Deputy Vice Chancellor (Academic), JKUAT 

Prof. Mary Abukutsa 
Onyango 

Member Deputy Vice Chancellor (RPE), JKUAT 

Prof. Bernard Ikua Member Deputy Vice Chancellor (Administration), JKUAT 
 

Period of Evaluation: 10 November –23 November, 2019 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3. Results of Evaluation 

3-1 Achievement 
(1) Achievement of Outputs 
(i) Output 1: Research environment in the areas of innovation in JKUAT/PAUSTI is enhanced 

Research equipment procurement is completed, and repairing equipment is in the process of being 
prepared and ongoing. Eight (8) young researchers participate/d in a long-term training program, and fifity-
seven (57) staff members were trained in the operation and maintenance of machineries, therefore Output 
2 is expected to be achieved by the end of the Project 
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i) Equipment procurement and maintenence 
JKUAT / PAUSTI's equipment inventory/list was elaborated and a list was prepared and updated 

by each subtask force and department, and then procured based on this request. Additionally, a new 
section called CeSEM (Center for Scientific Equipment Maintenance), in charge of maintenance and 
repair of equipment, was established in 2018. The online application for maintenance of failed 
equipment database has been developed on the CeSEM’s website. 

ii) PhD training course in Japan for young researchers  
Eight (8) long-term training courses (Ph.D. training course in Japan) were conducted. Four of them 

received Ph.D. by the time of Terminal Evaluation. Another researcher will recieve Ph.D. by the end 
of March 2020, and others two are expected to obtain it by the end of the project (June 2020). 

iii) Training on maintenance and repair of equipment and facilities 
Thirty-two (32) counterparts participated in short-term training in Japan, and seven (7) of them 

took training focusing on equipment operation and maintenance for research activities. In addition, 
Japanese experts provided training on research equipment operation and maintenance in 
JKUAT/PAUSTI, and fifty (50) staff members joined it, and therefore, a total of fifty-seven (57) were 
trained on research equipment Operation and maintenance. 

 
(ii) Output 2: Research projects characteristic of Kenya and Africa are put into practice in 

JKUAT/PAUSTI 
The annual plan and the med-term plan for an african innovation were reguraly developed and updated. 

A total of one hundred-eighty (180) african innovation research projects were conducted through an 
‘Innovation Research’, which is competittive research project funded by the Project. Additionally, two 
hundred-ninety-six (296) young researchers of JKUAT/PAUSTI took an on-the-job training (OJT) through 
an ‘Innovation Research’ and training by Japanese experts. 

i) The annual and the med-term plan for an african innovation 
The annual plan was developed and updated based on each subtask force’s research plan which is 

submitted through applying to ‘Innovation Rerserch’ every year. Mid-term plan was formulated based 
on PO for the Project and key thematic reserch area set by each subtask force, and it was also updated 
when needed. 

ii) African innovation research projects 
A total of one hundred-eighty (180) ’Innovatio Research’ projects were conducded thourh 5years 

for promoting african innovation. 

iii) OJT for young researchers 
OJT was condudted through (i) ‘Innovation Resaerch’ and (ii) trainings and seminars by Japanese 

experts, and a total of two hundered ninty-six (296) young reserachers joined them. ( (i) 180 reseracxh 
projects and (ii) 116 paritcipants) In addition, ‘Seed fund’ as an initial research fund was provided to 
three hundered-two (302) of new PAUSTI students through the Project period. 
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(iii) Achievement of the Output 3: Information on research activities of JKUAT/PAUSTI is shared 
with higher education, research institutions and industry in Africa and overseas 
Since the commencement of the project in 2014, seminars organized by JKUAT/PAUSTI have been 

held more than ten times, coorganized seminars with private companies also have been held twice in a year, 
therefore Output 3 is achieved. 

i) Seminars sponsored by JKUAT/PAUSTI 
Every year in May, the ‘SRi Conference (SRi: Sustainable Research and Innovation)’, and in 

November, the ‘JKUAT Scientific Conference’ have been held since the Project began in 2014. 

ii) Cohosted seminas with private companies 
The ‘SRi Conference’ and the ‘Scientific Conference’ were coorganized with private companies 

six times so far, ‘Innovation Incubation Seminar’ on transforming JKUAT into an innovations 
entrepreneurial university started in 2018 and were held nine times in 2018 and three times in 2019. 
Furthermore, ‘University-Industry Linkage Workshop’ were also held, and therefore, more than two 
seminars were held in collaboration with private companies in each year. 

 
(2) Prospects for achieving Project Purpose 

JKUAT/PAUSTI regularly enrol new students and produce graduates with acquiring the skill and 
knowledge in STI, publishing academic papers under the enhanced research environment by the Project. 
Therefore, the Project Purpose is likely to be achieved by the end of the Project period. 

(i) Updating of information on laboratories and procurement and meintenance based on an information 
CeSEM built a repairing application system, and then is now able to update the equipment list and 

maintain and repair equipment at labs. 

(ii) More than one hundred publication in refereed journal 
More than 100 academic papers per year were published in 2018, while the number per year was less 

than 100 in and before 2017. Since number of publications from iPIC is less than other subtask forces, 
enahncement of education and research capacity of Engineering departnment will be still needed for 
JKUAT/PAUSTI in order to reguraly produce students who have skills and knowledge enough to create 
and manufacture STI. 

(iii) More than eighty participants for seminars organized by JKUAT/PAUSTI 
Since the beginning of the Project, more than 160 academic institutions, research institutions and 

private companies have participated in seminars organized by JKUAT / PAUSTI, so the goal was 
achieved. JKUAT/PAUSTI is expected to conduct collaborative activities with industries such as 
internship program and collaborative research projects so that outputs of research activities of 
JKUAT/PAUSTI will be shared with communities and industries in Africa. 
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3-2 Summary of Evaluation Results with five (5) criteria.  
(1) Relevance: High 

The relevance of the Project is high as the Project is aligned well with the bilateral agreement between 
Kenyan and Japanese government. In addition, there were no significant changes on Japanese official 
development assistance (ODA) policy for the Kenya and national development and educational policy 
of Kenya and Africa such as "Kenya Vision 2030" and "Agenda2063" since mid-term review. 

 
(2) Effectiveness: Relatively High 

The effectiveness of the Project is assessed as relatively high given the prospects of achieving the 
Project Purpose. The status of indicators to assess the Project Purpose shows that research equipment 
procurement is completed and repairing equipment is in the process of being prepared and ongoing, 
research projects characteristic of Kenya and Africa are put into practice trough an ‘Innovation Research’ 
in JKUAT/PAUSTI and those research activities and outputs are shared with higher education, research 
institutions and industry in Africa and overseas through seminars held in JKUAT/PAUSTI. On the other 
hand, the lower number of graduates of the PAUSTI doctoral program than expected seemed to affect 
the achievement of published academic papers per year.  

 
(3) Efficiency: Medium 

The efficiency of the project to date is medium, because inputs to produce project output is generally 
medium with an effort of subtask force and task force’s energetic work. Timing of providing inputs were 
adequate, and the project activities were undertaken as per the schedule. The inputs were utilized and 
maintained appropriately.  

However, the project was extended one year due to sustainably achieve Indicator 1 and 2 of the 
Project Purpose by further enhancing the capacity for maintenance of machineries and equipment and 
research publication, and renovations such as SAFARI, iPIC and ALB, additionally conducted as part of 
project activities for enhancing the reseach environment and promoting ‘Innovation Research’. 
Accordingly, total cost is aproximately 1.2 times by the time of commnecement, therefore, the efficiency 
was assessed as medium. 

 
(4) Impact: Relatively High 

As 92.7% of 1st Cohort graduates were employed by private companies and academic institutons in 
Africa, 1st cohort is achieved the indicator. Although 2nd and 3rd Cohort among those who were confirmed 
were 100% employed, half of them was not confirmed. Human resources in STI are continually 
developed from JKUAT/PAUSTI, however, there is an issue on the survey to track their graduates. With 
the limited information on graduates of PAUSTI, it is difficult to assess the prospects of achieving the 
Overall Goal at the time of terminal evaluation. On the other hand, some of positive impacts in terms of 
achievements by graduates were observed. 
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(5) Sustainability: Medium 
A prospect for sustainability of the Project depends on various factors including institutional, 

financial, and technical capacities of JKUAT and PAUSTI. In particular, the financial capacity of 
JKUAT to carry out innovative research project and/or maintaining and repairing necessary equipment 
for research is to be enhanced, even without Japanese technical assistances. 

 
3-3 Factors that promoted the realization of effects 
(1) Factors related to planning  

Japan has been supporting JKUAT since 1978 and Kenyan students who graduated from JKUAT in 
the 1980s and 1990s are now playing an active role in management of the JKUAT. In addition, quite a 
few professors were awarded their doctoral degree in Japan and are pro-Japan. These human resources 
and relationship between Japan and JKUAT are the greatest assets and create a solid foundation to the 
Project. 

 
(2) Factors related to implementation 

One of the factors promoting the realization of effects in terms of implementation is counterparts’ 
dedicated efforts to the Project and good communication. Subtask force and task force were formed as a 
main structure to implement the Project, and groups meet frequently and are dedicated to the project 
implementation and have ownership of the project. Another factor is competitive research project called 
as ‘Innovation Research’. This system was introduced at the first year of the project, and the research 
carried out through the project, which resulted in related personnel’s obtaining a successful experience. 
While implementing this innovation research project, a great learning opportunity was provided to many 
young researchers. This research project is an incentive for all stakeholders as well. 

 
3-4 Factors that impeded the realization of effects 
(1) Factors related to planning  

Regarding to the Project Purpose 2 “More than one hundred academic papaers per year written by 
researchers of JKUAT/PAUSTI are published in peer reviewed journals”, in 2018, the total number of 
published papers exceeded 100, so the purpose was achieved. However, the number of papers in the field 
of engineering was lower than in the fields of agriculture and science. Though it would not significantly 
affect the achievement of the Project Purpose, it is an important issue for JKUAT/PAUSTI to improve 
further education and research capacity in engineering field, in order to sustain the development and 
production of high-level human resources in science and engineering in the future. Therefore, in the 
Phase 2, as of the successor project, it is planned to focus on the development of human resources and 
capacity in engineering field. 

 
(2) Factors related to implementation 

In terms of finances management, budgetary measures for innovation research and equipment 
maintenance are currently dependent on financial support from this project. While the project has 
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supported educational and research activities for the project period so that the Project Purpose was 
achieved, the project was not able to establish a financial base. In the Phase 2, as of the successor project, 
it is planned that JKUAT/PAUSTI’s financial independence is promoted by obtaining government funds 
and external research funds. 

 
3-5 Conclusion 

Research environment in the areas of innovation in JKUAT/PAUSTI was improved by renovating 
SAFARI, iPIC and ALB and establishing CeSEM (Output1) throughout the Project period, and “Innovation 
research” projects characteristic of Kenya and Africa were carried out as one of the main activities under the 
enhanced environment (Output2). Plus, information on and outputs of research activities were shared with 
higher education, research institutions and industry in Africa and overseas through conferences and seminars 
(Outputs3). As a result of that, research environment is enhanced, and the research capacity is developed, 
particularly in the agricultural science. Accordingly, the Project produced the number of excellent 
achievements contributing to solve issues on social and economic development of Africa. 

“Innovation research” projects carried out as one of the main project activities were a very effective 
method to achieve the Project Purpose, because they were incentives for faculties to continuously conduct 
researchs. In addition, Subtask force and task force created at the beginning of the project promoted good 
communication between all stakeholders involved.  

On that basis, JKUAT/PAUSTI regularly enrol new students and produce graduates with acquiring the 
skill and knowledge in STI, publishing academic papers under the enhanced research environment by the 
Project. However, strengthning of education and research capacity in the engineering as well as the 
aglicultural science and continuously carring out of research activities in STI at JKUAT/PAUSTI would be 
indispensable to raise the level of African higher education and to develop sustainably human resources in 
STI from JKUAT/PAUSTI under the PAU initiative as a hub educational and research institution in Africa. 
Furthermore, research and innovation networks between JKUAT/PAUSTI and higher education and research 
institutions in Africa, Japan and other regions would be essential. 
 
3-6 Lessons learned and Recommendations 
(1) Lessons learned 
(i) Importance of clear vision of the project 

The Japanese team had a clear vision and a roadmap for the project implementation through the Project. 
The implementation schedule was also noticeably clear, and it generated good results. In addition, Kenyan 
counterparts also trusted the Japanese experts and demonstrated their ownership to the project. 

 
(ii) Project implementation system: the role of subtask force and task force 

Meetings which were frequently organized by subtask forces and task forces on heir own became the 
driving force for the project implementation, and it enabled Kenyan counterpart to have an ownership of 
the project. 

 



 

xix 

(2) Recommendations 
(i) Recommendation for the rest of the project period 

i)  Center for Scientific Equipment Maintenance (CeSEM) 
An organization and system for maintenance and repair of equipment – CeSEM - was officially 

established in the Project, and online database was created. However, CeSEM has several issues and still 
needs support to further develop, including funding, expertise, and staffing. Those issues are expected to 
be solved for sustainability of CeSEM. 

ii) Capacity building on collecting the publications 
The number of publications by taskforces and PAUSTI students is also expected to be summarized, 

since it is one of the key elements to evaluate university rankings. Additionally, as those would be an 
international collaborative research paper, the number of publications by JKUAT reserachers and 
PAUSTI stundents from other than Kenya would have an good impact on university’s 
internationalaizations. 

 
(ii) Recommendation for the period beyond the project period 

i) Promotion of Innovation research 
“Innovation research” is one of the main activities of the Project and great incentive for 

JKUAT/PAUSTI researchers to obtain research funds. Accordingly, 180 research activities were 
conducted through the Project. “Innovation research” including multi-sectoral and interdisciplinary 
research sgould be promoted in the Phase2 as well for enhancement an education and research capacity. 
In addition, generating “African Innovation” through those research activities is also expected. 

ii) Enhancement of education and research capacity in Engineering 
The number of publications from iPIC before 2018 was much fewer than other subtask force. A 

capacity of Engineering on education and research should be further enhanced so that JKUAT/PAUSTI 
can continuously carries out of research activities in STI which would raise the level of African higher 
education and develop sustainably human resources in STI under the PAU initiative as a hub educational 
and research institution in Africa. 

iii) Conducting the trace survey on PAUSTI graduates 
There were many graduates categorized as ‘not confirmed’ in the survey to track the PAUSTI 

graduates as stated avobe. Since a result of the survey to track them can be disseminated as a good 
outcome of PAUSTI to all over the African countries, system for following-up graduates, such as a 
formulating an alumni association and creating mailing list, is expected to be improved. 

iv) Establishing and Promoting Higher Education Networks 
The project tried to establish networks and collaboration with industry, but there is still a room for 

development of such networks. Therefore, it is desirable to promote further networks with industry, 
higher education and research institutions in Africa, Japan and other regions to promote disseminating 
the results of innovation research and soling issues of communities and industries in Africa through the 
phase2 of the project. 





 

– 1 – 

第１章 評価の概要 

 
１－１ 調査の背景 

アフリカの多くの国において、産業発展や工業化は政策目標となっているが、科学技術イノベーシ

ョン（STI）分野を担う人材、予算、質を伴った実践の不足等により、それら政策実現は進んでおら
ず、加えてアフリカにおいては、頭脳流出の問題が指摘されている。 
このような状況の下、アフリカ域内の社会開発を担う人材を養成・確保するためには域内の高等教

育の強化が重要なため、アフリカ連合委員会（AUC）は、汎アフリカ大学（PAU）構想を 2008年に
立ち上げた。PAUはアフリカを五つの地域（北部、西部、中部、東部、南部）に分け、各地域に対象
分野、ホスト国・ホスト大学・支援パートナー国（LTP）を設け、アフリカ大陸内で多国籍の修士・
博士課程の学生を指導する大学院大学である。 

PAUの東部拠点として、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）をホスト国とし、「科学技術イ
ノベーション（STI）」を対象分野とする「PAU基礎科学・技術・イノベーション学院」（PAUSTI）
を、国立ジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）キャンパス内に 2012年 10月に開講した。 

PAUSTIのホスト大学である JKUATは、日本が 1978年から 2000年まで継続的な支援を行ってき
た歴史がある。1981年に農学・工学分野の短期大学（カレッジ）として開講して以降、日本の支援に
より着実に成長し、1988 年にはケニヤッタ大学の分校（University College）として大学に昇格した。
1994年には総合大学となり、その後、親大学として四つのカレッジを大学に昇格（2013年 2月）さ
せるなどし、東部アフリカにおける中心的な大学の一つに成長している。その一方で、同大学の現状

は、大学運営・教育については十分な能力・経験を有するものの、教員の異動により、質の高い教員

が引き抜かれる傾向にあり、また、施設・機材の老朽化が進んでいることなどから、イノベーション

活性化に向けた研究活動の推進体制に課題を抱えている。したがって、PAUSTIを運営管理するため
に、研究環境の整備・強化が必要とされた。 
日本政府は、アフリカ連合（AU）からの要請に応じ、2013年 1月に PAUSTIの支援パートナー国

になり、AUCと 2者間の覚書を締結した。また、2014年 1月には、PAUSTIへの協力に関し、AUC、
日本政府及びケニア政府の 3者間で覚書が締結された。ケニア政府は、PAUSTIの持続的運営のため、
JKUAT と PAUSTI の研究環境の整備・強化を支援する「アフリカ型イノベーション振興・
JKUAT/PAU/AUネットワークプロジェクト」をわが国に要請し、2014年 6月からプロジェクトが開
始された。 

2016 年 11 月に「中間レビュー調査」が行われ、プロジェクト成果を高めるための提言1がなされ

た。また、2019年 1月には、プロジェクトの 1年間の延長が決定され、2020年 6月に終了の予定と
なった。プロジェクト終了を約半年後に控え、プロジェクト成果の達成状況を評価し、教訓や提言を

引き出すことを目的として、合同調査団による終了時評価調査が 2019年 11月に実施された。 

  

 
1 （1）投入の効果的な活用による研究成果の発現、（2）早急な機材維持・管理センター（CeSEM）の設立と活動開始、（3）研究
成果の実践としての商業化・実用化の促進、（4）学術雑誌への論文掲載の促進、（5）PAUSTI棟の建設と分子生物・生化学系サ
ブ・タスクフォース（iCMoB）による研究活動の促進、（6）PAUSTIの卓越した研究拠点（Center of Excellence：COE）としての
機能強化、（7）STIの再整理・具体化、関係者間の認識共有、（8）学生育成の具体的なイメージ明確化、（9）プロジェクト・デ
ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の活用による外部者への理解促進、（10）報告書による進捗等の報告、（11）
プロジェクト終了後の展開検討 
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１－２ プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は、第 2回合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）（2016年 11月
開催）で承認されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）第 1版（付属資料１ Annex 1）が
現時点での最終的なものとなっている。「プロジェクトの概要」は表－１のとおりとなっている。 

表－１ プロジェクトの概要（PDMの要約） 

項 目 概 要 

案件名 

和文：アフリカ型イノベーション振興・JKUAT/PAU/AUネットワークプロジ
ェクト 

英文：AFRICA -ai- JAPAN Project：African Union - african innovation - JKUAT 
and PAUSTI Network Project 

事業期間 2014年 6月 4日から 2020年 6月 3日（6年間） 

プロジェクト 
サイト 

汎アフリカ大学基礎科学・技術・イノベーション学院（The Pan African 
University, Institute of Basic Sciences, Technology, and Innovation：PAUSTI） 
国立ジョモ・ケニヤッタ農工大学（Jomo Kenyatta University of Agriculture and 
Technology：JKUAT） 

ターゲット 
グループ PAUSTIで教育を行っている、JKUATの教員、若手研究者や技官 

上位目標 
アフリカにおいて科学技術イノベーション（STI）分野の産業人材が育成され
る。 

プロジェクト目標 JKUAT/PAUSTIで、STIを生みだす学生を輩出する。 

成 果 

成果 1：JKUAT/PAUSTIの STI分野の研究環境が整備される。 
成果 2：JKUAT/PAUSTIにおいてケニア及びアフリカに特徴的な STIにつな

がる活動（研究等）が実践される。 
成果 3：JKUAT/PAUSTI の研究・実践活動及びその成果がアフリカ内外の高

等教育機関や産業界等に情報発信される。 
出典：PDMバージョン 1 
 
１－３ 合同終了時評価の目的 

今回の終了時評価の目的は以下のとおりである。 
（1）事業計画時及び中間レビュー時点での計画と比較して、本プロジェクトの投入実績・活動の

進捗状況等実施プロセス・管理方法を確認する。 
（2）効果発現に貢献した要因、問題点及び問題を惹起した要因を確認する。 
（3）評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）からプロジェクトを評価する。 
（4）評価結果を基に、関係するプロジェクトや、今後予定されている新プロジェクト（フェーズ

2）の形成、実施、運営管理に参考となる教訓や提言を抽出する。 
 

１－４ 合同調査団構成 

１－４－１ 日本側（JICA）調査団 

分 野 氏 名 所  属 

総 括 梅宮 直樹 JICA人間開発部 次長兼高等教育・社会保障グループ長 

協力企画 十田 麻衣 JICA人間開発部 高等・技術教育チーム 専門嘱託 

評価分析 坂井 茂雄 （株）日本開発サービス 調査部 主任研究員 
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１－４－２ ケニア側調査団 

分 野 氏 名 所  属 

Team Leader Prof. Victoria Ngumi Vice Chancellor 
Member Prof. Robert Kinyua Deputy Vice Chancellor（Academic） 

Member Prof. Mary Abukutsa Deputy Vice Chancellor（Research, Production and 
Extension：RPE） 

Member Prof. Bernard Ikua Deputy Vice Chancellor（Administration） 

 
１－５ 評価手法とスケジュール 

（1）討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づき、先方政府との合同評価とした。日本側とケ
ニア側で合同評価団メンバーを選定し、役割と責任を協議して決定した。 

 
（2）評価グリッド（付属資料４）を作成し、評価項目を特定するとともに、資料レビューや質問票
による聞き取り調査、現地視察・観察など、評価項目ごとの評価手法を決定した。評価グリッドを

基に聞き取りを行い、面談記録として記録した。聞き取り結果概要は付属資料３（面談記録）にあ

る。 
 
（3）プロジェクトの実績を分析し、表－２の評価 5項目を基に評価を実施した。 

表－２ 評価 5項目の評価内容 

評価項目 評価内容 

妥当性 

 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価

を実施する時点において妥当か（ケニアの社会経済開発計画・戦略及び日本

の援助政策、JICAの援助方針との整合性はあるか、受益者のニーズに合致し
ているかなど）。 

 プロジェクトの戦略･方法は妥当か、などを評価する。 

有効性  プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標に対しアウトプ

ットは適切か、目標達成の貢献・阻害要因はあるか、などを評価する。 

効率性 
 投入（インプット）に見合った成果（アウトプット、定性・定量的）が産出

されているか、活動スケジュールと投入のタイミング・質・量は成果産出に

適切だったか、などを評価する。 

インパクト 

 上位目標達成の見込みはあるか、その他、プラスのインパクトはあるか（予

測されるか）、予期していなかったマイナスのインパクトはあるか（予測さ

れるか）、マイナスのインパクトがある場合、それに対する対策は講じられ

ているか、を評価する。 
 インパクトは、直接的または間接的なもの、意図的または意図的でないもの

を含み、正・負の変化を把握する。 
 また、インパクトはプロジェクトが、国全体、地域社会・経済・環境などに

もたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性  現時点において、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みについて、

組織制度面、財政面、技術面から評価する。 
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（4）現地調査期間中、合同評価団は付属資料２にある面談者と協議を行った（主要な協議議事録は
付属資料３）。合同評価団は、英文の合同評価報告書（協議議事録、Minutes of Meetings：M/M）
を作成し、日本側及びケニア側の総括が署名した。 

 
（5）日本側評価団メンバーは、2019年 11月 11日から現地調査を開始し、11月 21日まで滞在した。
評価団のスケジュールは表－３のとおりであった。 

表－３ 終了時評価調査スケジュール 

日

順 
日 付 

曜

日 
団 長 協力企画 評価分析 
梅宮 直樹 十田 麻衣 坂井 茂雄 

1 11月 9日 土   22:20成田発（QR807） 

2 11月 10日 日   
4:30カタール着 
→8:30 カ タ ー ル 発

（QR1335） 
14:30ナイロビ着 

3 11月 11日 月   
8:30 安全ブリーフィン
グ＠JICA ケニア事務所
⇒現地調査（スカイプ

会議 JKUAT） 

4 11月 12日 火   現地調査＠

JKUAT/PAUSTI 

5 11月 13日 水  

0:30 羽田発（EK313）
→7:20ドバイ着 
10:25ドバイ発（EK719）
→14:35ナイロビ着 
16:30 総務面談＠JICA
ケニア事務所 

現地調査＠

JKUAT/PAUSTI 

6 11月 14日 木  現地調査＠JKUAT/PAUSTI 

7 11月 15日 金  
現地調査＠JKUAT/PAUSTI 
10:00【TV 会議】Seed-
Net 

現地調査＠

JKUAT/PAUSTI 

8 11月 16日 土 
23:00成田発（EK319） 
→6:00ドバイ着 資料整理 

9 11月 17日 日 
10:25ドバイ発（EK719） 
→14:35ナイロビ着 

資料整理 

17:00団内会議 

10 11月 18日 月 
AM：終了時評価ミニッツ協議 
PM：詳細計画策定調査ミニッツ、PDM、R/D協議 

11 11月 19日 火 
10:00調査団からングミ学長への説明 
15:30大使館報告 
PM：ミニッツ修正、事務所説明・報告 

12 11月 20日 水 
AM：JCC 
PM：終了時評価・詳細計画策定調査ミニッツ署名 
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日

順 
日 付 

曜

日 
団 長 協力企画 評価分析 

梅宮 直樹 十田 麻衣 坂井 茂雄 

13 11月 21日 木 

5:00ホテル発 

資料整理 
7:05ナイロビ発→9:05アジスアベバ着（KQ400） 
10:30 AUへの報告と協議 
14:30在エチオピア AU代表部への報告 

14 11月 22日 金 
10:30アジスアベバ大学（世銀ACEプロジェクト）
訪問 

16:55 ナ イ ロ ビ 発

（QR1336）→22:55 カ
タール着 15:05アジスアベバ発（EK724）→20:15ドバイ着 

15 11月 23日 土 2:55ドバイ発（EK318）→17:20成田着 
2:05 カ タ ー ル 発

（QR806）→17:45成田
着 
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第２章 プロジェクトの実績 

 
２－１ 投入の実績 

日本側及びケニア側の投入実績に関する評価結果概要は、表－４のとおりである。 

表－４ 投入実績 

投 入 評価・確認の結果 

日本側： 
a. 長期専門家 
b. 短期専門家 
c. 機材供与 
d. 研修員受入れ
（本邦研修） 

a. 長期専門家は合計で 6名派遣された（詳細は、付属資料１ Annex4）。 
b. 短期専門家は、合計 58名が派遣された（詳細は、付属資料１ Annex4）。 
c. 機材供与は、合計 1億 5,678万 7,327ケニア・シリング（Kshs.）2分が

行われた（詳細は、付属資料１ Annex6）。施設整備として、iPIC（工
学系サブ・タスクフォース）、SAFARI（研究とイノベーションを目的
とした小動物研究所）、ALB（農学部研究棟）が建設された。 

d. 本邦研修が実施され、合計 40名が研修員として受け入れられた（詳細
は、付属資料１ Annex7）。 

ケニア側： 
a. カウンターパー
ト 

b. 施設・設備、機材 
c. ローカルコスト
負担 

a. プロジェクト実施のため、カウンターパート（タスクフォース、サブ・
タスクフォース）が配置された（詳細は、付属資料１ Annex 5）。 

b. ローカルコストとして、プロジェクト年間経費（Departmental Annual 
Budget）25万 Kshs.が提供された。 

c. 施設・設備として、JKUAT内にプロジェクト事務所（専門家執務室）
兼、会議室が提供された（詳細は、ケニア側の投入として、付属資料１ 
Annex 8にまとめられている）。 

 
２－２ 活動の実績（PDMと POの変更） 

中間レビュー時（2016年 11月）に、プロジェクト内容の見直しが行われ、PDM（指標）が設定さ
れ、第 2回 JCCで新 PDM（バージョン 1）（付属資料１ Annex1）が承認された。同時に、活動計画
（PO）が承認された（POバージョン 1）。 
中間レビュー後、プロジェクト期間の 1年間延長に伴い、新 PO（バージョン 2、改訂版）が 2018

年 11月から有効となった（付属資料１ Annex2）。 
今回の終了時評価では、PDMバージョン 1、POバージョン 2と、実際の事業活動を比較した。 
評価として、大きな齟齬や問題はなく、ほぼすべての活動が実施されたことを確認した。 
主な活動実績は、「評価グリッド」のとおりである（付属資料４）。 

 
２－３ 成果の実績と達成度 

成果ごとの指標に基づき、プロジェクトの実績を評価した。結果は、次のとおり。 
 
２－３－１ 成果 1の実績と、指標に対する達成度 
成果 1：JKUAT/PAUSTIの STI分野の研究環境が整備される。 
達成度：研究用機材の調達は完了しており、機材の修理に関しては体制が整備されつつある。

8名の若手研究者が長期研修に参加し、大学の教職員等合計 57名が機材のメンテナン

 
2 1Kshs.＝1.064230円（2019年 11月 JICA統制レート） 
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ス（維持・管理や修理）の研修を受け、プロジェクト終了までに達成される見込みで

ある。 
指 標 達成度・成果 

1.1 研究に必要
な機材及

び設備が J
KUAT/PA
USTI で調
達・修理さ

れる。 

達成度：機材に関する達成度は、（1）「調達」に関して本プロジェクト分は
完了し、（2）「修理」に関しては体制が整いつつあり継続中である。 

（1）機材の調達 
本プロジェクト開始前に行われた調査において、JKUAT/PAUSTI の機材
インベントリーが行われリストが作成され、研究に必要な機材の要請がま

とめられ、この要請に基づいて機材供与が行われた。機材供与の総額は付

属資料１ Annex6「Amount of Equipment Provided by the Japanese Side」を参
照。 

（2）機材リストの作成 
上記（1）のとおり、協力準備調査で機材リストが作成され、本プロジェ
クトでの供与機材や既存の機材の故障有無等について、各サブ・タスクフ

ォースや各学科によって随時同リストがアップデートされた。2018年以降、
さらに詳細な機材リストがまとめられている。加えて、機材リストがCeSEM
のデータベースとしてまとめられ、オンラインでアクセスできるデータ

ベースも開発されている。 

（3）機材や施設のメンテナンス（維持管理・修理） 
研究環境の整備に不可欠な機材のメンテナンスに関して、2014年のプロ
ジェクト開始より、学内での横断的な維持管理と修理のシステム構築や組

織づくりの必要性が認識されていた。本プロジェクト開始後 2014 年から
2015年にかけて、機材のメンテナンスを行う組織体制づくりの準備チーム
ができ、工学系・農学系機材の一部を試験的に修理し、新規購入と修理費用

の比較が行われた。その結果、修理をした場合の、費用軽減の比較優位性が

報告された。 
他方で、中間評価報告では「プロジェクト前は予算不足や部品の調達に

問題があり、学内において機材の修理が積極的に行われておらず、必要に

応じて外注されていた」と報告されている。 
その後、プロジェクトやタスクフォースの働きかけによって 2018 年に

CeSEMが正式に JKUATに承認・設立された。CeSEMのウェブサイトにて、
故障した機材のメンテナンスの申請を行い、対応状況はデータベースに自

動的に反映されるシステムが日本人専門家を中心に開発され、現在は運用

まで至っている。 
他方、プロジェクト目標の達成とプロジェクト終了後の持続性担保のた

めに、機材や施設のメンテナンスに係るさらなる能力強化が 2018 年 11 月
の JCCにおいて確認され、プロジェクト期間の 1年間の延長が合意された。
今後の課題は、修理に必要な予算の確保、専門知識や技術の習得及び専門

スタッフの配置である。 
1.2 JKUAT/PA

USTI の 8
名の若手

研究者が、

日本での

長期研修

プログラ

達成度：プロジェクト終了時までに達成される見込みである。 
終了時評価調査時点で、8名の長期研修（博士号課程への留学）が実施され、

そのうち 5名が既に博士号を取得している。2017年 4月から研修を開始した
2 名はプロジェクト終了時（2020 年 6 月）までに博士号取得が見込まれ、本
プロジェクト期間中に、博士号取得者数目標（指標）を達成できると見込まれ

る。なお、長期研修参加者の一覧は、付属資料１ Annex 7「List of Training in 
Japan」のとおり。 
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ムに参加

し、博士号

を取得す

る。 
1.3 JKUAT/PA

USTI の少
なくとも 2
5 名のスタ
ッフが、機

械及び機

器の運用

と保守に

関する能

力開発研

修に参加

し、すべて

の参加者

が担当の

機械及び

機器の保

守につい

て 100％理
解する。 

達成度：達成された。 
終了時評価調査時点で、日本での短期研修に参加したカウンターパートは

32名であり、そのうち 7名が機材メンテナンスに関する研修を受けた。帰国
した研修員は、研修で得た知識を JKUAT/PAUSTIの教職員等や学生へ広める
役割を担っており、帰国後に各サブ・タスクフォースの定例会議で、本邦研修

の内容に関しセミナーを行い、情報共有を行っている。 
短期研修の各年度の参加者数は表－５のとおりである。 

表－５ 短期研修の受入実績 

受入年度 人数（名） 
2014 4 
2015 15 
2016 8 
2017 3 
2018 2 
2019 0 
Total 32 

出典：プロジェクトチーム提供資料を基に調査団作成 

本邦における短期研修に加え、青木専門家により機材操作や維持に関する

研修が 2018年と 2019年に行われ、50名（延べ人数）が参加した。したがっ
て、合計 57名が研修を受けたといえる。 
本調査で関係者への聞き取りを行い、習熟度測定を試みた結果、研修受講

者の理解度は総じて高く、ほぼすべての研修内容を理解したとの報告があっ

た。他方、短期研修での理解度は、英語通訳の専門知識の深度等に左右される

との声も寄せられた。本プロジェクトでは、研修成果の習熟度調査を行って

いなかったため、フェーズ 2 では研修の実施だけでなく、フォローアップ調
査の実施が推奨される。 

 
２－３－２ 成果 2の実績と、指標に対する達成度 
成果 2：JKUAT/PAUSTIにおいてケニア及びアフリカに特徴的な STIにつながる活動（研究等）

が実践される。 
達成度：イノベーションに関する年次・中期計画が毎年更新され、イノベーションリサーチ（競

争的公募型研究プロジェクト）を通じてアフリカに特徴的な研究プロジェクトは 180
件実施され、JKUAT/PAUSTIの若手教員 296名（延べ人数）がイノベーションリサー
チや日本人専門家による研修等を通じて OJT（実地研修）を受講しており、終了時評
価時点で達成されている。 

指 標 達成度・成果 
2.1 イノベーシ
ョンに関

する中期

計画及び

実施計画

が策定さ

達成度：達成された。 
中期計画と実施計画は、それぞれ表－６のように策定され、更新された。 
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れ、毎年更

新される。 
表－６ 実施計画と中期計画の概要 

計画 計画書の種類・内容 計画の実施 
計画作成 
時期 

実施

計画 

各年度における、サブ・タス

クフォース単位でイノベー

ションリサーチに応募する

「研究計画」の策定。 

イノベーションリサー

チの研究計画と、採択後

の実施。 
研究公募時 
（毎年） 

中期

計画 

サブ・タスクフォースごとに

広報資料を兼ねた「主要な研

究テーマ」に焦点を当てた計

画を策定。計画実施のスケジ

ュールは、プロジェクト活動

計画（PO）を利用。 

「プロジェクト成果」

「プロジェクト目標」達

成に向けた、①研究施設

の環境、②イノベーショ

ンリサーチ（調査研究）、

③セミナー等の計画と

実施。 

適宜改訂 
（5年間） 

出典：日本人専門家からの聞き取りを基に調査団作成 

（1）実施計画（イノベーションリサーチとプロジェクトの年次活動計画） 
イノベーションリサーチでの研究活動はプロジェクトにおいて大きな比

重を占め、会計年度ごとの研究活動となるため、イノベーションリサーチ

応募のためのプロポーザルは年次の活動計画といえる。また、同プロポー

ザルは、サブ・タスクフォースごとに、次年度の研究計画としてまとめら

れるため、サブ・タスクフォースごとの年次研究計画にもなっている。加

えて、同プロポーザルづくりがサブ・タスクフォースの 1 年ごとの「活動
計画（Plan of Action）」にもなり、毎年更新されていると判断される。 

（2）中期計画 
中期計画の内容は、サブ・タスクフォースごとの「主要な研究分野（Key 

Thematic Research Areas）」を柱とする研究計画とプロジェクトの POで成
り立っており、適宜更新された。さらに、本プロジェクトでは、2018年 11
月に合意した 1年間の延長に伴い、POの更新が行われた。 

2.2 アフリカ
で特徴的

な 10 の研
究プロジ

ェクトが

毎年選択

さ れ 、

JKUAT/PA
USTI の研
究者を対

象とした

公開競争

（コンテ

スト）を通

じて選定

され実践

される。 

達成度：達成された。 
2014年以降、2019年までイノベーションリサーチが実施されており、各年

度のプロポーザル（応募）数と実施された研究数は、次の表のとおりで、応募

総数は 522件、採択件数は 180件であった。 

表－７ イノベーションリサーチの応募数と実施件数（2014～2016年） 

サブ・ 
タスクフォース 

2014 2015 2016 
応募 実施 応募 実施 応募 実施 

iPIC 7 7 21 16 14 8 
iCB 7 7 17 9 24 8 

iCMoB 6 6 24 13 53 22 
合 計 20 20 62 38 91 38 

iCB：農学系サブ・タスクフォース 
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表－８ イノベーションリサーチの応募数と実施件数（2017～2019年） 

サブ・ 
タスクフォース 

2017 2018 2019 
応募 実施 応募 実施 応募 実施 

iPIC 26 10 27 7 0 0 
iCB 80 10 25 7 0 0 

iCMoB 59 23 72 7 0 0 
iODaV 23 8 19 4 0 0 

iCCATS - - - - - - 
分野横断 4 4 6 2 47 2 
合 計 192 55 149 27 47 2 

iODaV：情報科学系サブ・タスクフォース 
iCCATS：コンピューター科学系サブ・タスクフォース 
出典：イノベーションリサーチに関する報告書（Report on Innovation Research 

Funds by AFRICA-ai-JAPAN Project (JICA) (JFY 2014-2018), as of April 
2019） 

注：2019年に関しては、プロジェクトチームからの聞き取りにより、表を作
成した（2019年に採択された研究は 2件のみ）。 

2.3 JICA が支

援する研

究プロジ

ェクトの

実施を通

じ て 、

JKUAT/PA
USTI の若
手研究者

（ TA 3 、

TF4、及び

技術者）が

30名以上、
実地研修

（OJT）を
受講する。 

達成度：達成された。 
OJT は①イノベーションリサーチ、②短期専門家による研修を通して実施

された。①は（指標 2-2の項のとおり）2014年から 2019年の間に 180件の研
究が行われた。同リサーチは複数の研究者による共同研究もあるため、件数

は OJTを受けた最低人数とみなすことができる。また②短期専門家による研
修には合計 166 名（延べ人数）が参加した。したがって、合計 296名（延べ
人数）に対する研修が実施されたことになる。 
上記の OJT に加え、PAUSTI 学生に対して、研究を始める際に、プロジェ

クトから研究初動費として Seed fundが支給された。この資金は直接的な OJT
には当たらないものの、若手研究者の研修の一環とみなされる。以下、表－

９のとおり合計 302名に対して Seed fundが支給された。 

表－９ PAUSTI学生に対する Seed fund（研究費）支給件数と支給金額 

出典：プロジェクトチーム提供資料を基に調査団作成 

年 度 2015 2016 2017 2018 合 計 
件 数 48 54 82 118 302 
支給額

（Kshs.） 3,360,000 3,779,900 5,740,000 6,863,000 19,742,900 

 
２－３－３ 成果 3の実績と、指標に対する達成度 
成果 3：JKUAT/PAUSTI の研究・実践活動及びその成果がアフリカ内外の高等教育機関や産業

界等に情報発信される。 
達成度：JKUAT/PAUSTI主催のセミナー等はプロジェクト期間中に 10回以上開催され、民間企

業との共同セミナー等も年に 2 回以上開催されており、終了時評価時点で達成されて
いる。 

 
3 TA：Teaching Assistant（ティーチング・アシスタント） 
4 TF：Tutorial Fellow（チュートリアル・フェロー） 
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指 標 達成度・成果 
3.1 JKUAT/PA

USTI が主
催する研究

セミナー、

シンポジウ

ム、ワーク

ショップ、

会議を、少

なくとも年

2 回開催す
る。 

達成度：達成された。 
2014年以降、JKUATもしくは、PAUSTIが主催するセミナーは、年 2回以

上開催されている。具体的には、毎年 5 月に「SRi（Sustainable Research and 
Innovation）Conference」が、11月に「Scientific Conference（JKUAT Scientific, 
Technological and Industrialization Conference）」が開催されている。 

SRi Conferenceは主に工学系の論文発表が中心であり、Scientific Conference
は科学技術全般〔農学・工学・理学・情報コミュニケーション技術（ICT）な
ど〕の論文やプロトタイプや製品等の研究成果の発表が中心となっている。

これら二つのカンファレンスは、JKUAT 教員、JKUAT と PAUSTI の学生、
JKUAT外の教員と学生を対象にした研究発表の場となっているが、産学間連
携を模索する取り組みもなされている。 
本プロジェクトでは両カンファレンスにおいて、長期・短期専門家等によ

る基調講演を行い、情報共有・発信を行ってきた。 
3.2 民間企業と
の協働セミ

ナーを、少

なくとも年

2 回開催す
る。 

達成度：達成された。 
SRi Conferenceと Scientific Conferenceが民間企業と共同で 6回開催された。

また、研究成果の実用化を促進することを目的に民間企業関係者を招へいし

て「Innovation Incubation Seminar」を 2018年より開始し、2018年には 9回、
2019年には 3回（終了時評価時点まで）開催した。加えて、産学連携を促進
するためにUniversity-Industry Linkage Workshopも 2019年より開催し始めた。
したがって、少なくとも年 2回以上、民間企業との共同セミナーが開催され
ていると判断できる。 

 
２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：JKUAT/PAUSTIで、STIを生み出す学生を輩出する。 
達成度：JKUAT / PAUSTIは毎年一定数の新入学生を受け入れ、プロジェクトによって整備された

研究環境下で STIのスキルと知識を習得し、学術論文も産出した卒業生を輩出している。
したがって、プロジェクト目標は終了時までに達成される見込みである。 

指 標 達成度・成果 
1 ラボの機材情報
が定期的に更新

され、必要な機

材や設備は更新

された情報に基

づいて調達・修

理される。 

達成度：CeSEM が機材リストの管理と更新や、修理申請システムを構築し、
機材の維持管理・修理も行えるようになった。 

プロジェクトの開始から 2017年まで、JKUATとプロジェクトチームは、準
備調査で作成されたリストに基づいて機材を調達した。タスクフォースにお

いて、機材メンテナンスのためのシステム構築の必要性が議論され、それらを

担う CeSEMが 2018年 3月に正式に JKUATによって設置され、技官 1名が配
属された。 

CeSEMは、短期専門家のアドバイスを受け、JKUATの教員と技官向けの機
材データベースを構築し、各研究室の機材情報管理を可能にし、また、CeSEM
への修理依頼もオンラインでできるようにシステムを構築した。修理に関す

る情報は、教員と技官のデータベースを通じて共有されるようになった。した

がって、JKUAT の機材の記録と修理情報は、データベース上で定期的に更新
されることが期待されている。 
一方、JKUATによる CeSEMへの予算は限定的で、JICAプロジェクト側が、

（JKUATの代わりに）スペアパーツを購入し供給している状況である。また、
各部門から CeSEMに修理費用を支払うシステムがつくられておらず、機材を
持続的に維持・管理し、修理するための課題となっている。 
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2 JKUAT/PAUSTI
の研究者によっ

て書かれた学術

論文が、アフリ

カ及び海外の査

読付きジャーナ

ルに年間 100以
上掲載される。 

 

達成度：2017年以前は年間 100件未満であったものの、2018年には年間 100
件以上の学術論文が掲載されている。他方で、工学分野の論文掲載数

が農学・理学系と比較すると少なくなっており、JKUAT/PAUSTI が
理工系の高度人材育成・輩出を持続的に行うためには、工学系の教

育・研究能力のさらなる向上が課題である。 
2017年まで、サブ・タスクフォースは掲載された論文数を報告しておらず、

論文を取りまとめるシステムも存在しなかった。かかる状況下、論文発表実績

管理体制の未整備と研究費支給件数に対する発表論文数の少なさを確認し、

これら課題への対応のために、2018 年 11 月の第 4 回 JCC においてプロジェ
クトの 1年間の延長が合意された。 
掲載論文の能力強化向上の活動に焦点を当てた結果、サブ・タスクフォース

により、Abstracts of Scientific Publicationsが 2019年 6月にまとめられた。タス
クフォース及び PAUSTI の学生が作成した学術論文数は次のとおりとなって
いる。 

表－10 タスクフォースと PAUSTIの掲載論文数 

年度 タスクフォース PAUSTI 合計 
2014 21 41 62 
2015 34 22 56 
2016 36 41 77 
2017 30 48 78 
2018 63 90 153 
2019 9 18 27 
合計 193 260 453 

出典：「Abstracts of Scientific Publications」を基に調査団作成 

表－11 各サブ・タスクフォースの掲載論文数 

年度 iCMoB iPIC iCB 合計 
2014 6 2 13 21 
2015 12 2 20 34 
2016 14 1 21 36 
2017 22 3 5 30 
2018 12 47 4 63 
2019 4 4 1 9 
合計 70 59 64 193 

出典：「Abstracts of Scientific Publications」を基に調査団作成 

上記の表のとおり、2018 年に査読されたジャーナルに掲載された学術論文
数は 153 件となり、目標指標の 100 件を超えた（2019 年のデータは 6 月ま
で）。また、過去 5年間（2014〜2018年）の平均論文数は 85となっている。 

2018 年に 100 件以上の論文掲載を達成した理由は、①PAUSTI 博士課程の
学生は、1名当たり少なくとも論文を二つ作成しなければならず、同年に初め
て PAUSTI 博士号取得者を輩出したこと、②SRi Conference で発表された 42
の論文すべてが国際標準逐次刊行物番号（ISSN）登録されたこと、が挙げられ
る。 
なお表－12 に示すように、PAUSTI 博士課程の卒業生数は当初の想定より

少なかった。しかしながら、PAUSTIの卒業生は卒業前に論文を発表している。 
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表－12 PAUSTIの入学者数と卒業者数 

学生群 入学者数 卒業者数 
第 1 58（修士 58） 55（修士のみ） 
第 2 68（修士 45、博士 23） 58（修士 42、博士 16） 
第 3 77（修士 39、博士 38） 38（修士 35、博士 3） 
第 4 106（修士 67、博士 39） 43（修士のみ） 
第 5 140（修士 102、博士 38） － 
第 6 114（修士 73、博士 41） － 

出典：プロジェクトチーム提供資料を基に調査団作成 
3 JKUAT/PAUSTI
が主催する研究

セミナー、シン

ポジウム、ワー

クショップ、会

議に、80以上の
学術機関・研究

機関・民間企業

が参加する。 

達成度：セミナー等に参加した組織及び民間企業は 160以上（延べ数）であっ
た。JKUAT/PAUSTI が STI 分野におけるアフリカ地域の拠点教育・
研究機関となるためには、これらセミナーやワークショップを契機

に、民間企業との協働活動（インターンシップや共同研究等）が行わ

れ、JKUAT/PAUSTI の研究成果がアフリカの地域社会や産業界に広
く共有されることが課題となる。 

JKUAT/PAUSTI が主催する各種セミナーに参加した組織及び民間企業を集
計すると、総数は 160以上となった。参加者の数はプロジェクトチームによっ
て記録されたが、参加組織数は記録されていない場合もあり、表－13 の合計
は最小値となっている。 

表－13 JKUAT/PAUSTI主催セミナー等への参加組織数（2019年 11月まで） 

年度 セミナー等の種類 参加組織数 

2014 
短期専門家（本邦大学教員等）による特別セミナー 2 
STIシンポジウム 1 
カンファレンス（SRi） 29 

2015 
カ ン フ ァ レ ン ス （ SRi Conference, Scientific 
Conference等） 

30 

ジョイントセミナー 1 

2016 

イノベーションリサーチ発表会 2 
カンファレンス（SRi、メディアアートフェスティ
バル等） 

27 

TICAD VIサイドイベント 4 
短期専門家（本邦大学教員等）による特別セミナー 6 

2017 
短期専門家（本邦大学教員等）による特別セミナー 2 
セミナー（PAUSTI学生対象等） 9 

2018 
短期専門家（本邦大学教員等）による特別セミナー 5 
イノベーション・インキュベーションセミナー 9 
カンファレンス（SRi等） 7 

2019 
産学連携ワークショップ 14 
カンファレンス（SRi等） 12 

合 計 160 
出典：プロジェクトの記録を基に調査団作成 
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２－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標：アフリカにおいて STI分野の産業人材が育成される。 
達成度：第 1 期生は 92.7％がアフリカの民間企業や学術機関に雇用されているので指標を達成し

ている。また、第 2期及び 3期生のうち回答が得られた卒業生については 100％が就職し
ているが、約半数は未回答である。STI分野の高度人材は、JKUAT/PAUSTIから毎年育成
されているものの、卒業生の追跡調査には困難が伴い、PAUSTI卒業生の情報は限定的で
あるために、現時点で上位目標の達成度を正確に評価することは困難である。 
指 標 達成度・成果 

1 JKUAT/PAUSTI の大学院
生の 80％以上が、修学完
了後 1 年以内にアフリカ
の民間企業や学術機関に

雇用される。 

表－14のとおり、第 1コホートの卒業生の 92.7％がアフリカの民
間企業や学術機関に雇用されており、第 1 コホートの学生に関して
は、目標である 80％以上の就職・就学が達成されている。加えて、
第 2コホートの卒業生 31名と、第 3コホートの卒業生 29名の状況
は、追跡調査では確認できず、残りの卒業生は 100％就職あるいは進
学した。したがって、第 1コホートから第 3コホートまで、確認さ
れた範囲で判断すると、指標は達成されている。 
一方、第 2・3 コホートの半数以上の進路を確認できていない。

PAUSTI では就職前に出身国へ帰るため、帰国後の追跡調査が困難
であり、就学率や雇用率に関するデータの取得が容易でないため、

終了時評価時点での、上位目標の達成見込みを正確に評価すること

は困難であると結論される。 
他方、個別のインタビュー調査にて、各国へ帰国後にその国の拠

点大学において学部長に昇進したり、政府機関への就職をしたり、

あるいは起業をする等の事例が確認されている。 

表－14 第 1～3コホートの PAUSTI卒業生の進路状況 

卒業後の進路 第 1 ｺﾎｰﾄ 第 2 ｺﾎｰﾄ 第 3 ｺﾎｰﾄ 
大学教員（講師含む） 15 15 3 
政府機関、研究機関、

国連機関、JICA等 5 6 1 

PAUSTI博士課程 10 0 0 
他大学の博士課程 6 0 1 
民間企業等 15 6 1 
自営業・起業 0 0 3 
未確認 4 31 29 
卒業生数合計 55 58 38 
就学・就職率 92.7％ 46.6％ 23.7％ 
不明（未確認率） 7.3％ 53.4％ 76.3％ 
出典：プロジェクトチーム提供資料を基に調査団作成 

 
２－６ プロジェクト実施プロセスと枠組み 

２－６－１ タスクフォースとサブ・タスクフォース 
プロジェクト実施を目的として、プロジェクト開始時に、①農学系の iCB、②健康科学部系の

iCMoB、③工学系の iPICの三つのサブ・タスクフォースが結成された。その後、2016年に新たな
サブ・タスクフォースとなる研究成果のプロトタイプや商業化を担当する製品開発・商業化サブ・

タスクフォース（iPDeC）がつくられた。また、2017 年になりコンピューター科学系の iODaV が
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つくられたが、2019年 10月に iCCATSに変更された。これらのサブ・タスクフォースは、頻繁に
会合をもち、プロジェクトのエンジンとして機能している。 

表－15 サブ・タスクフォースの会合数 

サブ・タスクフォース名 会議数（回） 

iPIC 192 

iCB 181 
iCMoB 172 

iPDeC（2016年から） 60 

iODaV（2017～2019年） 30 

iCCATS（2019年から） 15 

出典：プロジェクトチーム資料 
 
２－６－２ プロジェクトメンバー間のコミュニケーションと調整 
サブ・タスクフォースやタスクフォース、及び日本人専門家間のコミュニケーションは、毎週の

会議、電子メール、モバイル通信、公式の手紙などによりスムーズに行われ、合同評価団は、プロ

ジェクト関係者間のコミュニケーションや調整が順調だったことを確認した。 
（メイン）タスクフォースとサブ・タスクフォースは頻繁に会議を開催し、これらの会議はプロ

ジェクトの計画を立て、管理するための最も重要なコミュニケーションと意思決定の機会となっ

た。聞き取りでは、一部のサブ・タスクフォースにおいて出席状況が芳しくなかったとの報告があ

ったが、全体的にサブ・タスクフォースメンバーは毎週の会議に積極的に参加し、真剣に取り組ん

でいたことを確認した。 
 
２－６－３ プロジェクト活動の記録と追跡調査 
合同評価団は、プロジェクト開始（2014 年）以降プロジェクトチームが活動や関連情報の記録
を行っていたことを確認した。唯一、記録をとっていなかったのは、日本における短期研修後の参

加者の理解度確認のためのフォローアップ調査であった。この調査結果がなかったため、合同調査

団は本邦での短期研修の効果を評価することに困難があった。今後は、プロジェクトチームにより

理解度や研修の成果が確認され、次の研修に反映されることが期待される。 
 
２－６－４ 中間評価における PDMの改訂 
プロジェクトは 2014年 6月に開始され、プロジェクトの成果の達成度を評価する PDM指標が、
第 2回 JCCで改訂された。PDMの内容に大きな変更はなかったが、指標に関しては、目的を真に
検証するための指標や、検証可能な指標であることを確認する必要があった。 

 
２－７ 効果発現に貢献した要因 

２－７－１ 日本とジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）との歴史 
日本は 1978年から 2000年まで、JKUATの発展に支援を行ってきた。1980年代や 1990年代に

JKUATを卒業したケニア人学生たちは、現在 JKUATの中枢で活躍している。また、学長や副学長
をはじめ、日本で学位を取った教授も多く親日的である。これらの人的資源は、日本のプロジェク
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ト実施を容易なものにする下地をつくっており、大きな財産となっており、活動の進展を促進する

と同時に、効果発現に貢献した要因である。 
 
２－７－２ カウンターパートの献身的な努力と良好なコミュニケーション 
プロジェクトの実施体制として、サブ・タスクフォースやタスクフォースが形成され主体的に週

1回会議を行った。毎週のサブ・タスクフォースの会議では、各分野（iCB：農学系、iPIC：工学系、
iCMoB：健康科学系、iODaV改め iCCATS：コンピューター科学系）におけるイノベーションリサー
チの進捗監理や次年度の計画策定、セミナーやシンポジウムの企画、学術論文の掲載数の把握等を

行い、分野を代表して集まるタスクフォース会議では、各分野の進捗報告や活動推進にあたっての

課題提示や提案等を行うことにより、学際的な研究を促進し自らの研究能力を高めつつ、イノベー

ションリサーチの実施を通じて JKAUT/PAUSTI学生の能力強化にも取り組む等、献身的にプロジ
ェクト活動を行った。このことから、プロジェクト現地関係者は、プロジェクトに対してオーナー

シップをもっていることが確認された。 
また、頻繁に会議をもつことで、関係者間、とりわけ日本人専門家とのコミュニケーションが良

好に保たれ、効果発現に貢献した要因として確認された。 
 
２－７－３ イノベーションリサーチ、公平さとインセンティブ 
プロジェクトでは、競争的研究プロジェクト（イノベーションリサーチ）は JKUATの研究基盤
強化を目的に、プロジェクトの主要な活動として導入され、毎年実施された。2014 年から開始さ
れ、選定基準が設けられたのち、公募研究の選抜を目的として、プロジェクトが主体となって審査

委員会が組織された。選定委員会のメンバーは、基本的には日本人専門家と、JKUAT側 8名（各
サブ・タスクフォース長 4名及び各長から指名された委員 4名）である。研究プロポーザルの選抜
及び進捗状況のチェック・評価はモニタリングと評価委員会（Monitoring & Evaluation Committee）
が担当し、研究資金受給者は会計報告も必須であるため、会計報告方法の指導もプロジェクトチー

ムが行った。また、2019年度の選抜には、国内支援委員からのインプットも踏まえた、分野横断的
な学際的プロジェクトを優先する方針へと変更した。これらの競争的かつ公平に実施された選定

を経てプロポーザルが選ばれ、研究が実施されたことで、研究者は研究プロポーザルを作成する能

力が向上しただけではなく、プロポーザルが採択されることにより研究資金を自力で獲得し、研究

を実施できるようになるといった成功体験を積むことができた。プロジェクトの選考では「公平性」

が保たれ、研究プロジェクトを通して、若手研究者たちは多くのことを学ぶことができていた。ま

た、研究資金を提供するこの研究プロジェクトは、関係者への大きなインセンティブとなった。 
 

２－８ 問題点及び問題を惹起した要因 

PAU 構想がめざすアフリカ高等教育強化とアフリカ域内の STI 振興を担うべく理工系の高度人材
育成・輩出を PAUSTIが一拠点大学として行うには、工学系の教育・研究能力が農学系に比して若干
劣ることが分かった。農工学両分野での社会実装をめざした継続的な研究活動を実践するためには、

工学系の教育・研究能力のさらなる強化が必要である。また自立性と持続性担保のために、特に本事

業ではプロジェクトが支援していた機材に係る消耗品・メンテナンス等の経費や研究などの活動を

維持する経費確保に向けた対策の検討と予算措置が必要であり、社会・産業界との連携強化による外

部資金獲得など、財政基盤確立の促進が不可欠である。  



 

– 17 – 

第３章 評価結果 

 
これまで確認したプロジェクトの実績を、経済協力開発機構（OECD）の 5項目評価基準（「妥当

性」「有効性」「効率性」「インパクト」「持続性」）の観点から評価した。それぞれの観点につい

て、「高い」「比較的高い」「中程度」「やや低い」「低い」という 5段階の格付け評価を行った。 
 
３－１ 妥当性 

妥当性：「高い」 
中間レビューにおいて妥当性が「高い」と評価されて以降も、ケニア政府の政策文書「Kenya Vision 

2030」における高等教育分野の開発方針や 2063年までのアフリカの政治、経済、社会に関する長期
的ビジョン「Agenda2063」を含むアフリカ諸国のニーズに関する政策や優先課題に大きな変化はな
く、また日本の対ケニア政府開発援助（ODA）政策にも変更はないため、妥当性は「高い」。 

 
（1）ケニアの開発計画や高等教育政策との整合性 
ケニア政府の同国開発に係る政策文書「Kenya Vision 2030」における（高等）教育セクターの

ビジョンとして「持続的な発展を実現するため、世界的に競争力のある質の高い教育、訓練、研

究を行うこと」を定めている。また、2063年までのアフリカ地域の政治、経済、社会開発に関す
る長期的ビジョン「Agenda2063」を含むアフリカ諸国のニーズにおける政策や優先課題に大きな
変化はみられない。したがって、本プロジェクトは、同国の教育政策の方向性と整合している。 

 
（2）日本の対ケニアへの援助政策との整合性 

PAUホスト国であるケニアに関しては、国別援助方針（2012年 4月）では、援助の基本方針
（大目標）として、「持続的な経済・社会の発展の促進」を挙げ、「Kenya Vision 2030」を基に、
重点分野（中目標）の 4番目として経済成長の基となる「人材育成」を挙げているほか、対ケニ
ア共和国 JICA国別分析ペーパー（2018年 3月）でも、「STI人材育成」を重点分野「産業開発」
の主要開発課題として位置づけている。第 7回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference 
on African Development Ⅶ：TICAD VII、2019年 8月 28～30日）では、アフリカへの重点支援策
として、投資やイノベーションの促進、人材育成が公約として挙げられている。したがって本プ

ロジェクトはケニアへの日本の政府開発援助政策を具現化するものとなっている。 
 
（3）手段としての適切性 
本プロジェクトは、イノベーション創出に向けて、①JKUAT/PAUSTI の研究環境の整備とし

て、施設設備や研究機材の供与、教員や技官への研修などが行われ、②研究活動の促進として、

イノベーションリサーチの実施や、論文能力の強化が行われた。また、③研究成果の共有や産学

連携として、セミナーやカンファレンスの開催が行われている。施設整備では、iPIC（ものづく
り）センターが建設され、施設が活用されている。供与機材は調達され、同時に機材の維持管理、

修理体制の構築が進んでいる。予算的制約の多いケニアの大学において、新たな施設・機材の導

入により、新たな研究に取り組む下地を築いた。また、日本人の短期専門家を招いてのセミナー

等実施と同時に、有望な JKUAT/PAUSTI職員や技官の本邦研修が行われており、能力強化とと
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もに、研究へのモチベーション向上などの効果がみられる。これらの方法は、プロジェクト目標

を達成するために適切であるといえる。 
 
３－２ 有効性 

有効性：「比較的高い」 
プロジェクト目標の「JKUAT/PAUSTIにおいて STIを生み出す学生を輩出する」に対し、「STI分

野の研究環境が整備」されつつあり、「ケニア及びアフリカに特徴的な STIにつながる研究活動が実
践」され、また「それら研究活動やその成果がアフリカ内外の高等教育機関や産業界等に発信」され

ている。他方、PAUSTI博士課程の修了生数が当初の想定よりも少なかったため、学術論文の年間掲
載数達成にはやや阻害要因となってしまった。したがって、プロジェクトの有効性は「比較的高い」

と評価される。 
 
（1）終了時評価時点でみられた課題：プロジェクトの進捗と、活動の記録や分析 
中間評価での提言（活動実績や成果の達成度を客観的に示せるようにすること）を踏まえ、そ

れ以降、プロジェクトとタスクフォースで文書での記録を残すことが合意され、終了時評価時に

は、会議の議事録などが記録されていたことを確認した。これらの会議の情報は膨大であり、そ

れらを記録したあと、取りまとめ、整理し、活動の成果をまとまった形で残すことが望まれる。 
 

（2）終了時評価時点でみられた課題：PDMの「検証可能で適切な指標」に関して 
PDM における指標設定において幾つか課題がみられた〔例えば、①活動に書かれていないこ

とが指標に設定されているもの（プロ目指標 1「情報の“定期的な”更新）、②評価理由と評数
値が不明瞭なもの（上位目標指標「卒業生の“80％以上”が 1年以内に民間企業や学術機関に雇
用される」）、③検証が困難な指標が設定されているもの（上位目標指標「卒業生の 80％以上が
雇用される」等）〕。中間レビュー報告書にも記載のとおり、プロジェクトの活動は、相手国や

カウンターパート機関状況がダイナミックに動き、その状況に可能な限り柔軟に応じることで

PDM 以上の成果や予期せぬ相乗効果などが得られる可能性もある。ダイナミックな状況の変化
にプロジェクトも対応することを考えると、PDM を柔軟に修正し運用する仕掛けを PDM 内に
組み込む方法も検討される必要がある。 

 
３－３ 効率性 

効率性：「中程度」 
本プロジェクトは、成果を生み出すための、日本側、ケニア側からの投入が適切であり、成果達成

に貢献している。特に、サブ・タスクフォースとタスクフォースは献身的に活動した。投入のタイミ

ングも、おおむね適切であった。全体的に、プロジェクト活動はおおむね計画どおりに進み、投入は

適切に利用され維持されている。他方、プロジェクト目標のうち指標 1と 2の達成と持続性担保のた
めに機材の修理管理・修理及び学術論文掲載情報収集の能力強化をさらに行う必要があったために

プロジェクトを 1年、延長した。また、研究環境整備とアフリカに特徴的な STIにつながる研究活動
等の実践を目的に、当初計画に加えて施設整備〔小動物生体実験施設（SAFARI）、ものづくりセン
ター（iPIC）及び農学部棟（ALB）〕を活動の一環として実施したために、実施計画段階のコストと
比較して 1.2倍程度になっている点を踏まえ「中程度」と判断した。  
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（1）おおむね適切な投入 
プロジェクトの成果を出すための投入はタイミングと量の面で適切であった。日本側からの

投入（主に専門家派遣）は、ほぼ計画どおりに実施された。中間評価時点で懸案とされていた工

学系の長期専門家派遣に関しては、プロジェクト期間の延長に伴い実施されている。ケニア側の

投入（タスクフォースとサブ・タスクフォース、プロジェクトオフィス、関連設備等）は、適切

なタイミングで実施された。 
成果 1では、研究用機材の調達や維持管理、修理が行われたが、調達に関して、各サブ･タス

クフォースのニーズを反映し、本プロジェクト分は完了している。また、施設・設備面の強化は、

小動物生体実験施設（SAFARI）や、ものづくりセンター（iPIC）、農学部棟（ALB）のリノベー
ションを通じて行われ、SAFARI と iPIC は既に JKUAT に供与済みで、ALB はまだ整備中であ
る。 
コスト面においては、いずれの活動もプロジェクト目標の達成とプロジェクト後の持続性担

保のためには必要な活動であったと考えられるものの、リノベーションに伴い、またプロジェク

ト期間の延長にも伴って、プロジェクト予算は当初計画額から比較すると約 1.2倍（当初計画額：
8.53億円、評価時協力額：9.69億円）となっていることから、効率性の評価は「中程度」とした。 

 
（2）サブ・タスクフォースとタスクフォース 
「２－７ 効果発現に貢献した要因」の２－７－２項でも報告したが、ケニア側からの投入と

して、「サブ・タスクフォースとタスクフォース」がつくられ、プロジェクト実施の機動力とな

った。会議が頻繁に開催され、良好なコミュニケーションが行われるとともに、活動を通して教

員の意識改革が行われ、プロジェクト後半では研究論文作成が促進された。以上より、費用と便

益の面で効率性を高める要因となったと考えられる。 
 

３－４ インパクト 

インパクト：「比較的高い」 
第 1 期生は 92.7％がアフリカの民間企業や学術機関に雇用されているので指標を達成している。

また、第 2期及び 3期生のうち回答が得られた卒業生については 100％が就職しているが、約半数は
未回答である。STI分野の高度人材は、JKUAT/PAUSTIから毎年育成されているものの、卒業生の追
跡調査には困難が伴い、PAUSTI卒業生の情報は限定的であるために、現時点で上位目標の達成度を
正確に評価することは困難である。他方で、各国において主要大学の学部長になったり、政府機関へ

就職したりするなどの実績が幾つか個別のインタビューを通じて確認された。 
 
（1）PAUSTIの運営と卒業生 

PAUSTIは 2012年に設立され、開校以来、毎年多くの学生を受け入れて修了生も輩出し5、修

了生のうち約 80％以上の修了生が就学・就職をしている。また、PAUSTIは他の PAU機関と比
較すると応募者数が多く、年に 1回開催される PAUの LTP会合では他の PAU機関からも日本
への支援の要望の声が寄せられることもある。これらはプロジェクト活動がプラスの影響を及

ぼしたとも考えられる。  
 

5 終了時評価時点で、アフリカ 43カ国より合計 563名（修士 384名、博士 179名）の留学生を受け入れ、合計 294名（うち修士号
175名、博士号 19名の取得者）を 28カ国に輩出している。 
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（2）日本と JKUATの関係強化 
日本は 1978年の JKUATの設立から支援を始め、2000年に日本による協力がいったん終了し

て以降、JKUAT 内での日本の貢献に対する意識が低下していたと中間評価報告書に記されてい
る。また、最近は中国が農業分野で支援を開始しており、日本の存在感が相対的に低下していた

が、本プロジェクト実施により、日本と JKUATの関係が再び強化され、日本の貢献が再評価さ
れつつある。また、本プロジェクトはアフリカ全土からの大学院学生を対象としていることから、

ケニアに加え、アフリカ全土へ裨益するプロジェクトともいえる。 
 
（3）JKUAT教員の意識改革 
本プロジェクトでは、サブ・タスクフォース及びその上位組織としてタスクフォースが形成さ

れ、自主的な活動が行われ、活動を通じて大学教員自身の意識改革が確認された。具体的には、

①研究とその成果をまとめる論文の重要性、②学際的な研究の重要性、③国際的な視野の認識等

が高まった。教員のプラスの意識改革が JKUAT全学に好影響を及ぼし、さらに学生への良い影
響が及ぶと考えられる。 

 
（4）環境への影響 
プロジェクトは環境保全活動を直接目的としていないが、プロジェクトによる研究結果やイ

ノベーションの試作品の一部は、環境を保全するものもある。このようなアフリカ型イノベーシ

ョンの製品例として、「ハイブリッドソーラーバイオマスドライヤー」等があり、ユーザーが必

要とするエネルギー量の削減が期待され、省エネルギーや再生エネルギーの利用を通じて環境

にプラスの影響が期待される。 
 
３－５ 持続性 

持続性：「中程度」 
プロジェクトの持続可能性の見通しは、JKUAT/PAUSTIの制度や政策、財政、技術等さまざまな要

因により判断される。特に財政面では、イノベーションリサーチや機材メンテナンス等に対する予算

措置に関して課題が残り、今後は外部資金の獲得等を通じた財政面での自立が望まれる。 
 
（1）制度面での持続性 
終了時評価では、学長をはじめ、プロジェクト関係者が本プロジェクトを高く評価しているこ

とを確認した。具体的には、①日本人専門家の多岐にわたる活動・サポート体制の充実と質の高

さ、②JKUATの研究環境や組織強化を通じた PAUSTI運営強化につなげる構想、③本邦研修で
の知識や技術の習得等が挙げられた。日本人専門家とケニア人プロジェクト関係者は、JKUAT
の大学ランキングを向上させることや、研究論文数を向上させる意味、イノベーションにかかわ

る研究成果を民間企業と協力して商業化や製品化すること等の現状をより発展させることに関

し双方に高い意識をもっており、制度面での持続性は高い。 
 
（2）財政面の持続性 
本プロジェクトの後継案件として、フェーズ 2を実施する計画となっているが、日本の財政的

支援はプロジェクト終了と同時に終わるため、JKUAT による資金確保が求められる。フェーズ
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2終了までの間に、プロジェクトが行っている活動を維持する経費確保に向けた対策の検討と予
算措置が必要になるだろう。 

 
（3）組織面での持続性 
本調査時点で、ケニア側関係者はプロジェクトにオーナーシップをもち、積極的に関与してい

ることが確認された。プロジェクト実施の体制は、タスクフォースとサブ・タスクフォースであ

り、今後も基本的にこの体制が維持される予定である。 
プロジェクト当初、三つのグループであったサブ・タスクフォースは、プロジェクト期間中に

紆余曲折はあったものの五つのグループに発展し、機能がさらに高まった。今後は、状況に応じ

て学際的かつ研究成果の実用化を推進するサブ・タスクフォースなど、イノベーションの研究成

果を高める組織を加えることで、公正かつ長期的な JKUATの地位及び大学ランキング向上につ
ながると考えられる。いずれにしても、プロジェクト終了後も学内での関係が維持され、発展す

る組織を形成することが、持続性を高めることにつながる。 
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第４章 結 論 

 
 本プロジェクトでは、SAFARI、iPIC 及び ALB の整備や機材の維持管理体制の構築等を通じて研
究環境を整備した（成果 1）。また競争的公募型研究プロジェクトのイノベーションリサーチによる
ケニア及びアフリカに特徴的な研究活動の実践を促進し（成果 2）、それら研究活動の成果を大学定
期広報誌や PAU関連会合等を通じて発信した（成果 3）。その結果、JKUAT及び PAUSTIの研究環
境が改善され、特に重点を置いた農学系の研究能力が向上し、アフリカの開発課題に対応した多数の

研究成果やイノベーションを創出した。 
 イノベーションリサーチは本プロジェクトでの活動の柱であり、競争的かつ公平に実施されたこ

とにより、研究資金と研究のインセンティブを教職員等に与え、プロジェクトの成果及び目標達成に

有効な手段であった。また、若手研究者や大学院生の人材育成にもつながった。加えて、分野ごとに

構成されたサブ・タスクフォースと、それら代表者で構成されたタスクフォースは定期的に会議を行

うことで、各教員の研究やプロジェクト活動の情報共有をすることにより、プロジェクト関係者間で

の良好なコミュニケーションが保たれ、効果発現に寄与した。 
 そのうえで JKUAT/PAUSTIは毎年一定数の新入学生を受け入れ、プロジェクトによって整備され
た研究環境下で STI のスキルと知識を習得し、学術論文も産出した卒業生を輩出している。他方、
PAU 構想がめざすアフリカ高等教育強化とアフリカ域内の STI 振興を担うべく理工系の高度人材育
成・輩出を PAUSTIが一拠点大学として行うには、農学系だけでなく工学系の教育・研究能力のさら
なる向上、農工学両分野での社会実装をめざした継続的な研究活動の実践が必要である。また自立性

と持続性担保のために本邦大学やアフリカ域内外の高等教育機関との連携を通じたさらなる研究能

力強化も不可欠である。 
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第５章 教 訓 

 
５－１ プロジェクト全体の明快なビジョン戦略の重要性 

本事業では、日本人専門家チームがプロジェクトに対して明確にビジョンをもって取り組んでお

り、プロジェクトチーム及び実施機関に対してロードマップ、実施スケジュールを明示し、プロジェ

クトの進捗状況に対する認識を共有することで、ケニア側関係者（カウンターパート）と信頼関係を

構築した。その結果、全体として高いモチベーションを保つことにより、ケニア側関係者のオーナー

シップが十分に発揮されプロジェクト推進に貢献したため、良い結果に結びついた。このような研

究・教育能力育成に係る事業を実施するときには、明確なロードマップとマイルストーンを共有し、

関係者間で相互に検証することで先方のオーナーシップを引き出すことが望ましい。 
 
５－２ プロジェクト実施体制 

本事業では JKUAT側がタスクフォース及びサブ・タスクフォースを立ち上げたことにより、オー
ナーシップをもったプロジェクトへのかかわりが醸成され、プロジェクト推進の動力、機動力となっ

て有効に機能した。特にサブ・タスクフォースでは、農学、工学、保健衛生などの分野を代表し、共

同してプロジェクトを進めることで、学際的な研究を進めることができた。その結果、プロジェクト

目標であった「学生の能力強化」のみならず、学生を指導する「教員」の能力強化も行われた。今後、

学生の能力強化を行う事業においては、教員の研究能力向上に資する取り組みを実施段階に組み込

むことで、教員たちにもプロジェクトによる裨益効果を実感してもらい、教員の主体性を高めること

により、学生の能力強化につなげることが望ましい。 
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第６章 提 言 

 
６－１ プロジェクト終了時までの提言 

６－１－１ 機材のメンテナンス担当部門 CeSEMについて 
プロジェクトでは、機材の維持管理や修理を行う組織として CeSEMが立ち上げられた。オンラ
インのデータベースが整備され、機材を修理する体制づくりが開始された。他方、CeSEM の運営
資金やメンテナンスにかかわる専門性の獲得（例えば、生物系及び健康科学系の研究室の冷凍・冷

蔵機器の修理等）、適正な職員（技官）の配置等の予算面や人事面での課題が残っている。CeSEM
の展望を明らかにし、持続的に機能させるためにはこれら課題の解決が必要である。 
予算面に関しては、修理費用を各学部・学科あるいは教員から回収して次の修理費用やスペア

パーツを調達する予算に回すシステムを導入する等の工夫ができるだろう。人事面においては

CeSEMの重要性と必要性、それに対応可能なキャパシティを向上させつつ、JKUAT側に積極的に
プロジェクトが働きかける等を通じて追加の人員配置や資金獲得につなげることが期待される。 

 
６－１－２ 研究論文の情報を収集する能力開発と体制づくり 
サブ・タスクフォースの教員と PAUSTI の学生による研究論文の情報を収集する体制づくりと
要約集としてまとめられることが望まれる。論文数は、大学を評価する重要な要素の一つとなって

おり、また、外部の教員が JKUAT/PAUSTIの教員と共同研究や学術交流活動を行う際の判断材料
にもなり、大学の質向上には重要な要素である。そのような認識をサブ・タスクフォースの教員に

も理解してもらい、論文発表やその発表数の報告を習慣にしてもらう必要がある。加えて、PAUSTI
の学生による論文は、JKUAT教員と（ケニア以外の出身である）PAUSTI学生との国際共著論文と
なり、これらは大学の国際化のレベルを測定する指標にもなり、アフリカ域内外へのインパクトは

非常に大きいと考えられるため、論文数として積極的に公表することが望まれる。 
 

６－２ プロジェクト終了後への提言 

６－２－１ イノベーションリサーチと研究活動の推進 
イノベーションリサーチはプロジェクトの主要な活動として位置づけられ、JKUAT/PAUSTI の
（若手）教員や大学院生にとっては研究資金獲得及び研究推進の大きなインセンティブを提供す

るものとなり、結果的にフェーズ 1では 180件の研究活動が実施された。また、プロジェクト後半
では、複数のサブ・タスクフォース間による、学際的な共同研究も実施された。イノベーションリ

サーチはフェーズ 2においても継続的な実施を通じて、複数のサブ・タスクフォースの共同で分野
横断的な研究をさらに加速し、学際的な取り組みによる新たなアフリカ型イノベーションの創出

が期待される。 
 
６－２－２ 工学分野の教育・研究能力の強化 
プロジェクト目標の指標 2で記載したとおり、2017年以前の iPICによる論文数は、他のサブ・
タスクフォースに比べて少ない状況であった。JKUAT/PAUSTI において、ケニアとアフリカに特
徴的な STIに関する研究活動が活発に行われ、PAUSTI が PAU 構想がめざすアフリカ高等教育強
化とアフリカ域内の STI 振興を担うべく理工系の高度人材育成・輩出を一拠点大学として行うに
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は、工学系の教育及び研究能力のさらなる強化が必須である。したがって、フェーズ 2 において
は、特に工学系に力を入れた活動を実施することを推奨する。 

 
６－２－３ PAUSTI卒業生の追跡調査の実施 

PAUSTIの学生は、アフリカ全土から学びに来るが、卒業後は就職前に各国に戻るため、卒業後
の進路調査等が難しい状況である。本プロジェクトの上位目標の指標・達成度（表－14）で示した
とおり、追跡調査では「未確認」に分類される卒業生が半数以上存在する。修了生の就学・就職状

況や活躍の様子をアフリカ域内で発信することで JKAUT/PAUSTIの認知度や評価の向上も見込ま
れるため、今後、同窓会の体制づくりや修了生専用のメーリングリストの作成等により、卒業後の

フォローアップを実施する体制構築が望まれる。 
 
６－２－４ ネットワークや連携の構築・促進 
本プロジェクトでは、民間企業や産業界とのネットワークや連携を促進する取り組みが行われ

たが、改善の余地が残されている。フェーズ 2では、プロジェクトによるイノベーション研究の実
用化をめざし、また JKUAT/PAUSTI の自立的な運営の担保のためにも、アフリカ域内にとどまら
ず日本を含めた他地域の産業界や民間企業、高等教育機関、研究機関等とのより深いネットワーク

を形成することが期待される。 
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主要面談者リスト 
1．ジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）

氏 名 所属・役職 
学長、副学長 
Prof. Victoria Ngumi Vice Chancellor（学長） 
Prof. Robert Kinyua Deputy Vice Chancellor（Academic）（副学長、教育） 

Prof. Mary Abukutsa Onyango Deputy Vice Chancellor（RPE） 
（副学長、リサーチ・プロダクション・エクステンション） 

Prof. Bernard Ikua Deputy Vice Chancellor（Administration）（副学長、アドミ） 
タスクフォースメンバー

Prof. Daniel Sila iCB（農学系サブ・タスクフォース）代表、Food Science & 
Technology（食品科学と技術） 

Dr. Michael Kimwele 
iCCATS（コンピューター科学系サブ・タスクフォース）代表、
2019 年 8 月から、IT コンピューター・スクール（School of 
Computing and IT：SCIT）代表 

Eng. Harrison Mutua iPIC（工学系サブ・タスクフォース）代表、Civil Engineering（土
木工学） 

Dr. Caroline W. Ngugi iCMoB（分子生物・生化学系サブ・タスクフォース）代表、Medical 
Microbiology（医学・細菌生物学） 

元タスクフォースメンバー 

Prof. Naomi Maina 元 iCMoB代表、Professor of Bio-resources（生物資源教授、分子生
物分野） 

機材維持・管理センター（CeSEM）職員 
Mr. Daniel Omondi Senior Technologist（シニア技官、CeSEM唯一の職員） 
プロジェクト秘書（職員） 
Ms. Bridgid Chebet Secretariat（秘書、大学職員） 

2．在ケニア日本大使館 
氏 名 所属・役職 

堀江 良一 特命全権大使 
宮下 智衣 経済協力調整員、経済・経済協力班 

3．国内支援委員会 
氏 名 所属・役職 

木村 亮 委員長、京都大学大学院工学研究科〔合同調整委員会（JCC）時
のテレビ会議〕 

4．プロジェクトチーム専門家 
氏 名 所属・役職 

小疇 浩 チーフアドバイザー

青木 翔平 専門家（工学教育/業務調整） 

5．JICAケニア事務所 
氏 名 所属 役職 

小森 克俊 所 長 
天目石 慎二郎 次 長 
宮川 聖史 次 長 
岡村 美佳 企画調査員 

２．主要面談者リスト
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面談記録・議事録 
 
 

目 次 

1. プロジェクトチーム（日本人専門家）との面談/協議（JKUAT－JICA事務所） 
2. プロジェクトチーム（日本人専門家）からの聞き取り（JKUAT） 
3. CESEM職員からの聞き取り（JKUAT） 
4. プロジェクトチーム（日本人専門家）からの聞き取り（JKUAT） 
5. タスクフォース会議での聞き取り（JKUAT） 
6. タスクフォースメンバー（カウンターパート）からの聞き取り（JKUAT） 
7. タスクフォースメンバーからのからの聞き取り（JKUAT） 
8. 日本人専門家（チームリーダー）からの聞き取り（JKUAT） 
9. タスクフォース会議での聞き取り（JKUAT） 
10. 日本人専門家（チームリーダー）からの聞き取り（JKUAT） 
11. 学長との面談（JKUAT） 
12. 日本大使館での報告 
13. 合同調整委員会（JCC）（JKUAT） 
14. プロジェクトチーム（日本人専門家）からの聞き取り（JKUAT） 

 
 

３．面談記録・議事録
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1. プロジェクトチーム（日本人専門家）との面談/協議（JKUAT－JICA事務所） 

面談相手先 ジョモ・ケニヤッタ農工大学（JKUAT）プロジェクト日本人専門家 

出席者 小疇 浩 チーフアドバイザー 
青木 翔平 専門家（工学教育/業務調整）（修正） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 11日（月）14:45～15:45 

場 所 JICAケニア事務所－JKUAT JICA専門家執務室（スカイプでの会話） 
面談内容 
終了時評価の計画について 
･ 現地調査の進め方について 
➢ 12日（火）、13日（水）は、評価分析団員が JKUAT専門家執務室で聞き取り、報告書作成
を行い、必要に応じて、ケニア側関係者への聞き取りを行う。 

➢ 機材維持・管理センター（CeSEM）職員が、13 日（水）に大学に来るので、評価分析団員
が聞き取りを行うようアレンジしてもらう。 

➢ 14日（木）、15日（金）には、十田調査団員（協力企画）が加わる予定。 
 
今週（11月 11日～15日）のプロジェクト関係の活動 
11月 11日～15日の週のプロジェクトの予定は以下のとおり。 
･ メイン・タスクフォースの会議が、木曜日の 10時～11時（各サブ・タスクフォースから 2名
の代表者が参加）に行われる（毎週）。 

･ サブ・タスクフォースの会議は、火曜日 9時から、それぞれのサブ・タスクフォースごとに集
まり、行われる（毎週）。 

･ プロジェクトの執務室は、①会議スペースと②執務スペースに分かれている。 
･ 小疇チームリーダーと、青木専門家がメイン・タスクフォースの会議に出席している。 
･ 青木専門家は、工学系サブ・タスクフォース（iPIC）の会議に参加している。 
･ （坂井：毎週、プロジェクト関係者が活発に打合せを行っている様子なので、活動している様

子を、簡単な数値で提示してもらいたい。） 
 
プロジェクトの概要 
･ プロジェクトには、総括タスクフォースがあり、五つのサブ・タスクフォースからの 2名の代
表で成り立っている。 

･ サブ・タスクフォースは、次の五つで成り立っている。 
1. iCB：Innovation Center for Bio-resources（生物資源イノベーション・センター、農学部系） 
2. iCCATS：Innovative Center for Computing and Technological Solutions（理学部系。旧名は、2017
年設立の IODaV：Innovative Open Data and Visualization。2019年に iCCATSに名称変更） 

3. iCMoB：Innovation Center for Molecular Biology and Biochemistry（分子生物・生化学イノベー
ション・センター、健康科学部、理学部系。この組織は、PAUSTI1系のセンター） 

 
1 PAUSTI：Pan African University, Institute of Basic Sciences, Technology and Innovation（アフリカ東部）汎アフリカ大学、基礎科学・技術とイ
ノベーション学院。2014年から当プロジェクトが始まる。 
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4. iPIC：Innovation and Prototyping Integrated Center（イノベーションと試作品、工学系） 
5. iPDeC：Innovation Center for Product, Development and Commercialization〔製品開発と商業化
イノベーション・センター。この組織は、大学の管理部門（アドミニストレーション）の組

織（Research, Production and Extension：RPE）。RPEは副学長が主任となり、「研究と生産、
普及」を担当している。2016年に設立〕 

･ このほかに関係する組織として「iCEOD：ICT Centre of Excellence and Open Data（データ共有・
情報通信技術センター）」がある。この組織は、大学の設置した研究センターである。iCEOD
のセンター長が中心となり、サブ・タスクフォース iODaVを立ち上げた。2019年に、コンピ
ューター部門が「iCCATS」に名称を変更し、プロジェクトと iCEOD のつながりは薄くなっ
た。 

 
PAUSTIと JKUATの関係について 
･ PAUSTIの教育の実態は、主に JKUATの教員が行っている。 
･ また、PAUSTIの教育のために、エジプトなどから非常勤（パートタイム）の教員が来る。 
･ 修士論文、博士論文の指導は、（ほとんど）JKUATの教員がやっている。 
 
プロジェクト延長（1年間）について 
･ プロジェクトの延長の理由は、①論文作成の促進と、②CeSEM の立ち上げ及び運営体制の確
立、を目的としている。 

 
2. プロジェクトチーム（日本人専門家）からの聞き取り（JKUAT） 
訪問相手先 JKUAT  

出席者 小疇 浩 チーフアドバイザー 
青木 翔平 専門家（工学教育/業務調整）（修正） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 12日（火）9:30～13:00 

場 所 JKUATプロジェクト執務室 

面談内容 
終了時評価に関する情報収集 
･ 評価グリッド 2、実施プロセスの確認に従い、プロジェクト専門家より聞き取りを行った。 
･ 聞き取り内容は、評価グリッド 2（和文）に記入した。 

 
3. CeSEM職員からの聞き取り（JKUAT） 
訪問相手先 JKUAT 

出席者 Mr. Daniel Omondi（CeSEM唯一の職員） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 
岡村 美佳 ケニア事務所企画調査員（修正） 

日 時 2019年 11月 13日（水）9:30～11:30 

場 所 JKUATプロジェクト執務室、CeSEM（iPIC建物内） 
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面談内容（CeSEM） 
Daniel Omondi氏について 
･ 高校では機械エンジニアリング（専門学校）を 4年間学んだ。 
･ 高校卒業後、JKUATで、機械エンジニアリング（学士）を 4年間学んだ。 
･ 機械エンジニアリングのあと、修士は、ocupatioal safety and health（労働安全衛生）を 2年間
学んだ。 

･ 卒業後、1994 年からパーマネント職員として、JKUAT で働き始めた、現在 26 年間在勤して
いる。2002年から、現在の職場である、エンジニアリング・ワーク・ショップで働き、現在は
「Senior Technologist」である。また、2015年から PhD.コースで学び、現在も就学中。 

･ Technologist（技官）の仕事は、ワークショップやラボで学生の実習を担当している。 
･ 一方、教員（教授や講師）は、学生の指導員（スーパーバイザー）となる。教員と技官の違い

は、給料が違い、学生がいるところには技官がいる。 
 
プロジェクトで実施された能力強化研修について 
･ 本邦研修として、第 1回目は、2014年に鳥取大学と東京において 2週間の短期研修を受けた。
研修テーマはベンチマーキング（機材の選定、購入）に関してで、5名で受講した。そのうち
2名は、機械（CNC旋盤）の操作も学んだ。 

･ 本邦研修の第 2回目は、2016年に鳥取大学で 3カ月学んだ。研修のテーマは、博士号課程で
研究している「オートバイのマフラーのデザイン」であった。 

･ CNC旋盤（機械）の操作や維持管理を学んだときは、研修内容を 100％理解した。英語の通訳
は、角田チーフアドバイザー（当時）の息子さんがボランティアとして働いてくれた。 

･ 鳥取大学で第 1回目に一緒に研修を受けたもう一人は、長期研修で、日本の博士課程に進み、
2015年に開始、2018年に終了し、博士号を得た。 

･ 第 1回目の研修を受けた、JKUAT から参加した 4名は、研修内容を 100％理解した（と考え
ている）。 

･ JICA の短期研修は、普通「通訳」がつく。通訳の専門用語への理解度（質）により、研修員
の（研修）理解度が決まると思う。通訳が専門用語を知らないと、スマホの翻訳ソフト（辞書）

を使い、説明してくれる。 
･ 通訳がソフトを使うので、研修員は 100％理解すると思われる。本邦研修は大変良い。 
 
機材の維持管理について 
･ 技官として、修理とメンテナンスの両方を行っている。学歴として機械工学を学んだので、機

械のメンテナンスや修理は、ほとんどできる。 
･ 修理の簡単さ、スペアパーツの入手の容易さで、修理の優先順位が決まる。 
 
CeSEMについて 
･ 2012年に、角田チーフアドバイザー（当時）の意見として、CeSEMの構想ができた。 
･ CeSEMは、2018年 3月に設立された。 
･ 職員は、現在 6名で、Omondi氏を除く 5名は、他の部署から来ている。 
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･ （CeSEM の課題）現状では、①職員の数が少なすぎる、②修理のための道具がない、③機械
（測定機器）の調整（カリブレーション）の専門性がない（専門の担当者を大学内部で訓練す

る必要がある）、④冷凍庫、冷蔵庫に関する専門性がないことである。 
･ 専門性のない分野は、外部で修理することになるが、資金がない場合、修理できない。 
･ 部品の調達に関しては 3Dプリンターでプラスチック製品（部品）ができるようになった。 
･ CeSEMの継続性に関しては、大学の支援が始まっているので、明るい未来があると思われる。
その後、CeSEMの視察を行った。 

 
【参考資料】CeSEMの課題（抜粋）〔パワーポイント、プレゼン資料（CeSEM：Center for Scientific 

Equipment Maintenance）より〕 
1. 継続的な維持管理が要求されること 
2. 人的資源が限られていること 
3. 能力開発や専門的な研修の必要性 
4. 消耗品の入手、スペアパーツ加工のための予算の確保 
5. 専門工具や機器の不足（例：冷媒の改造など） 
6. 機器の老朽化、メンテナンスや修理をするためのマニュアルがないこと。スペアパーツがすぐ
に利用できないこと 

7. マニュアルが、日本語でしか利用可能でないこと 

 
4. プロジェクトチーム（日本人専門家）からの聞き取り（JKUAT） 

訪問相手先 JKUAT 

出席者 小疇 浩 チーフアドバイザー 
青木 翔平 専門家（工学教育/業務調整） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 
岡村 美佳 ケニア事務所企画調査員 

日 時 2019年 11月 13日（水）12:20～13:00、14:40～15:00 

場 所 JKUATプロジェクト執務室 

面談内容 
終了時評価に関する情報収集 
･ 評価グリッド 1、「プロジェクトの実績」に関して、プロジェクト専門家より聞き取りを行っ
た。 

･ 聞き取り内容は、評価グリッド 1（和文）に記入し、のちほどまとめる。 

 
5. タスクフォース会議での聞き取り（JKUAT） 

面談相手先 JKUATプロジェクトタスクフォースのメンバー（木曜日の定例会議） 

出席者 タスクフォースメンバー4名（メンバーリストは、この面談記録下部のとおり） 
議 長：Prof. Daniel Sila, iCB Representatives, Food Science & Technology 
参加者：Dr. Michael Kimwele, iCCATS Representatives, SCIT 

Eng. Harrison Mutua, iPIC Representatives, Civil Engineering 
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Dr. Caroline W. Ngugi, iCMoB Representatives, Medical Microbiology 
小疇 浩 チーフアドバイザー 
青木 翔平 専門家（工学教育/業務調整） 
十田 麻衣 協力企画団員 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 
Ms. Bridgid Chebet, Secretariat / Recording〔プロジェクト事務所スタッフ（秘書）〕 

日 時 2019年 11月 14日（木）10:10～11:10 

場 所 JKUAT JICA専門家会議室（執務室） 

面談内容 
タスクフォース会議 
･ 173回会議（11月 14日）アジェンダに従い、タスクフォース会議が行われた。 
･ ①欠席者についての説明（アジェンダ 1）、②前回の会議（172回、11月 7日）に関する討議
記録の確認（アジェンダ 2）、③継続議題の討議（アジェンダ 3）。続いて、各サブ・タスク
フォースのアップデート（アジェンダ 4）と、プロジェクト事務所からのアップデート（アジ
ェンダ 5）があった。 

（タスクフォース会議終了後、終了時評価調査団（坂井）より、約 15分間、聞き取りを行った） 
 
終了時評価の計画についての説明 
･ 現地調査（終了時評価）に関して簡単に説明。 
 
プロジェクト活動の確認：機材の維持管理について 
（質問）各サブ・タスクフォースが所属する学科等で、実験用機材や機械に関してリスト作成や、

維持管理、データ更新について教えてほしい。 
･ 2014年のプロジェクト開始から、（各サブ・タスクフォースで）機材のリストがつくられた。 
･ 機材の修理に関しては、CeSEMが立ち上がり、修理が始まった。 
 
プロジェクト活動の確認：イノベーションに関する計画策定（活動 2-2、2-3） 
（イノベーションに関する「年次計画」「中期計画」「長期計画」に関して） 
･ 準備調査のときに、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）をつくった。過去と将来
に関して計画を立てた。 

･ プロジェクトにおいて、イノベーションリサーチは大きな比重を占めるが、イノベーションプ

ラン（計画、プロポーザル）を 2月の終わりにつくり、選考を行い、イノベーションリサーチ
が実施される。このプロポーザルは、サブ・タスクフォースの次年度の研究計画となっている

（小疇リーダー、のちほど詳しく聞き取りを行う予定）。 
･ iPDeC では、現在、可能性のある七つの商品化について、計画を立てている。計画は、
「Technology Profile」と呼んでいる。 

･ 各サブ・タスクフォースが、イノベーションに関して、interdisciplinary（学際的）な取り組み
で計画を立てている。 
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〔中間報告書で説明されている、プロジェクトで行った、（年次、中期、長期）計画策定の活動に

ついて質問したつもりだったが、フェーズ 2の「計画」を策定していることの報告が行われた〕 
･ これまでの活動（5.5年間）に関して、評価を行い、フェーズ 2の計画をつくった。 
･ iPDeCは、次のプロジェクトに関しての構想を立てている。これまでの 4週間を使い、次の 5
年間（フェーズ 2）の短期的、長期的計画（構想）を考えた。 

 
【参考資料】（メイン）タスクフォース、メンバーリスト 

Area Name Department 

(VC2, DVC3 Office) Prof. Robert Kinyua 
[Project Director] 
DVC (Academic Affairs) 

RPE Division Prof. Martin Obanda  
[Project Manager] 
Director, Research and Production Services 

iPIC Representatives 

Dr. Hiram Ndiritu Principal, COETEC4 

Eng. Harrison Mutua Civil Engineering  
Prof. Patrick G. Home Soil, Water and Environment Eng. (SWEED)  

iCB Representatives  
Prof. Losenge Turoop  Horticulture 

Prof. Daniel Sila Food Science & Technology 

iCMoB Representatives  
Dr. Caroline W. Ngugi Medical Microbiology 

Dr. Mutinda Kyama Medical Lab Sciences  

iCCATS Representatives  
Dr. John Kinyuru Food Science & Technology 
Dr. Michael Kimwele School of Computing and IT (SCIT) 

PAUSTI Dr. Jane Ng’ethe Registrar, PAUSTI 

Corporate Communication 
Office 

Dr. Hindzano Ngonyo Corporate Communication Office 

JICA 
Prof. Hiroshi KOAZE JICA Expert (Chief Advisor) 
Dr. Shohei Aoki JICA Expert (Coordinator) 

Secretariat  
Ms. Caroline Oywer RPE 

Ms. Bridgid Chebet Project Office  
 

 

 
6. タスクフォースメンバー（カウンターパート）からの聞き取り（JKUAT） 

面談相手先 JKUATプロジェクトタスクフォースのメンバー（カウンターパート） 
出席者 Prof. Daniel Sila, iCB Representatives, Food Science & Technology（食品科学と技術） 

十田 麻衣 協力企画団員（修正） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 14日（木）12:00～12:40 
場 所 JKUAT専門家執務室 

 
2 VC：Vice Chancellor（学長） 
3 DVC：Deputy Vice Chancellor（副学長） 
4 COETEC：College of Engineering and Technology（工学部） 
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面談内容 
プロジェクトへの関与 
･ JKUAT には農業分野に 5 学科（Department）あり、プロジェクトのサブ・タスクフォースの
「iCB（Innovation Center for Bio-resources）」は、この 5学科から成り立っている。 

･ Sila教授は、食品科学と技術（Food Science & Technology）の教授である。 
･ プロジェクトには、準備期間からかかわっており、2014 年から、タスクフォースのメンバー
に任命された。 

･ プロジェクトは、三つのサブ・タスクフォースで始まった（サブ・タスクフォースは、月曜日

から水曜日に会うことができ、タスクフォース会議は木曜日にあった）。 
 
プロジェクト実施の促進要因 
･ 促進要因として、①活動と予算（機材）を含む、年間計画づくりが良かった（会計年度は 1月
から始まる）。 

･ また、②週ごとに会議があることで、イノベーションリサーチの提案ができ、明確な焦点（フ

ォーカス）があった。③公募をして公平で、④若手研究者と教授がイノベーションリサーチを

行えた（イノベーションリサーチは重要な活動である）。 
･ ⑤PAUSTIの学生と協働することで、アフリカ地域とのつながりが強まった。 
･ ⑥内部（サブ・タスクフォース内）と、外部（プロジェクト全体）のモニタリングを行ったこ

と、最後に、⑦iCBに公平な短期研修等の機会が与えられたことが促進要因である。 
･ プロジェクトの年間サイクルは、4月に開始され、9月や 12月、3月に JKUATの科学ミーテ
ィング（Scientific Seminor）があり、結果が報告された〔SRi（Sustainable Research and Inovation）
はプロジェクトのセミナー〕。 

･ 2月、3月に最終会議があった。 
 
プロジェクト実施の阻害要因・課題 
･ 阻害要因として、学生がプロジェクト（イノベーションリサーチ）から離れたことがある。事

例として 2件あるが、①学生が就職し大学を辞めたケースと、②もう一つは、農業分野では、
（若手研修者の）大学での就職機会が限られており、研修させる若手研究者がいないことであ

った。 
･ イノベーションリサーチに応募できるのは、シニア教授、チュートリアル・フェロー（TF）、
ティーチング・アシスタント（TA）であり、学生は JKUATか PAUSITIの教授の推薦が必要
である。 

･ 阻害要因として、プロジェクトの会議に、参加者が少なかったことがある。 
･ （Sila教授は、副学長からメイン・タスクフォースに任命された） 
･ プロジェクトにかかわるモチベーションは、より高い地位に行く（出世する）ために①論文を

書くことや、②コミュニティー（産業、農家など）にかかわること、③学生の監督をすること、

がある。 
･ 本邦研修も大きなモチベーションとなっている。プロジェクト期間中に 2 週間と 1 週間の研
修を行った。また、プロジェクトの一環として、ASEAN（ベトナムとタイ）に行き、世界的な
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視野が広がり、ネットワークが広がった。最近では（プロジェクトとは別に）ヨーロッパに行

くこともある。 
 
プロジェクトからの教訓、提言（フェーズ 1終了と、フェーズ 2に向けて） 
･ 教訓として「良い計画が良い結果を生む」ことになることを学んだ。原因は、チームがタスク

にコミットしていること、である。 
･ 定期的（4カ月ごと）に、プロジェクトのタスクフォースとサブ・タスクフォースで自己評価
（モニタリングと評価）を行った。 

･ 教訓として、長期的な研究のインパクトや結果、ビジョンをもつことの大切さを、プロジェク

トから学んだ。 
 
その他のコメント 
･ （良い活動例として）学際的（マルチディシプリナリー）な取り組みとして、農業、工業、保

険分野の複合セクトラルの研修があった。ジャガイモを中心に、いろいろな分野から研究し、

インパクトが大きくなった。 

 
7. タスクフォースメンバーからのからの聞き取り（JKUAT） 

面談相手先 JKUATプロジェクトタスクフォースの元メンバー（カウンターパート） 

出席者 Prof. Naomi Maina 元 iCMoB（分子生物分野）代表、Professor of Bio-resources 
十田 麻衣 協力企画団員（修正） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 14日（木）14:15～14:55 

場 所 JKUAT専門家執務室 
面談内容 
プロジェクトとの関係 
･ 2019 年 6 月まで、iCMoB（サブ・タスクフォース）の代表だった。プロジェクトの準備（計
画）段階からかかわっている。 

･ タスクフォース（プロジェクト）を離れたのは、他のアサインができて、時間がなくなったた

めである。現在「グランツ管理（新しい組織）」のダイレクターをしている。 
 
プロジェクト実施の促進要因 
･ 良い点は、日本人チームが明らかな計画をもち、ロードマップが明らかだったこと。 
･ また、プロジェクト実施のスケジュールが明らかで、加えて、JKUAT のタスクフォースメン
バーも協調性があり、良いチームだった。 

･ 主要なサブ・タスクフォースのメンバーも会議に出席し、目的を達成することができた。 
･ 違うレベルの人たち（レクチャラー、博士号の学生、技官など）も、それぞれ助け合い、プロ

ジェクトを実施した。 
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プロジェクト実施の阻害要因・課題 
･ サブ・タスクフォースの構成に、（最初から）健康科学（Health Science、メディカル）分野が
含まれていない。メディカル科学がなぜ含まれていないのか、当初から明らかでなかった（こ

のプロジェクトは、農学や工学が主眼であると理解した）。 
･ メディカル分野は、プロジェクトのサブ・タスクフォースには含まれていなかったが、間接的

な支援（サポート）を受けた。 
･ 健康科学分野は、フェーズ 2でも含まれていない（間接的に支援する）。 
･ 日本がプロジェクトで支援する博士課程での学位取得（奨学金）も、メディカル分野の学生に

は恩恵がない。 
 
プロジェクトからの教訓、提言（フェーズ 1終了と、フェーズ 2に向けて） 
（提言） 
･ メディカル分野がプロジェクトに含まれるべきである。 
･ 日本の大学の Applied Science（応用科学）との連携が必要である。 
･ フェーズ 1では、工学や農学の日本人の投入が行われたが、分子生物学への支援がなかった。 
･ 良いプロジェクトであった。想定された成果は達成した。 
･ iPICは最初の 2年間で建てられて、プロジェクト初めの期間から、プロジェクトの全期間（5
年間）を有効に使え、良かった。 

 
その他のコメント 
･ フェーズ 2が来ることをうれしく思う。 
･ 「iPICの建物（インフラ）」は一番良い支援。2棟、3棟と建ててもらえればもっと良い。 
･ インフラストラクチャーの支援が良かった。 
･ 本邦研修では帯広、岡山、バイオ Japanに行った。テーマは、「日本における生物化学の現状
の視察」であった。 

･ 機材や機械の維持管理は関係なかった。 
･ 英語での研修だったので、研修内容をすべて理解した。バイオ Japanは特に良かった。 
･ 日曜日まで活動があり、忙しかった。本邦研修は良かったが、詰め込みすぎだった。ケニアと

は文化が違う。 

 
8. 日本人専門家（チームリーダー）からのからの聞き取り（JKUAT） 

面談相手先 JKUATプロジェクトタスクフォースのメンバー（カウンターパート） 

出席者 小疇 浩 チーフアドバイザー 
十田 麻衣 協力企画団員（修正） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 14日（木）16:00～16:45 

場 所 JKUAT専門家執務室 
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面談内容 
プロジェクト活動の確認：イノベーションに関する計画策定（活動 2-2、2-3） 
（イノベーションに関する「年次計画」「中期計画」「長期計画」に関して） 
･ 中間評価では、それぞれの計画策定が行われている報告があるが、14 日のタスクフォース会
議でのメンバーへの質問では、中期計画、長期計画に対する実施の報告があやふやだった。 

･ プロジェクト活動の計画づくりについて、チームリーダーから聞き取りを行った。 
 
イノベーションリサーチと、プロジェクトの年間計画 
･ プロジェクトにおいて、イノベーションリサーチ（公募研究プログラム）は大きな比重を占め

ており、年度ごとの活動となるため、「研究プロポーザルは年度計画とみなす」ことができる。 
･ イノベーションリサーチは、本プロジェクトの成果 2の主要な活動になっている（活動 2-4～

2-11）。 
･ また、研究プロポーザルは、サブ・タスクフォースごとにまとめられるため、サブ・タスクフ

ォースの次年度の研究計画であり、年次計画である。 
･ 結論として、イノベーションリサーチの計画（プロポーザル）づくりが、サブ・タスクフォー

スの活動計画（Plan of Action）となっており、毎年更新されている。 
 
イノベーションリサーチの進め方（スケジュール） 
（プロジェクトのケニアにおける会計年度：4月～3月） 
① 2月：公募のアナウンス 
② 3月、4月：公募の締め切り〔プロポーザル（計画づくり）がこの時点で完了する〕 
③ プロポーザル出願後、書類選考が行われる。 
④ 3月、4月：プロジェクト事務所でのプロポーザルの取りまとめ 
⑤ 3月末～4月：サブ・タスクフォースでの書類審査 
⑥ タスクフォースでの口頭審査（2週間以内）。この審査で優先順位が決められる。 
⑦ 5月：予算に応じて、プロジェクトマネジャー名で、優先順位を通知する。 
⑧ 5月：採択決定後、研究ルールのオリエンテーション（研究予定や、進捗報告）を行う。 
⑨ 10月、12月：研究の中間報告を行う。 
⑩ 2月：最終報告会を行う（予算の執行は年度内）。 

 
イノベーションに関する①中期計画 2.5年と、②長期計画 5年と、Plan of Operation（PO） 
･ 国家戦略に従って、JKUAT の学部、学科は研究のセマティックエリア（研究領域・テーマ）
を選んでいる。 

･ プロジェクトのイノベーションに関する、中期計画、長期計画は、PO（プロジェクト書類）を
使っており、サブタスクでの研究スケジュールとなっている。 

･ 本プロジェクトでは、1年間の延長に伴い、POの更新（2019年 1月）が行われた。 
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9. タスクフォース会議での聞き取り（JKUAT） 

面談相手先 JKUATプロジェクトタスクフォースのメンバー 

出席者 Dr. Michael Kimwele, iCCATS Representatives, SCIT（タスクフォースメンバー、2019
年 8月から、コンピューター・スクールの代表） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 15日（木）9:00～9:45 

場 所 JKUAT JICA専門家会議室（執務室） 
面談内容 
プロジェクトとの関係 
･ 2019年 8月に、School of Computing and IT（SCIT）に任命された。 
･ iODaV（サブ・タスクフォース）が（2019年 10月に）iCCATSに名称変更された。iCCATSに
なり、より広い領域（コンピューター関係）を扱うようになった〔例として、統合されたアプ

リ（Interactive application）の研究など〕。 
･ 8月に、iCCATS（サブ・タスクフォース）の代表になった。 
･ 代表になり 3カ月間経ち、プロジェクトのことを学んでいる。iCCATSの代表になるまで、プ
ロジェクトのことは、あまり知らなかった。 

 
プロジェクト実施の促進要因 
･ このプロジェクトにより、長期研修（本邦）で博士号を取った学生がいる。そのうちの 2 名
は、個人的に知っている。 

･ 短期（本邦）研修も、研修生が多くのことを学んだ（例：機材の修理など）。 
･ 支援機材や施設整備も大変良い。 
･ Dr. Michael Kimwele自身は本邦研修に参加していない。 
･ イノベーションリサーチも良い。 
･ 産業界との協働（例：Cisco）も良い。 
 
プロジェクト実施の阻害要因・課題 
･ iODaV（サブ・タスクフォース）の多くのメンバーが、（2019年 8月、9月まで）会議に参加
しなかった。 

･ iCCATS に変更されて、サブ・タスクフォースのメンバーを入れ替えた（5 名残し、9 名を変
更した）。その後、メンバーの会議への参加率が向上し、現在は大変良い。 

･ イノベーションリサーチをした学生が、研究を完了しなかった（できなかった）。iODaV で
は、2018/19の学生の一人、Stephon Ogenda（博士課程学生）は、2019年 3月までに研究〔予
算 55万ケニア・シリング（Kshs.）〕を終了するはずであったが（リサーチは済んだが）、論
文執筆が間に合わず、博士課程を完了できなかった（監督教官の指導が機能しなかった）。 

･ iODaV は、大学のアドミの組織であるが、学生が存在しなかった〔iCCATS に変更されてか
ら、学校（SCIT）と連結し、学生がいる〕。 
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プロジェクトからの教訓、提言（フェーズ 1終了と、フェーズ 2に向けて）/その他のコメント 
･ フェーズ 2に向けて、iCCATSとして、「iCCATS Proposed Plan 2020-2025（中長期計画）」を
策定した。 

 
10. 日本人専門家（チームリーダー）からの聞き取り（JKUAT） 

面談相手先 JKUATプロジェクトチーフアドバイザー 

出席者 小疇 浩 チーフアドバイザー（修正） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 15日（金）12:30～13:00 

場 所 JKUAT専門家執務室 

面談内容 
プロジェクトの「効果発現に貢献した要因」 
･ 1990年中ごろ、JKUATを卒業したケニア人学生（農学部、工学部、理学部の卒業生）が、中
堅になり、JKUATの工学部長、農学部食品学科長になっている。また、日本で 2000年以前に
学位を取った者が多く残っている。 

･ JKUAT には、人的資源がある。日本が育てた人材が残っている。学長、副学長も、日本で学
位を取っている。 

･ ケニアにおいて、1980年から 2000年までの 20年間にわたり、日本が継続的に支援をした大
学であり、プロジェクトをやりやすい。 

･ タスクフォースや、サブ・タスクフォースの活動では、それぞれのグループ・メンバーの自主

的な意思により、週 1回の会議が開催されており、コミュニケーションが良くできている。逆
に、日本人専門家から、業務が多くなるため、会議を月 1 回に減らす提案も出したが、メン
バーの希望で週 1回の開催が守られた。 

 
問題点及び問題を惹起した要因 
･ 大統領選挙による政情の不安定（外出禁止令が半年続く） 
･ iCEOD は、アドミの組織で、分野横断でつくったサブ・タスクフォースであり、メンバーも
一部の個人に限られてしまった。2 年間で会議の回数が 20 回くらいだった。よく機能してい
なかったので、コンピューター系の教員が 2019年 10月に iCCATSをつくった。 

 
プロジェクトの実施体制 
･ タスクフォース、サブ・タスクフォースがつくられた。機能していた。 
 
関係者間のコミュニケーション 
･ すべてうまくいっている。 
･ なあなあにせず、競争をさせることにより、公正さを保ち、プロジェクトの原動力にしている。 
 
実施機関やカウンターパートのオーナーシップ 
･ カウンターパートのオーナーシップはある。 
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･ 積極的なのは、イノベーションリサーチとして、研究費（2018年は、1件 60万 Kshs.が上限。
以前は、上限が 100万 Kshs.）が入ることや、成功体験をして、意欲が出てきた。 

･ 逆に、プロジェクト側の方で予算に限りがあり、対応できないことが多かった。 
･ 会議の開催、国際会議への出席や活動の発信などがインセンティブになり、プロジェクトへの

オーナーシップ醸成の理由となっている。また、フェーズ 2 では、（プロジェクト活動とし
て）学術交流を目的とする海外のカンファレンスなどへの参加を想定しており、プロジェクト

活動へのインセンティブを一層高めることが期待されている。 
 
技術移転の方法 
･ 大学での技術支援は、分野によって技術移転の意味合いが違う。 
･ 技術移転の意味は、「ケニアのタスクフォースのメンバーに研究振興の運営管理の方法を指

導」することを意味する。 
･ 技術移転の例として、民間との協力、セミナーの企画、基本的な教育と研究の指導、その成果

の発信を企画すること、などが含まれ、その点を指導する。 
･ 専門家の分野によって、若手研究者、学生に対する技術指導をしている。 
 
成果の達成状況 
･ 現時点までの成果は、研究環境の整備の「基礎」ができたこと。 
･ 修理や、必要な機材を 5年間かけて整備できた。ここまでの、必要なことはできたが、次のス
テージの課題は出てきている。 

･ 研究環境の整備は、継続して続ける活動であり、終わりのない活動である。 
 
プロジェクト目標の達成状況 
･ 研究テーマに従い、研究論文が掲載されることにより、新たな技術（イノベーション）が発表、

開発されたと理解できる。 
･ プロジェクト（イノベーションリサーチ）により、科学的な発見があった（すべての発見は、

イノベーションである）。 
 
上位目標の達成状況 
･ 人材育成はうまくいっている。汎アフリカ大学（PAU）の PAUSTIの卒業生数は、計画に沿っ
て、（他の PAUの大学院大学に比べ）最も順調に輩出されている。 

 
評価 5項目によるプロジェクト活動の評価について 
（有効性） 
･ PDMのロジックは、OKである。 
（効率性） 
･ 費用便益（結果）として、論文数は達成している（2018年の論文数は 100以上）。 
･ PAUSTIの卒業生も多く出ている。 
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（インパクト） 
･ 大学だと、受験倍率が評価になる。PAUSTIは、応募者が多く、定員を大幅に上回る応募があ
り、合格者を増やさざるを得ない状況である。JKUAT はケニアのなかで、最も人気のある大
学であり、最初に学生が埋まる大学となっている。 

･ JKUAT は、実学が勉強できる。特に、工学部、コンピューター科学に人気があり、インパク
トの指標になっている。 

･ JKUAT の学生が作ったものは、ナイロビ国際見本市でも賞を取っている。生産に関して、
JKUATの評価は高い。 

 
11. 学長との面談（JKUAT） 

面談相手先 JKUAT学長・副学長 

出席者 Prof. Victoria Ngumi, Vice Chancellor（学長） 
Prof. Robert Kinyua, Deputy Vice Chancellor（Academic）（副学長、教育） 
小疇 浩 チーフアドバイザー 
青木 翔平 専門家（工学教育/業務調整） 
梅宮 直樹 団長 
十田 麻衣 協力企画団員（修正） 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 19日（火）10:00～11:10 

場 所 JKUAT学長室 
面談内容 
訪問の目的の説明 
･ 終了時評価、詳細計画策定調査の説明 
 
終了時評価 
･ 合同調査報告書（M/M）案を基に、調査結果の説明（団長） 
･ プロジェクト目標〔STI（科学技術イノベーション）学生が育成される〕の達成度については、

PAUSTIの卒業生が輩出され、達成された。 
･ 論文数が 2018年に 100以上達成された。それまでは達成されていなかった。 
･ 研究成果を共有するセミナーやカンファレンスが開催され、達成された。 
･ 提言（本報告書第６章６－１）の説明。CeSEMへの能力強化、論文数を促進すること。 
･ 提言（同６－２、プロジェクト後についての提言）イノベーションリサーチについて。 
･ PAUSTI卒業生に対する、追跡調査を行う（同６－２－３）。 
･ 合同調査報告書の修正手順に関して確認。 
･ 明日の合同調整委員会（JCC）で議事録M/Mとして署名を予定している。 
 
フェーズ 2（詳細計画策定調査）について 
･ フェーズ 1と、フェーズ 2の違いは、①ネットワーク（アフリカ内外、他の組織など）の構築
と、②産業界との連携の強化となっている。 
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･ PDMを基にフェーズ 2プロジェクトの上位目標、四つの成果、指標の設定、活動等を説明。 
･ サブ・タスクフォース、イノベーションリサーチ、論文について確認。 
･ 成果 3、研究成果の共有、産業界と連携、産業界とのセミナーの開催について確認。 
･ JKUATにとってのリサーチの重要性について。 
･ （学長）JKUATを産業界に対して魅力的にすることは重要。アフリカ、アフリカ以外で、JKUAT
がビジネス界の問題解決に貢献したい。JKUATにとり、良い機会である。 

･ 2000年に JICAの支援が終わってから、日本の大学との連携が薄くなったが、フェーズ 2では
連携を強めることが計画されている（小疇リーダー）。 

･ 日本は、技術志向であり、アジアの大学との連携を強めている。その東南アジアでの連携に

JKUATも連携するように試みることを確認。 
 
調査団の今後の予定 
･ 20日の JCC会議、エチオピアでのアフリカ連合（AU）との面談。 
･ AUでは、PAUSTIへの奨学金、その他の協議。 
 
JCC（20日）について 
･ PS（次官：Prof. Suda, Chief Administrative Secretary & PS, University Education）が来る予定。 
･ JCC会議には、大学のカウンシル関係者も招請されている。 
 
JKUATでの最近の話題（学長より） 
･ JKUAT は 6 月に大学コミッションが JKUAT のオウディット（調査）を行い、博士号卒業生
の質について調べ、問題点は指摘されなかったが、今後ともより厳格に博士号の教育過程をみ

る予定である。 
･ PAUSTIは、JKUATの修学条件と同じシステムにして、質を担保している。 
･ 大学では、教育の質を高める努力をしている。 

 
12. 日本大使館での報告 
面談相手先 在ケニア日本大使館 

出席者 堀江 良一 特命全権大使 
宮下 智衣 経済協力調整員、経済・経済協力班 
梅宮 直樹 団長 
十田 麻衣 協力企画団員 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 19日（木）15:35～16:15 

場 所 在ケニア日本大使館 
面談内容 
終了時評価調査の概要について（団長） 
･ プロジェクトの終了を来年 6月に控え、終了時評価を行うこと。 
･ PAUSTIは、43カ国から 563名の留学生を受け入れてきた。 
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･ プロジェクトの課題と提言等は、次プロジェクトへ反映する予定である。 
 
時期プロジェクトの概要説明（団長） 
･ 協力の枠組み、大学や産業界との連携強化を行うことなど説明。 
･ 本調査後、エチオピアの AUにおいて、AU－日本－ケニアと基本合意書（MOU）の準備をす
ること。2020年 6月に次プロジェクトを開始予定。 

 
大使からのコメント 
･ 日本の大学と JKUATの（具体的な）連携の可能性について 
･ 海外の大学からの、ニーズに関してコメント 
･ 研究フィールド（熱帯農業、乾燥地系）の（アフリカでの）提供についてコメント 
･ アフリカ特有の植生（藻類）などの利用の研究について（他）のコメント 

 
13. 合同調整委員会（JCC）（JKUAT） 

面談相手先 JKUATプロジェクト合同調整委員会（JCC） 

出席者 Prof. Victoria Ngumi, Vice Chancellor（学長） 
Prof. Robert Kinyua, Deputy Vice Chancellor（Academic）（副学長、教育） 
Prof. Mary Abukutsa Onyango, Deputy Vice Chancellor（RPE）（副学長、リサーチ・
プロダクション・エクステンション） 
Prof. Bernard Ikua, Deputy Vice Chancellor（Administration）（副学長、アドミ） 
他、各タスクフォースメンバー 
プロジェクトチーム、日本人専門家 
小疇 浩（チーフアドバイザー） 
青木 翔平（工学教育/業務調整） 
JICAケニア事務所 
小森 克俊（所長） 
天目石 慎二郎（次長） 
宮川 聖史（次長） 
岡村 美佳（企画調査員） 
国内支援委員会 
木村 亮〔委員長、京都大学大学院工学研究科（テレビ会議参加）〕 
調査団 
梅宮 直樹（団長） 
十田 麻衣（協力企画団員）（修正） 
坂井 茂雄（評価分析団員）（記録） 

日 時 2019年 11月 20日（水）10:10～12:40 

場 所 JKUAT 

面談内容 
合同調整委員会、第 5回目（最終回） 
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･ 議事は、議事録に従い、進行した。 
1. 参加者紹介 
2. 開会の辞（議長） 
3. JICAからのあいさつ（所長） 
4. 第 4回 JCC議事録の確認 
5. 主な JICAよりのインプット（小疇チームリーダー） 
6. アウトプットのまとめ（プロジェクト） 
7. 各タスクフォースからの活動報告 
8. PAUSTIからの近況報告 
9. 全体のまとめ（小疇リーダー） 
10. 終了時評価報告（十田調査団員） 
11. JICAのこれからの展望（フェーズ 2プロジェクト）（梅宮調査団長） 
12. 国内委員会からのコメント（木村委員長） 
13. 質疑応答 
14. 閉会の辞（12時 40分、終了） 
15. 写真撮影 

 
フェーズ 2の概要 
･ 議題 11番、これからの展望で次プロジェクト（フェーズ 2）の概要を、梅宮団長が説明。 

 
14. プロジェクトチーム（日本人専門家）からの聞き取り（JKUAT） 
訪問相手先 JKUAT 

出席者 小疇 浩 チーフアドバイザー 
坂井 茂雄 評価分析団員（記録） 

日 時 2019年 11月 21日（木）11:00～13:00 

場 所 JKUATプロジェクト執務室 
面談内容（フェーズ 2プロジェクトに関して） 
実施機関に関する情報：JKUAT、PAUSTI、アフリカ連合委員会（AUC）（情報源） 
･ 実施機関である「JKUAT」はホスト大学であり、PAUSTIは JKUATの一部であるが、PAUの
ために、アフリカの人材育成を目的に JKUATがやっている。 

･ AUの組織として、AUC（コミッション）があり、そのなかの「Human Resource Dept」が PAU
を担当している。 

･ JICAのプロジェクトは、AU、JKUATと日本の 3者が署名して実施される。 
 
他のドナーの状況 
･ PAUは 5校ある。ドイツやインドがドナーとして支援している PAUはあるが、他のドナーの
状況に関しては、JICA事務所が会議に参加している。 

･ ドナーが AUのなかに専門家を入れているケースが存在すると思われる（ドイツ）。 
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フェーズ 2プロジェクト実施の「留意点」 
･ フェーズ 1は問題なく動いている。フェーズ 2は、フェーズ 1を深化・発展させる。 
･ 2022年に大統領選挙が行われる。 
･ プロジェクト実施の阻害要因として、学生、国公立大学・教職員組合のストライキが考えられ

る。 
･ サブ・タスクフォースの形成に関しては、学生や学部に根差した組織の方が、機能すると考え

る（坂井）。 
･ 研究成果を生かし、成果品の商業化をする。 
･ iCBは、農学部系のサブ・タスクフォースであり、iCMoBは、理学部、健康科学部系のサブ・
タスクフォースである。 

･ フェーズ 2も、とりあえず五つのサブ・タスクフォース体制で開始される。 
･ フェーズ 2の実施体制（タスクフォース）に関して、現在タスクフォースのメンバーを中心に
討議しており、どのようにするか研究をしている。 

･ フェーズ 2の具体的な方針は、来年 6月から始めるのでは遅い。来年のイノベーションリサー
チの準備は、フェーズ 1実施中に行う。 

･ したがって、これからプロジェクト終了までは、フェーズ 2の「お膳立て」をし、次のステッ
プの準備をする。 

･ プロジェクトの継続性の利点は、フェーズ 2（継続案件）が始まる前に、計画を立てられるこ
とである。 

 
フェーズ 2プロジェクトでの機材供与 
･ サブ・タスクフォースごとに、特徴（イノベーション）のある研究のための、機材供与の計画

をつくっている。 
 
フェーズ 2プロジェクト実施の外部条件 
･ PAUSTIは奨学金があることで、学生が集まる。奨学金の支給が遅れ、コホート 6の入学が遅
れた。この経緯として、アフリカ開発銀行（African Development Bank：AfDB）の 5年間の奨
学金支給が終わり、AU参加国がお金を集めて拠出することに変わったためである。その結果、
選考が遅れ、入学が遅れた。 

･ 情勢不安定や、職員の異動が起こらない、はよくある外部条件である（坂井）。 
･ 外部条件として、「予算の執行が遅れない」や「国の高等教育の予算が大幅に削減されない」

なども考えられる。 
 
フェーズ 2プロジェクト実施に関して、その他 
･ JKUAT がより社会貢献ができる大学になるように、カウンターパートの力を集中して（ばら
ばらではなく）活動を支える。 

･ 学際的な研究を促進する。 
･ 大学の成果を、社会にアピールする体制を築く。その結果として、大学ランキングを上げるこ

とができる。 
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･ プロジェクトの成果として、社会変化や生活改善に貢献できる。社会の幸福に寄与する。 
･ 人材を伸ばす。 
･ インセンティブを伸ばす。ケニア人がやるのを見守る。やる気のある人にチャンスを与える

（インセンティブになる）。お金ではなく、研究に特化したチャンスを与える。 
･ 経費に関しては、農業系では出張経費や、人足の人件費は研究費として認められない。 
･ 調査をするために出張旅費が必要か、必要な日数を調べるが、出張費の総額は、約 15～20％
以内に定めている。 

･ プロジェクトでは、継続的な研究を支援する。現時点では単年度で支援しているが、継続的な

（2年、3年、5年など）研究への支援の可能性を考える。 
･ （日本の場合）科研費は数年単位（複数年度）で支援している。長期の予算を付けることを模

索する。 
･ ただし、若い研究者のスタートアップの場合は、1年となっている。 
･ 日本の大学や外国の機関との連携を通し、JKUATを育てる。 
･ インキュベーションは、無理やりつくらせるのではなく、学生、研修者がつくった案を温め（ア

イデアを育て）孵化させる。学生の場合には、インターンシップを取り入れ、研究者には継続

して産業界と結びつけ、投資家を呼び込み、商業化をする。  

– 92 –



ケ
ニ
ア
共
和
国
「
ア
フ
リ
カ
型
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
振
興
・

JK
U

A
T

/P
A

U
/A

U
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
終
了
時
評
価
調
査

K
en

ya
 "

A
FR

IC
A

-a
i-J

A
PA

N
 P

ro
je

ct
：

A
fr

ic
an

 U
ni

on
-a

fr
ic

an
 in

n o
va

tio
n-

J K
U

A
T

 A
N

D
 P

A
U

ST
I N

et
w

or
k 

Pr
oj

ec
t"

 T
er

m
in

al
 E

va
lu

at
io

n 
終
了
時
評
価

 
情
報
収
集
最
終
版
（
報
告
書
添
付
資
料
）

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
、
中
間
評
価
、
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
交
代
、
終
了
時
評
価
、
今
後
の
予
定

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始

 
中
間
評
価

 
第

2
段
階

 
1
年
延
長

 
終
了
時
評
価

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
予
定

 

20
14
年

6
月

 
20

16
年

11
月

 
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
（
専
門
家
）

交
代
（

20
18
年

4
月
）

20
19
年

1
月

 
（
討
議
議
事
録
：

R
/D
）

 
20

19
年

11
月

 
20

20
年

6
月

 

評
価
グ
リ
ッ
ド

 
１
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
「
成
果
」
の
達
成
度

 
項

 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
「
成
果
」
の
達
成
度

 
成
果

1 
JK

U
A

T
（
国
立

ジ
ョ
モ
・
ケ
ニ
ヤ

ッ
タ
農
工
大

学
）

/ P
A

U
ST

I
（
汎
ア
フ
リ
カ

大
学
基
礎
科

学
・
技
術
・
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
学

院
）
の

ST
I（
科

学
技
術
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
）

分
野
の
研
究
環

境
が
整
備
さ
れ

る
。

 

指
標

1-
1 
研
究
に

必
要
な
機
材
及
び

設
備
が

JK
U

A
T/

P
A

U
ST

Iで
調
達
・
修

理
さ
れ
る
。

 

【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
つ
つ
あ
る
。

 


19
80
年
代
以
降
に
日
本
が
供
与
し
た
機
材
の
一
部
が
現
在
も
使
わ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
一
定
の
修
理
が
行
わ
れ
て
き
た
こ
と

が
分
か
る
。
他
方
、
部
品
の
製
造
が
終
了
し
修
理
で
き
ず
に
留
置
さ
れ
て
い
る
機
材
も
あ
る
。
先
に
述
べ
た
と
お
り
、
本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
で
供
与
し
た

C
N

C
マ
シ
ン
、
ワ
イ
ヤ
ー
カ
ッ
ト
マ
シ
ン
等
を
用
い
た
不
足
部
品
の
製
造
と
機
材
の
修
理
が
予
定
さ
れ
て

お
り
、
今
後
機
材
の
修
理
が
進
む
と
考
え
ら
れ
る
。
日
本
側
か
ら
の
供
与
機
材
は
、
主
に

i P
IC
（
工
学
系
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー

ス
）
セ
ン
タ
ー
、

iC
B（
農
学
系
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
）
及
び

iC
M

oB
（
分
子
生
物
・
生
化
学
系
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
）

へ
導
入
さ
れ
た
。


本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
後
、

C
eS

EM
（
機
材
維
持
・
管
理
セ
ン
タ
ー
）
立
ち
上
げ
の
準
備
チ
ー
ム
に
よ
り
、
工
学
系
・
農
学
系
機

材
の
一
部
を
試
験
的
に
学
内
修
理
（

20
14

-2
01

5）
し
、
三
つ
の
主
要
機
材
の
コ
ス
ト
面
で
の
新
規
購
入
と
の
比
較
が
行
わ
れ
、
修

理
の
比
較
優
位
性
が
第

1
回

JC
C
（
合
同
調
整
委
員
会
）
で
報
告
済
み
。


今
後

C
eS

EM
が
正
式
に
活
動
を
開
始
し
た
の
ち
、
協
力
準
備
調
査
で
作
成
し
た
機
材
情
報
を
参
考
に
、
ラ
ボ
情
報
を
更
新
す
る

予
定
で
あ
る
。


機
材
の
修
理
は
、
現
在
必
要
に
応
じ
て
行
わ
れ
て
い
る
の
が
状
況
で
あ
る
。
今
後
は
、
修
理
に
関
す
る
活
動
全
般
を

C
eS

EM
が

担
う
予
定
。
協
力
準
備
調
査
の
結
果
の
一
部
活
用
も
含
め
、
日
本
人
専
門
家
に
よ
る
能
力
強
化
支
援
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
資

金
獲
得
、
体
制
づ
く
り
が
必
要
。


こ
れ
ま
で
修
理
が
積
極
的
に
行
わ
れ
て
こ
な
か
っ
た
背
景
に
は
、
予
算
不
足
と
部
品
の
調
達
の
問
題
が
あ
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
修

理
用
部
品
の
調
達
に
つ
い
て
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
供
与
の

C
N

C
マ
シ
ン
・
ワ
イ
ヤ
ー
カ
ッ
ト
マ
シ
ン
等
に
よ
る
部
品
製
造
が

計
画
さ
れ
て
お
り
、
一
定
の
改
善
が
見
込
め
る
。
部
品
製
造
は
、
マ
シ
ン
使
用
及
び
修
理
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方
法
の
習
得
を
含
め

た
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
強
化
に
も
つ
な
が
る
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
及
び
成
果
達
成
に
向
け
た
効
果
が
期
待
で
き
る
。

1  指
標
の
公
式
の
和
訳
が
存
在
し
な
い
た
め
、
評
価
分
析
団
員
が
仮
和
訳
を
行
っ
た
。
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
機
材
に
関
す
る
達
成
度
は
、
（

1）
「
調
達
」
に
関
し
て
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
分
は
完
了
し
、
（

2）
「
修
理
」
に
関
し
て
は
体

制
が
整
い
つ
つ
あ
り
継
続
中
で
あ
る
。

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 

J I
C

A
よ
り
の
コ
メ
ン
ト
：
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
機
材
供
与
の
記
録
は
な
い
が
、
機
材
リ
ス
ト
を
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
す
る
仕
組
み

を
調
査
す
る
。

 

 
修
繕
リ
ス
ト
も
作
成
さ
れ
て
お
り
、
修
繕
依
頼
の
シ
ス
テ
ム

/プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
も
で
き
て
い
る
。

 

 

C
eS

EM
 A

C
TI

V
IT

IE
S 

U
PD

A
TE

 - 
A

PR
IL

 2
01

9 
up

da
te

d
に
、

20
19
年

5
月

6
日
ま
で
に

12
機
材
の
修
理
が
な
さ
れ
た
と
報

告
さ
れ
て
い
る
。

 
 ≪
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
（
指
標
に
対
す
る
達
成
度
）
≫

 
（
指
標
：
指
標

1-
1 
研
究
に
必
要
な
主
要
な
機
材
及
び
設
備
が

J K
U

A
T/

PA
U

ST
Iで
調
達
・
修
理
さ
れ
る
）

 

 

C
eS

EM
の
正
式
承
認
（
フ
ル
タ
イ
ム
ス
タ
ッ
フ

1
名
の
確
保
済
み
、
今
後
ス
タ
ッ
フ
を

4
名
へ
拡
張
す
る
希
望
を
大
学
に
申
請

中
）
、

C
eS

EM
を
中
心
と
し
た
機
材
リ
ス
ト
（
現
行
保
有
機
材
と
新
規
購
入
希
望
機
材
）
の
取
り
ま
と
め
が
終
了
し
た
。

 

 

C
eS

EM
の
ウ
ェ
ブ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
機
材
リ
ス
ト
管
理
と
各
学
科
か
ら
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
要
請
の
受

付
が
開
始
さ
れ
た
（

20
19
年
）
。

 

 

JK
U

A
T
が
自
主
的
に
、
改
修
が
必
要
な
大
学
の
建
物
に
つ
い
て
調
査
す
る
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
チ
ー
ム
に
よ
る
活
動
が
開
始
さ
れ

て
い
る
。
改
修
に
関
し
て
、
専
門
家
に
よ
り
査
定
（
見
積
も
り
）
が
進
行
中
で
あ
る
。

 
 ≪
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
か
か
わ
る
、
促
進
要
因
・
阻
害
要
因
・
課
題
≫

 

 

C
eS

EM
の
ス
タ
ッ
フ
及
び
予
算
確
保
の
課
題
。
各
学
科
と

C
eS

EM
の
口
座
間
で
修
理
に
係
る
費
用
の
や
り
と
り
が
で
き
る
か

（
現
在
は

C
eS

EM
と
各
学
科
の
間
で
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
発
生
し
た
お
金
の
や
り
と
り
を
す
る
仕
組
み
が
な
い
。
現
在
は
初
動
期

間
と
い
う
こ
と
も
あ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
代
わ
り
に
ス
ペ
ア
パ
ー
ツ
な
ど
を
購
入
し
て
い
る
）
。

 

 
ま
た
、
仮
に
予
算
が
確
保
さ
れ
、
資
金
の
や
り
と
り
の
ル
ー
ト
が
仕
組
み
化
さ
れ
た
と
し
て
も
、
大
学
の
調
達
部
門
に
よ
る
調
達

プ
ロ
セ
ス
が
非
常
に
遅
く
、

C
eS

EM
の
活
動
の
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
に
な
る
と
予
想
さ
れ
る
。

 

 

C
eS

EM
で
は
本
フ
ェ
ー
ズ

1
で
導
入
し
た
機
材
を
活
用
し
た
ス
ペ
ア
部
品
の
製
作
な
ど
が
行
わ
れ
て
い
る
（

3D
プ
リ
ン
タ
ー
を

活
用
し
た
分
光
光
度
計
の
設
定
ダ
イ
ア
ル
な
ど
）
。

 
 ≪
フ
ェ
ー
ズ

2
に
向
け
て
の
、
教
訓
・
課
題
・
改
善
点
≫

 

 

C
eS

EM
の
ス
タ
ッ
フ
及
び
予
算
確
保
の
課
題
。

 

 
複
数
の
学
科
で
汎
用
的
に
必
要
と
さ
れ
る
基
本
的
な
研
究
機
材
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
導
入
さ
れ
て
い
な
い
機
材
が
あ
る

〔
例
：
材
料
工
学
、
化
学
、
資
源
工
学
、
食
品
学
科
な
ど
で
必
要
な
走
査
型
電
子
顕
微
鏡
（

SE
M
）
〕
。
こ
れ
ら
は
安
価
な
機
材

で
は
な
い
の
で
、
例
え
ば
大
学
で

1
台
導
入
し
、
専
属
の
オ
ペ
レ
ー
タ
（
管
理
者
）
を
配
置
し
て
集
中
管
理
す
る
の
が
よ
い
か
も

し
れ
な
い
（
例
：
顕
微
鏡
ラ
ボ
の
設
置
）
。
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 

 

C
eS

EM
が
認
識
し
て
い
る
課
題
は
以
下
の
と
お
り
。

 
1.

 継
続
的
な
維
持
管
理
が
要
求
さ
れ
る
こ
と
。

 
2.

 人
的
資
源
が
限
ら
れ
て
い
る
。

 
3.

 能
力
開
発
や
専
門
的
な
研
修
の
必
要
性

 
4.

 消
耗
品
の
入
手
、
ス
ペ
ア
パ
ー
ツ
加
工
の
た
め
の
予
算
の
確
保

 
5.

 専
門
工
具
や
機
器
の
不
足
（
例
：
冷
媒
の
改
造
な
ど
）

 
6.

 機
器
の
老
朽
化
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
や
修
理
を
す
る
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
な
い
こ
と
。
ス
ペ
ア
パ
ー
ツ
が
す
ぐ
に
利
用
で
き
な
い

こ
と
。

 
7.

 マ
ニ
ュ
ア
ル
が
、
日
本
語
で
し
か
利
用
可
能
で
な
い
こ
と
。

 
指
標

1-
2 

J K
U

A
T/

PA
U

ST
Iの

8
名

の
若
手
研
究
者
が
、

日
本
で
の
長
期
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

参
加
し
、
博
士
号
を

取
得
す
る
。

 

【
中
間
評
価
（

2 0
16
年

11
月
）
の
記
述
】

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
る
見
込
み

 
本
調
査
時
点
で

6
名
の
長
期
研
修
（
博
士
課
程
）
を
実
施
中
で
、
他

2
名
が

20
17
年

3
月
に
研
修
開
始
予
定
で
あ
る
。
同

2
名
に

つ
い
て
は

20
20
年
に
博
士
号
取
得
予
定
。
す
べ
て
の
長
期
研
修
員
が
博
士
号
を
取
得
す
れ
ば
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
に
よ
る
博
士

号
取
得
者
数
目
標
は
達
成
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
達
成
度
の
評
価
、
理
由
・
考
察
・
課
題
≫

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
る
見
込
み

 

表
－
１
 
長
期
研
修
参
加
者
一
覧
（
最
新
版
）

 

FY
 

N
am

e 
A

ff
ili

at
io

n 
Fi

el
d 

of
 sp

ec
ia

liz
at

io
n 

T
ra

in
in

g 
Si

te
 

E
xp

ec
te

d 
ye

ar
 o

f 
co

m
pl

et
io

n 
2 0

14
 

M
ut

ua
, J

am
es

 M
ut

uk
u 

iP
IC

 
M

ec
ha

ni
ca

l E
ng

. 
To

tto
ri 

U
ni

v 
2 0

18
 (c

om
pl

et
ed

) 

20
15

 
N

du
at

i, 
Eu

ni
ce

 W
an

jik
u 

iP
IC

 
G

IS
 &

 R
em

ot
e 

Se
ns

in
g 

C
hi

ba
 U

ni
v.

 
20

19
 (c

om
pl

et
ed

) 
Si

ng
'o

m
be

, G
eo

fr
ey

 
iC

B
 

M
ol

. B
io

., 
Pl

an
t P

at
ho

lo
gy

/G
en

et
ic

s 
O

ka
ya

m
a 

U
ni

v.
 

20
19

 (c
om

pl
et

ed
) 

A
lu

oc
h,

 T
er

es
ia

 M
uh

om
ah

 
iC

M
oB

 
A

ni
m

al
/H

um
an

 F
oo

d 
N

ut
rit

io
n 

O
ka

ya
m

a 
U

ni
v.

 
20

19
 (c

om
pl

et
ed

) 

2 0
16

 
In

de
ch

e,
 A

nn
ah

 
iC

B
 

En
vi

ro
nm

en
ta

l 
an

d 
Li

fe
 

Sc
i, 

Pl
an

t 
Sc

ie
nc

e 
of

 F
lo

w
in

g 
O

ka
ya

m
a 

U
ni

v.
 

20
19

 (c
om

pl
et

ed
) 

O
w

iti
, B

er
na

rd
 O

tie
no

 
iP

IC
 

A
d .

 T
he

rm
of

lu
id

 in
 M

ec
h.

 E
ng

. 
To

tto
ri 

U
ni

v 
2 0

19
 

20
17

 
M

ah
as

i, 
R

ob
er

t K
ag

al
i N

es
ta

 
iC

M
oB

 
A

gr
. E

nt
o.

, F
is

he
rie

s, 
M

ar
in

e 
Li

fe
 S

ci
. 

N
ag

as
ak

i U
ni

v.
 

20
20

 
Ju

st
us

 M
ut

uk
u 

M
ai

th
ya

 
iP

IC
 

 
K

y u
sh

u 
U

ni
v.

 
20

20
 

出
典
：
日
本
人
専
門
家

 
 ≪
フ
ェ
ー
ズ

2
に
向
け
て
の
、
教
訓
・
課
題
・
改
善
点
≫

 

 
留
学
生
に
と
っ
て

3
年
で
博
士
課
程
を
修
了
す
る
の
は
困
難
も
あ
る
。
例
え
ば
ジ
ャ
ー
ナ
ル
論
文
の
受
理
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が

遅
れ
た
長
期
研
修
員

1
名
は
、
博
士
号
を
持
た
ず
に
帰
国
し
た
（
実
際
は
帰
国
後
に
ジ
ャ
ー
ナ
ル
論
文
の
受
理
が
決
定
し
た
た

め
、
博
士
論
文
公
聴
会
を
遠
隔
で
開
催
し
、
博
士
号
が
授
与
さ
れ
る
予
定
）
。
準
備
期
間
を
含
め
て

3
年
半
は
必
要
と
思
わ
れ

る
。
加
え
て
、
博
士
号
を
取
得
し
て
帰
国
し
た
教
員
が
研
究
を
継
続
で
き
る
よ
う
な
サ
ポ
ー
ト
体
制
が
必
要
。
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
指
標

1-
3 

JK
U

A
T /

PA
U

ST
Iの
少
な

く
と
も

25
名
の
ス

タ
ッ
フ
が
、
機
械
及

び
機
器
の
運
用
と

保
守
に
関
す
る
能

力
開
発
研
修
に
参

加
し
、
す
べ
て
の
参

加
者
が
担
当
の
機

械
及
び
機
器
の
保

守
に
つ
い
て

10
0％

理
解
す
る
。

 

≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
た

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 
終
了
時
評
価
調
査
時
点
で
、
日
本
で
の
短
期
研
修
に
参
加
し
た
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は

32
名
で
あ
る
。

 

 
日
本
で
の
短
期
研
修
で
は
、
機
材
の
操
作
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
研
修
を
受
講
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
短
期
研
修
の
テ
ー
マ

は
多
岐
に
わ
た
り
、
必
ず
し
も
機
材
の
操
作
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
特
化
し
た
も
の
で
は
な
い
が
、
い
ず
れ
の
研
修
で
も
研
究
に
用

い
る
各
種
機
材
の
操
作
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方
法
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
な
が
る
「
も
の
づ
く
り
」
実
習
な
ど
も
学
ん
で
お
り
、

各
研
修
員
の
機
材
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
諸
能
力
向
上
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。

 

 
帰
国
し
た
研
修
員
は
、
研
修
で
得
た
知
識
を

J K
U

A
T/

PA
U

ST
I
の
他
の
技
官
・
教
授
・
大
学
院
生
等
へ
広
め
る
役
割
を
担
っ
て

お
り
、
帰
国
後
に
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
定
例
会
議
で
、
本
邦
研
修
の
内
容
に
関
し
セ
ミ
ナ
ー
を
行
い
、
情
報
共
有
を
行

っ
て
い
る
。
短
期
研
修
の
受
入
数
は
表
－
２
の
と
お
り
で
あ
る

 

表
－
２

 
短
期
研
修
の
受
入
実
績

 
受
入
年
度

 
人
数
（
名
）

 
20

14
 

4 
20

15
 

15
 

20
16

 
8 

2 0
17

 
3 

20
18

 
2 

20
19

 
0 

T
ot

al
 

32
 

出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
提
供
資
料
を
基
に
調
査
団
作
成

 
 
 
研
修
後
の
習
熟
度
調
査
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
な
い
た
め
、
「
機
械
及
び
機
器
の
保
守
に
つ
い
て

10
0％
理

解
す
る
」
に
関
し
て
は
、
理
解
度
の
達
成
度
は
不
明
で
、
評
価
で
き
な
い
。
そ
の
た
め
、
終
了
時
評
価
時
で
は
関
係
者
へ
の
聞
き

取
り
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、
研
修
受
講
者
の
理
解
度
は
、
（
日
本
人
）
英
語
通
訳
の
専
門
知
識
の
深
度
や
、
専
門
用
語
知
識
な

ど
に
左
右
さ
れ
る
も
の
の
、
理
解
度
は
総
じ
て
高
く
、
ほ
ぼ
す
べ
て
の
研
修
を
理
解
し
た
、
と
の
報
告
が
あ
っ
た
。

 

 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
研
修
成
果
の
習
熟
度
調
査
を
行
っ
て
い
な
か
っ
た
が
、
フ
ェ
ー
ズ

2
で
は
、
研
修
の
実
施
だ
け
で
な

く
、
習
熟
度
調
査
（
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
）
を
実
施
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

 
青
木
専
門
家
に
よ
り
、
ケ
ニ
ア
で

50
名
の
教
職
員
を
対
象
に
機
材
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
研
修
が
実
施
さ
れ
た
。

 
成
果

2 
JK

U
A

T/
PA

U
S

TI
に
お
い
て
ケ

ニ
ア
及
び
ア
フ

リ
カ
に
特
徴
的

な
ST

I
に
つ
な

指
標

2-
1
 
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
に
関

す
る
中
期
計
画
及

び
実
施
計
画
が
策

定
さ
れ
、
毎
年
更
新

さ
れ
る
。

 

≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
た

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 
本
終
了
時
評
価
調
査
の
結
果
、
実
施
計
画
と
中
期
計
画
は
、
そ
れ
ぞ
れ
以
下
の
よ
う
に
計
画
し
た
と
の
こ
と
で
あ
る
。
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
が
る
活
動
（
研

究
等
）
が
実
践

さ
れ
る
。

 
表
－
３

 
実
施
計
画
・
中
期
計
画
の
概
要

 

計
 
画

 
計
画
書
の
種
類
と
、
そ
の
内
容

 
計
画
の
実
施

 
計
画
作
成
時
期

 
計
画
期
間

 

実
施
計
画

 
各
年
度
に
お
け
る
、
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
単

位
で
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
に
応
募
す

る
、
研
究
計
画
の
策
定

 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
（

In
no

va
tio

n 
R

es
ea

rc
h 

A
c t

iv
iti

y）
の
研
究
計
画
と
、
採
択
後
の
実
施

 

研
究
公
募
時
（
次
会

計
年
度
の
開
始
前
）

1
年
ご
と

 

中
期
計
画

 （
1）
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
ご
と
に
策
定
し
た
、

「
主
要
な
研
究
テ
ー
マ
」
に
焦
点
を
当
て

た
、
広
報
用
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
策
定

 
（

2
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
計
画
（

Pl
an

 o
f 

O
p e

ra
tio

n：
PO
）

 

「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
」
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
」
達
成
に
向

け
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
。
具
体
的
に
は
、
①
施
設
・

機
材
の
整
備
、
②
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
（
調
査
研
究
、

進
捗
報
告
、
会
計
報
告
等
）
、
③
セ
ミ
ナ
ー
等
の
計
画
と
実
施

 

5
年
間

 
適
宜
改
訂

 

出
典
：
日
本
人
専
門
家
か
ら
の
聞
き
取
り
を
基
に
調
査
団
作
成

 
 

表
－
４
 
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の

K
e
y
 
T
h
e
ma

t
ic

 
Re

se
a
r
ch

 
Ar

e
as
と
活
動
テ
ー
マ

 

  
iP

D
eC
：

In
no

va
tio

n 
C

en
te

r f
or

 P
ro

du
ct

, D
ev

el
op

m
en

t a
nd

 C
om

m
er

ci
al

iz
at

io
n 

iO
D

aV
：

In
no

va
tiv

e 
O

pe
n 

D
at

a 
an

d 
V

isu
al

iz
at

io
n 

iC
C

A
TS
：

In
no

va
tiv

e 
C

en
te

r f
or

 C
om

pu
tin

g 
an

d 
Te

ch
no

lo
gi

ca
l S

ol
ut

io
ns

 
出
典
：
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
資
料
を
基
に
調
査
団
作
成

 
 実
施
計
画
（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
と
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
年
次
活
動
計
画
）

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
（
公
募
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
で
の
研
究
活
動
は
大
き
な
比
重
を
占
め
て

お
り
、
会
計
年
度
ご
と
の
活
動
と
な
る
た
め
、
「
研
究
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
は
年
度
計
画
」
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

 

iP
IC

 
1.

 E
nv

iro
nm

en
t a

nd
 In

fr
as

tru
ct

ur
e 

2 .
 S

us
ta

in
ab

le
 T

ra
ns

po
rtV

eh
ic

le
s a

nd
 S

ys
te

m
s 

3.
 A

gr
ic

ul
tu

ra
l a

nd
 In

du
st

ria
l M

ac
hi

ne
rie

s 
4 .

 M
an

uf
ac

tu
rin

g 
Pr

oc
es

se
s 

iC
B

 
1 .

 F
oo

d 
Se

cu
rit

y 
an

d 
V

al
ue

 A
dd

iti
on

 
2 .

 B
io

-d
iv

er
si

ty
 a

nd
 C

on
se

rv
at

io
n 

3.
 A

ni
m

al
 H

ea
lth

 a
nd

 P
ro

du
ct

io
n 

4.
 B

io
-r

es
ou

rc
es

 a
nd

 W
as

te
 M

an
ag

em
en

t 
iC

M
o B

 
1.

 D
ru

g 
an

d 
D

is
ea

se
 C

on
tro

l 
2.

 B
io

di
ve

rs
ity

 a
nd

 C
on

se
rv

at
io

n 
3 .

 F
oo

d 
Se

cu
rit

y 
an

d 
V

al
ue

 A
dd

iti
on

 

iP
D

eC
 

1.
 M

ac
hi

ne
ry

 D
ev

el
op

m
en

t 
2.

 D
ru

g 
an

d 
D

is
ea

se
 C

on
tro

l 
3.

 F
oo

d 
Se

cu
rit

y 
4.

 V
al

ue
 A

dd
iti

on
 

iO
D

aV
 (C

ha
ng

ed
 to

 iC
C

A
T

S 
sin

ce
 J

ul
y,

 2
01

9)
 

1.
O

pe
n 

R
es

ea
rc

h 
D

at
a-

ba
se

d 
In

no
va

tio
n 

2.
 D

at
a 

A
na

ly
tic

s 
3.

 D
at

a,
 In

fo
 &

 S
ci

en
tif

ic
 V

is
ua

liz
at

io
n 

4.
 S

m
ar

t L
ea

rn
in

g 
Th

in
k 

B
oa

rd
 S

/W
 

5.
 O

pe
n 

D
at

a 
Pr

in
ci

pl
es

, S
td

s &
 JO

R
D

 
6.

 R
eu

se
 o

f R
es

ea
rc

h 
D

at
a 
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 

 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
研
究
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
は
、
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
ご
と
に
、
次
年
度
の
研
究
計
画
と
し
て
ま
と

め
ら
れ
る
た
め
、
「
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
ご
と
の
年
次
研
究
計
画
」
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

 

 
（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果

2
の
主
要
な
活
動
に
な
っ
て
い
る
：
活
動

2-
4
か
ら
活
動

2-
11
ま

で
）

 

 
結
論
と
し
て
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
計
画
（
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
）
づ
く
り
が
、
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の

1
年
ご
と
の

「
活
動
計
画
（

P l
an

 o
f A

ct
io

n）
」
に
も
な
っ
て
お
り
、
毎
年
更
新
さ
れ
て
い
る
。

 
 中
期
計
画

 

 
中
期
計
画
の
中
身
は
、
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
ご
と
の
、
「

K
ey

 T
he

m
at

ic
 R

es
ea

rc
h 

A
re

as
」
を
柱
と
す
る
研
究
計
画
と
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

PO
（
ガ
ン
ト
チ
ャ
ー
ト
）
で
成
り
立
っ
て
い
る
。
計
画
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
と
連
動
し
て
①
施
設
や
機

材
の
調
達
供
与
、
②
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
な
ど
の
研
究
活
動
に
よ
り
、
実
行
さ
れ
る
。

 

 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

1
年
間
の
延
長
に
伴
い
、

PO
の
更
新
（

20
19
年

1
月
）
が
行
わ
れ
た
。

 
指
標

2-
2 
ア
フ
リ

カ
で
特
徴
的
な

10
の
研
究
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
が
毎
年
選
択

さ
れ
、

J K
U

A
T 

/ 
PA

U
ST

Iの
研
究
者

を
対
象
と
し
た
公

開
競
争
（
コ
ン
テ
ス

ト
）
を
通
じ
て
選
定

さ
れ
実
践
さ
れ
る
。

 

≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
た

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 

20
14
年
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
以
降
、

20
19
年
ま
で

In
no

va
tio

n 
R

es
ea

rc
h 

A
ct

iv
iti

y
が
公
開
競
争
方
式
で
公
募
・

採
択
さ
れ
、
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 
 リ
サ
ー
チ
の
流
れ

 

 
リ
サ
ー
チ
の
流
れ
は
、

2
月
に
公
募
が
ア
ナ
ウ
ン
ス
さ
れ
、

3
月
末
か
ら

4
月
に
か
け
て
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
が
提
出
さ
れ
る
。
次
に
、

サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
ご
と
に
書
類
審
査
が
行
わ
れ
、
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
口
頭
審
査
で
優
先
順
位
が
決
め
ら
れ
る
。

 

 

5
月
に
選
定
結
果
が
通
知
さ
れ
、
研
究
が
開
始
さ
れ
る
。

10
月
、

12
月
に
は
、
研
究
の
中
間
報
告
が
行
わ
れ
る
。

2
月
に
は
、
研

究
の
最
終
報
告
会
が
行
わ
れ
、
研
究
が
完
結
す
る
。

 

 
中
間
（

2
回
）
と
終
了
時
に
報
告
会
が
行
わ
れ
る
が
、
研
究
に
関
す
る
助
言
・
指
導
の
ほ
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
経
理
チ
ー
ム
に
よ

る
各
研
究
者
へ
の
経
理
指
導
も
実
施
さ
れ
、
研
究
の
進
捗
が
思
わ
し
く
な
い
場
合
や
、
会
計
処
理
に
不
備
が
あ
る
場
合
に
は
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
よ
り
指
導
を
行
い
、
改
善
さ
れ
な
い
場
合
は
研
究
資
金
支
給
を
取
り
や
め
る
処
置
が
と
ら
れ
る
。

 
 リ
サ
ー
チ
の
数

 

 

20
14
年
か
ら

20
19
年
ま
で
の
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
に
関
す
る
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
数
と
、
実
施
さ
れ
た
研
究
数
は
、
表
－

５
の
と
お
り
と
な
っ
て
お
り
、
合
計
で

18
0
の
研
究
が
行
わ
れ
た
。
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 

表
－
５
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
応
募
数
と
実
施
件
数

 
 

2 0
14

 
2 0

15
 

2 0
16

 
2 0

17
 

2 0
18

 
2 0

19
 

S u
b 

t a
sk

fo
rc

e 
Pr

op
os

als
 

F u
nd

ed
 

Pr
op

os
als

 
F u

nd
ed

 
Pr

op
os

als
 

F u
nd

ed
 

Pr
op

os
als

 
F u

nd
ed

 
Pr

op
os

als
 

F u
nd

ed
 

Pr
op

os
als

 
F u

nd
ed

 

i P
IC

 
7 

7 
21

 
16

 
14

 
8 

26
 

10
 

27
 

7 
0 

0 
i C

B 
7 

7 
17

 
9 

24
 

8 
80

 
10

 
25

 
7 

0 
0 

i C
M

oB
 

6 
6 

24
 

13
 

53
 

22
 

59
 

23
 

72
 

7 
0 

0 
i O

D
aV

 
- 

- 
- 

- 
- 

- 
23

 
8 

19
 

4 
0 

0 
i C

C
A

TS
 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

I n
te

r-
d i

sc
ip

lin
ar

y 
- 

- 
- 

- 
- 

- 
4 

4 
6 

2 
47

 
2 

To
ta

l 
20

 
20

 
62

 
38

 
91

 
38

 
1 9

2 
55

 
1 4

9 
27

 
47

 
2 

G
ra

nd
 

T
ot

al
 

56
1 

1 8
0 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

出
典
：

R
e p

or
t o

n 
In

no
va

tio
n 

R
es

ea
rc

h 
Fu

nd
s b

y 
A

FR
IC

A
-a

i-J
A

PA
N

 P
ro

je
ct

 (J
IC

A
) (

JF
Y

 2
01

4-
2 0

18
), 

as
 o

f A
pr

il 
20

19
. 

注
：

2 0
19
年
に
関
し
て
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
か
ら
の
聞
き
取
り
に
よ
り
、
表
を
作
成
し
た
（

2 0
19
年
に
採
択
さ
れ
た
研
究
は

2
件
の
み
と
な

っ
て
い
る
）
。

 

表
－
６
 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
応
募
・
支
給
件
数
と
支
援
額
〔
単
位
：
ケ
ニ
ア
・
シ
リ
ン
グ
（

K
s
h
s
.
）
〕
 

FY
 

G
ro

up
 

Pr
op

os
al

 
Fu

nd
ed

 
T

ot
al

 F
un

ds
 (K

sh
s.)

 

20
14

 

iP
IC

 
7 

7 
1,

76
2,

50
0 

iC
B

 
7 

7 
1 ,

50
0,

00
0 

iC
M

oB
 

6 
6 

1 ,
50

0,
00

0 
iO

D
a V

 
- 

- 
- 

In
te

r-
d i

sc
ip

lin
ar

y 
- 

- 
- 

T
ot

al
 

20
 

20
 

4,
76

2,
50

0 

20
15

 

iP
IC

 
21

 
16

 
6,

98
0,

00
0 

iC
B

 
17

 
9 

6,
00

0,
00

0 
iC

M
oB

 
24

 
13

 
6,

00
3,

70
2 

iO
D

aV
 

- 
- 

- 
In

te
r-

di
sc

ip
lin

ar
y 

- 
- 

- 
T

ot
al

 
62

 
38

 
18

,9
83

,7
02

 

20
16

 

iP
IC

 
14

 
8 

5,
95

0,
00

0 
iC

B
 

24
 

8 
5 ,

95
0,

00
0 

iC
M

oB
 

53
 

22
 

6,
00

0,
00

0 
iO

D
a V

 
- 

- 
- 

In
te

r-
di

sc
ip

lin
ar

y 
- 

- 
- 

T
o t

al
 

91
 

38
 

1 7
,9

00
,0

00
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
 

FY
 

G
ro

up
 

Pr
o p

os
al

 
Fu

nd
ed

 
T

o t
al

 F
un

ds
 (K

sh
s.)

 

2 0
17

 

iP
IC

 
26

 
10

 
4 ,

27
7,

50
0 

iC
B

 
80

 
10

 
4 ,

10
0,

00
0 

iC
M

oB
 

59
 

23
 

5 ,
05

0,
00

0 
iO

D
a V

 
23

 
8 

4 ,
00

0,
00

0 
In

te
r-

d i
sc

ip
lin

ar
y 

4 
4 

2 ,
10

0,
00

0 
T

o t
al

 
19

2 
55

 
1 9

,5
27

,5
00

 

2 0
18

 

iP
IC

 
27

 
7 

3 ,
78

5,
00

0 
iC

B
 

25
 

7 
3 ,

80
0,

00
0 

iC
M

oB
 

72
 

7 
4 ,

71
0,

00
0 

iO
D

a V
 

19
 

4 
2 ,

10
0,

00
0 

In
te

r-
d i

sc
ip

lin
ar

y 
6 

2 
1 ,

10
0,

00
0 

T
o t

al
 

14
9 

27
 

1 5
,4

95
,0

00
 

2 0
19

 

iP
IC

 
- 

- 
- 

iC
B

 
- 

- 
- 

iC
M

oB
 

- 
- 

- 
iO

D
a V

 
- 

- 
- 

In
te

r-
d i

sc
ip

lin
ar

y 
47

 
2 

6 ,
60

0,
00

0 
To

ta
l 

47
 

2 
6 ,

60
0,

00
0 

G
ra

nd
 T

ot
al

 
56

1 
18

0 
83

,2
68

,7
02

 
出
典
：
日
本
人
専
門
家
か
ら
の
聞
き
取
り
を
基
に
調
査
団
作
成

 
指
標

2-
3 

JI
C

A
が

支
援
す
る
研
究
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実

施
を
通
じ
て
、

JK
U

A
T/

PA
U

ST
I

の
若
手
研
究
者
〔
テ

ィ
ー
チ
ン
グ
・
ア
シ

ス
タ
ン
ト
（

TA
）
、

チ
ュ
ー
ト
リ
ア
ル
・

フ
ェ
ロ
ー
（

TF
）
、

及
び
技
術
者
〕が

30
名
以
上
、
実
地
研
修

（
O

JT
）
を
受
講
す

る
。

 

≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
た

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 

O
JT
は
、
①
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
や
、
②
日
本
人
専
門
家
に
よ
る
ケ
ニ
ア
で
の
研
修
を
通
し
て
実
施
さ
れ
た
。

 

 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
に
関
し
て
は
、
指
標

2-
2
で
報
告
し
た
よ
う
に
、

20
14
年
か
ら

20
19
年
の
間
に
、

18
0
件
の
研
究

が
行
わ
れ
、
研
究
を
通
し
て
（

O
JT
）
研
修
が
行
わ
れ
た
。
リ
サ
ー
チ
は
、
複
数
の
研
究
者
に
よ
る
共
同
研
究
も
あ
る
た
め
、
リ

サ
ー
チ
数
は

O
JT
を
受
け
た
最
低
人
数
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。
②
の
ケ
ニ
ア
国
内
で
の
日
本
人
専
門
家
に
よ
る
研
修
で
は
、

合
計

16
6
名
（
延
べ
人
数
）
に
対
し
て
研
修
が
行
わ
れ
た
。
し
た
が
っ
て
、
少
な
く
と
も
、
合
計

29
6
名
（
延
べ
人
数
）
に
対
す

る
研
修
が
実
施
さ
れ
た
。

 

 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
件
数
：

18
0
件
（
最
少
人
数
は

18
0
名
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
）

 

 
日
本
人
専
門
家
に
よ
る

O
JT
：

16
6
名
（
重
複
あ
り
）

 

 
合
計
：

29
6
名
（
延
べ
人
数
、
最
少
人
数
）
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 

表
－
７

 
若
手
研
究
者
に
対
す
る
研
修
（

2
0
1
6
年
度
～
2
0
1
9
年
度
）

 
実
施
年
度

 
開
催
日
時

 
研
修
タ
イ
ト
ル

 
対
象
分
野

 
対
象
者

 
参
加
人
数

 

2 0
16
年
度

 
2 0

17
年

3
月

15
日
～

25
日
（

8
日
間
）

 

Te
ch

ni
ca

l O
pe

ra
tio

n 
an

d 
M

ai
nt

en
an

ce
 

tra
in

in
g 

on
 C

N
C

 M
ill

in
g,

 3
D

 P
rin

te
r 

a n
d 

3D
 M

od
el

lin
g 

竹
歳
大
樹
短
期
専
門
家

 

工
学
部

 
Te

c h
no

lo
gi

st
s 

(E
n g

in
ee

rin
g 

w
or

ks
ho

p)
  

9
名

 

20
17
年
度

 

20
17
年

6
月

29
日
～

30
日
（

2
日
間
）

 
SA

FA
R

I T
ra

in
in

g 
on

 A
ni

m
al

 c
ar

e 
an

d 
ha

nd
lin

g 
 

理
学
部

 
Te

c h
no

lo
gi

st
s 3
名

 
PA

U
ST

I学
生

4
名

 
JK

U
A

T
修
士

1
名

 
8
名

 

2 0
17
年

9
月

13
日
～

15
日
（

3
日
間
）

 

Tr
ai

n i
ng

 o
n 

A
ss

em
bl

in
g 

of
 F

um
e 

F i
lte

r u
sin

g 
m

ill
in

g 
m

ac
hi

ne
 

竹
歳
大
樹
短
期
専
門
家

 
工
学
部

 

Te
ch

no
lo

gi
st

s 
(M

ec
ha

tro
ni

cs
) 1
名

 
Te

c h
no

lo
gi

st
s (

E n
gi

ne
er

in
g 

w
or

ks
ho

p)
 4
名

 
JK

U
A

T
学
士

 6
名

 

11
名

 

20
17
年

9
月

13
日
～

15
日
（

3
日
間
）

 

Tr
ai

ni
ng

 o
n 

ho
w

 to
 m

ak
e 

ge
ar

 u
sin

g 
in

vo
lu

te
 c

ut
te

r 
竹
歳
大
樹
短
期
専
門
家

 
工
学
部

 
Te

ch
no

lo
gi

st 
3
名

 
Te

a c
hi

ng
 A

ss
is

ta
nt

 3
名

 
6
名

 

20
17
年

9
月

13
日
～

15
日
（

3
日
間
）

 

Tr
ai

n i
ng

 o
n 

in
st

al
la

tio
n 

an
d 

co
m

m
is

si
on

in
g 

of
 la

se
r c

ut
te

r 
竹
歳
大
樹
短
期
専
門
家

 
工
学
部

 

Te
ch

no
lo

gi
st

 (
En

gi
ne

er
in

g 
w

o r
ks

ho
p)

 4
名

 
Te

ch
no

lo
gi

st 
(M

ec
ha

tro
ni

c)
 1
名

 
JK

U
A

T
学
士
（

M
ec

ha
tro

ni
c 

En
gi

ne
er

in
g 

6
名
、

M
ar

in
e 

En
gi

ne
er

in
g 

1
名
）

7
名

 

12
名

 

20
17
年

11
月

30
日

～
12
月

1
日
（

2
日

間
）

 

SA
FA

R
I T

ra
in

in
g 

on
 A

ni
m

al
 C

ar
e 

an
d 

H
a n

dl
in

g 
理
学
部

 

H
um

an
 A

na
to

m
y 

D
ep

ar
tm

en
t 

Te
ch

no
lo

gi
st

s 5
名

 
JK

U
A

T
修
士

4
名

 
Te

ac
hi

ng
 A

ss
is

ta
nt

 5
名

 

14
名

 

20
18
年

2
月

5
日
〜

9
日
（

5
日
間
）

 

Tr
ai

ni
ng

 o
n 

D
ig

ita
l F

ab
ric

at
io

n 
 

To
ol

s a
nd

 S
of

tw
ar

e 
青
木
翔
平
短
期
専
門
家

 

工
学
部

 
（
メ
カ
ト
ロ

ニ
ク
ス
）

 

Te
ch

no
lo

gi
st

 (
En

gi
ne

er
in

g 
w

or
ks

ho
p)

 
17
名
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
 
実
施
年
度

 
開
催
日
時

 
研
修
タ
イ
ト
ル

 
対
象
分
野

 
対
象
者

 
参
加
人
数

 

2 0
18
年
度

 

2 0
18
年

6
月

8
日
～

9
日
（

2
日
間
）

 
S A

FA
R

I T
ra

in
in

g 
on

 A
ni

m
al

 
H

a n
dl

in
g 

理
学
部

 
JK

U
A

T 
an

d 
PA

U
ST

I 
Ph

D
 

a n
d 

M
Sc

 st
ud

en
ts 

18
名

 

2 0
18
年

8
月

2
日
～

3
日
（

2
日
間
）

 
S A

FA
R

I T
ra

in
in

g 
on

 A
ni

m
al

 
H

an
dl

in
g 

理
学
部

 
Te

c h
no

lo
gi

st
s 4
名

 
JK

U
A

T 
an

d 
PA

U
ST

I 
Ph

D
 

an
d 

M
Sc

 st
ud

en
ts

 8
名

 
12
名

 

2 0
18
年

9
月

10
日
～

14
日
（

4
日
間
）

 

Tr
ai

ni
ng

 o
n 

Cu
ltu

re
 a

nd
 In

oc
ul

at
io

n 
of

 
B

a c
te

ria
 W

ilt
 

斎
藤
猛
雄
短
期
専
門
家

 

農
学
部

 
理
学
部

 

Te
ch

ni
ci

an
 1
名

D
ea

n 
1
名

 
Le

ct
ur

er
 4
名

 
R

e s
ea

rc
h 

A
s s

is
ta

nt
 2
名

 
M

Sc
 st

ud
en

t 8
名

 
P h

D
 st

u d
en

t 1
名

 

17
名

 

2 0
18
年

9
月

5
日
〜

12
日
（

5
日
間
）

 

W
or

ks
ho

p 
on

 D
ig

ita
l F

ab
ric

at
io

n:
  

M
ob

ile
 ro

bo
t f

ab
ric

at
io

n 
an

d 
p r

og
ra

m
m

in
g 

青
木
翔
平
短
期
専
門
家

 

工
学
部

 
（
メ
カ
ト
ロ

ニ
ク
ス
）

 

Te
c h

no
lo

gi
st 

(E
n g

in
ee

rin
g 

 
w

o r
ks

ho
p)

 
14
名

 

20
19
年

 

6
月

24
日

 
P C

B
 d

es
ig

n 
an

d 
fa

br
ic

tio
n 

tra
in

in
g 

青
木
翔
平
短
期
専
門
家

 

工
学
部

 
（
メ
カ
ト
ロ

ニ
ク
ス
）

 
Te

ch
no

lo
gi

st 
15
名

 

8
月

12
～

16
日

 
M

ol
ec

ul
ar

 B
io

lo
gy

 T
ra

in
in

g 
健
康
科
学
、

理
学
部

 
iC

M
oB

 

Te
ch

no
lo

gi
st,

 P
os

tg
ra

du
at

e 
st

ud
en

t (
M

Sc
/P

hD
) 

9
名

 

9
月

4
日

 
PC

B
 d

es
ig

n 
an

d 
fa

br
ic

tio
n 

tra
in

in
g 

青
木
翔
平
短
期
専
門
家

 

工
学
部

 
（
メ
カ
ト
ロ

ニ
ク
ス
）

 
Te

c h
no

lo
gi

st 
4
名

 

 
合

 
計

 
1 6

6
名

 
出
典
：

JI
C

A
専
門
家
資
料
を
基
に
調
査
団
作
成

 
成
果

3 
J K

U
A

T/
PA

U
S

TI
の
研
究
・
実

践
活
動
及
び
そ

の
成
果
が
ア
フ

リ
カ
内
外
の
高

等
教
育
機
関
や

産
業
界
等
に
情

報
発
信
さ
れ

る
。

 

指
標

3-
1 

JK
U

A
T/

PA
U

ST
Iが
主
催

す
る
研
究
セ
ミ

ナ
ー
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
、
会
議
を
、
少
な

く
と
も
年

2
回
開

催
す
る
。

 

≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
た

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 

20
14
年
以
降
、

J K
U

A
T
も
し
く
は
、

P A
U

ST
Iが
主
催
す
る
セ
ミ
ナ
ー
は
、
年

2
回
以
上
開
催
さ
れ
て
い
る
。

 

 
毎
年

5
月
に
は
、
「

SR
i（

Su
st

ai
na

bl
e R

es
ea

rc
h 

an
d 

In
no

va
tio

n）
C

on
fe

re
nc

e」
が
開
催
さ
れ
、

11
月
に
は
「

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c 
C

on
fe

re
nc

e」
が
開
催
さ
れ
て
い
る
。

 

 

Sr
i C

on
fe

re
nc

e
は
、
主
に
工
学
系
の
論
文
発
表
が
中
心
で
あ
り
、

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c C
on

fe
re

nc
e
は
、
科
学
技
術
全
般
（
農
学
・

工
学
・
理
学
・

I C
T
な
ど
）
の
論
文
発
表
が
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
二
つ
の

C
on

fe
re

nc
e
は
、

J K
U

A
T
教
員
、

JK
U

A
T/

PA
U

ST
I学
生
、

JK
U

A
T
外
の
教
員
・
学
生
を
対
象
に
し
た
研
究
発
表
の
場
と
な
っ
て
い
る
が
、
産
学
間
連
携
を
模
索

– 102 –



 

項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
す
る
取
り
組
み
も
な
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
（
長
期
専
門
家
、
日
本
か
ら
の
支

援
教
員
）
に
よ
る
基
調
講
演
を
行
い
、
情
報
共
有
と
情
報
発
信
を
行
っ
て
き
た
。

 

表
－
８

 
各
年
度
に
開
催
さ
れ
た
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
と
参
加
者
数

 
FY

 
C

o n
fe

re
nc

e 
D

a t
e 

A
tt

e n
da

nc
e 

Pr
e s

en
at

io
n 

20
14

 
JK

U
A

T 
N

ov
 1

3-
14

 
40

0 
85

 

2 0
15

 
S R

i 
M

ay
 6

-7
 

32
0 

49
 

JK
U

A
T 

N
ov

 1
2-

13
 

22
0 

66
 

2 0
16

 
SR

i 
M

ay
 4

-5
 

25
0 

42
 

JK
U

A
T 

N
o v

 1
0-

11
 

25
0 

73
 

2 0
17

 
SR

i 
M

ay
 2

-4
 

25
0 

46
 

JK
U

A
T 

N
o v

, 2
01

8 
16

0 
67

 

2 0
18

 
SR

i 
M

ay
, 2

01
8 

25
0 

47
 

V
is

u a
liz

at
io

n 
A

u g
, 2

01
8 

80
 

35
 

JK
U

A
T 

N
ov

, 2
01

8 
25

0 
63

 

20
19

 
S r

i 
M

ay
, 2

01
9 

25
0 

44
 

JK
U

A
T 

N
ov

, 2
01

9 
pl

an
ni

ng
 

 
出
典
：

JI
C

A
専
門
家
資
料
を
基
に
調
査
団
作
成

 
指
標

3-
2 
民
間
企

業
と
の
協
働
セ
ミ

ナ
ー
を
、
少
な
く
と

も
年

2
回
開
催
す

る
。

 

【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
た

 
こ
れ
ま
で
に
、

LI
W

A
社
、

D
G

S
社
等
の
民
間
企
業
と

JK
U

A
T/

PA
U

ST
I共
同
開
催
の
セ
ミ
ナ
ー
等
が
、
合
計

3
回
開
催
さ
れ
て

い
る
。
概
要
は
以
下
で
あ
る
。

 

表
－
９
 
民
間
企
業
と
の
セ
ミ
ナ
ー
等
共
同
開
催
実
績

 

年
 

分
 
類

 
組
織
名

 
内

 
容

 
日

 
程

 
参
加
者
（
人
数
）

 

2 0
15

 
セ
ミ
ナ
ー

 
D

G
S 

(D
ig

ita
l G

rid
 

So
lu

tio
n)

 
学
生
・
教
員
を
含
め
た
セ
ミ
ナ
ー
・
今
後
の
連
携

 
（
主
に
、

O
ff

-G
rid
支
援
）
に
関
す
る
意
見
交
換

 
1
月

21
日

 
学
生
（

70
）

 
教
員
（

15
）

 

20
15

 
SR

i C
on

fe
re

nc
e 

（
JK

U
A

T
主
催
、

 
JI

C
A
共
催
）

 
C

en
tu

rio
n 

Sy
st

em
s L

td
. 

LI
W

A
 C

EO
（

D
r. 

K
. D

es
ai
）
に
よ
り
大
学
と
産
業
界

と
の
共
同
研
究
活
動
に
つ
い
て
提
案
と
意
見
交
換

 
5
月

6
日

 
学
生
（

22
）

 
教
職
員
（

13
0）

 

2 0
16

 
SR

i C
on

fe
re

nc
e 

（
JK

U
A

T
主
催
、

 
JI

C
A
共
催
）

 

C
om

cr
af

t G
ro

up
 o

f 
C

om
pa

ni
es

 

C
ha

irm
an

 an
d 

C
EO
（

D
r. 

M
. C

ha
nd

ar
ia
）
に
よ
り
産

学
連
携
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
実
体
験
を
踏

ま
え
情
報
共
有

 
5
月

4
日

 
学
生
（

15
）

 
教
職
員
（

11
0）

 

出
典
：
日
本
人
専
門
家
提
供
資
料

 
 ≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
た
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 

11
月

1
日
の
専
門
家
と
の

TV
会
議
で
は
、
民
間
企
業
と
の
「
共
同
」
開
催
の
セ
ミ
ナ
ー
は
あ
ま
り
機
能
し
な
か
っ
た
と
の
コ
メ

ン
ト
も
あ
っ
た
。
フ
ェ
ー
ズ

2
へ
の
課
題
に
な
り
得
る
。

 
投
入
の
実
績

 
ケ
ニ
ア
側
投
入

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運

営
・
実
施
体
制

 
【
ケ
ニ
ア
側
投
入
】

 

 

JK
U

A
T
学
長

 

 

JK
U

A
T
副
学
長
（

A
A
）
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
（

Pr
oj

ec
t D

ire
ct

or
：

PD
）

 

 

JK
U

A
T
副
学
長
（

R
PE
）
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
ー
（

Pr
oj

ec
t M

an
ag

er
：

PM
）

 

 
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
及
び
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー

 

 

JK
U

A
T/

PA
U

ST
Iの
ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
ス
タ
ッ
フ

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ス
タ
ッ
フ

 
 【
終
了
時
評
価
合
同
調
査
団
、
ケ
ニ
ア
側
メ
ン
バ
ー
】

 

 

V
ic

e  
C

ha
nc

el
lo

r, 
Pr

of
. V

ic
to

ria
 N

gu
m

i 

 

D
ep

ut
y 

V
ic

e 
C

ha
nc

el
lo

r (
A

ca
de

m
ic

), 
Pr

of
. R

ob
er

t K
in

yu
a 


 

D
ep

ut
y 

V
ic

e 
C

ha
nc

el
lo

r (
R

PE
), 

Pr
of

. M
ar

y 
A

bu
ku

ts
a 


 

D
ep

ut
y 

V
ic

e 
C

ha
nc

el
lo

r (
A

dm
in

is
tra

tio
n)

, P
ro

f. 
B

er
na

rd
 Ik

ua
 

施
設
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
事
務
所
、
専
門
家

執
務
室
、
研
究
施

設
、
そ
の
他
）

 

A
nn

ex
 8

 L
is

t o
f C

ou
nt

er
pa

rt 
In

pu
tの
と
お
り

 

資
機
材

 
A

nn
ex

 8
 L

is
t o

f C
ou

nt
er

pa
rt 

In
pu

tの
と
お
り

 
経
費
、
奨
学
金
、
外

部
資
金
の
活
用
、
民

間
組
織
と
の
協
力
、

そ
の
他

 

A
nn

ex
 8

 L
is

t o
f C

ou
nt

er
pa

rt 
In

pu
tの
と
お
り

 

人
 
員

 
A

n n
ex

 5
 L

is
t o

f K
en

ya
n 

C
ou

nt
er

pa
rts
の
と
お
り

 
A

nn
ex

 8
 L

is
t o

f C
ou

nt
er

pa
rt 

In
pu

tの
と
お
り
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項
 
目

 
指
標

1 ・
確
認
事
項

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
≫

 
日
本
側
投
入

 
 

専
門
家
の
投
入
（
長

期
専
門
家
、
短
期
専

門
家
）

 

長
期
専
門
家

6
名
、
短
期
専
門
家

58
名

 
（

A
n n

ex
 4

 L
is

t o
f J

ap
an

es
e 

Ex
pe

rts
の
と
お
り
）

 表
－
1
0
 
国
内
支
援
体
制

 
政
 
府

 
外
務
省
、
文
部
科
学
省

 

大
 
学

 
工
学
系
：
京
都
大
学
、
鳥
取
大
学
、
長
崎
大
学

 
農
学
系
：
岡
山
大
学
、
帯
広
畜
産
大
学

 
産
業
界

 
日
本
機
械
輸
出
組
合

 
広
 
報

 
一
般
財
団
法
人

N
H

K
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル

 
出
典
：
調
査
団
作
成

 
研
修
（
長
期
研
修
、

短
期
研
修
、
本
邦
研

修
、
第
三
国
研
修
、

国
内
研
修
）

 

A
nn

ex
 7

 L
is

t o
f T

ra
in

in
g 

in
 Ja

pa
n
の
と
お
り

 

資
機
材
供
与

 
A

nn
ex

 6
 A

m
ou

nt
 o

f E
qu

ip
m

en
t P

ro
vi

de
d 

by
 th

e 
Ja

pa
ne

se
 S

id
e
の
と
お
り

 
 

現
地
運
営
経
費
、
民

間
と
の
協
力
、
そ
の

他
 

A
nn

ex
 7

 S
um

m
ar

y 
of

 F
un

d 
D

is
bu

rs
em

en
tの
と
お
り

 
A

n n
ex

 9
 P

ro
je

ct
 C

os
t p

ro
vi

de
d 

by
 Ja

pa
ne

se
 si

de
の
と
お
り

 

成
果
に
向
け
て

の
外
部
条
件

 
（
満
た
さ
れ
て
い

る
か
）

 
（
外
部
条
件
な
し
）

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

目
標
に
向
け
て

の
外
部
条
件

 

（
満
た
さ
れ
て
い

る
か
）

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に
向
け
て
の
外
部
条
件
は
、
①

PA
U

ST
Iへ
の
奨
学
金
が
継
続
さ
れ
る
、
②
研
修
を
受
け
た
技
官
（
若
手
教

員
）
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
継
続
し
て
参
加
す
る
（
他
大
学
へ
異
動
し
な
い
）
、
③
民
間
、
産
業
界
か
ら
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
協

力
が
得
ら
れ
る
等
が
妥
当
と
考
え
ら
れ
る
。

 
上
位
目
標
に
向

け
て
の
外
部
条

件
 

（
満
た
さ
れ
て
い

る
か
）

 

 
「

PA
U

ST
Iへ
の
奨
学
金
が
継
続
さ
れ
る
」
は
、
プ
ロ
目
の
（
一
つ
の
）
外
部
条
件
で
も
あ
る
と
考
え
る
の
が
妥
当
か
も
し
れ
な

い
。

 

 
上
位
目
標
の
外
部
条
件
と
し
て
は
、
「

P A
U

ST
I奨
学
金
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
継
続
さ
れ
る
」
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。
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２
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
」
の
達
成
度

 

項
 
目

 
指
標

2 ・
確
認
事
項
等

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

2 0
16
年

11
月
）
の
記
述
】
、

 
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察

 
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
」
の
達
成
度

 
J K

U
A

T/
PA

U
ST

I
で
、

ST
I
を
生
み

出
す
学
生
を
輩

出
す
る
。

 

指
標

1 
ラ
ボ
の
機
材
情
報
が
定

期
的
に
更
新
さ
れ
、
必
要
な
機
材

や
設
備
は
更
新
さ
れ
た
情
報
に

基
づ
い
て
調
達
・
修
理
さ
れ
る
。

 

【
中
間
評
価
（

2 0
16
年

11
月
）
の
記
述
】

 
達
成
度
：
中
程
度
。

C
eS

E
M
立
ち
上
げ
に
よ
り
、
機
材
管
理
に
関
す
る
課
題
の
多
く
は
対
策
が
と
ら
れ
る
見
込
み
で

あ
る
。

 

 
「
ケ
ニ
ア
共
和
国
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
振
興
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
仮
称
）
：
（

Pa
n  

A
fr

ic
an

 U
ni

ve
rs

ity
関

連
）
協
力
準
備
調
査
報
告
書
（

20
13
年
）
」
で
、

J K
U

A
T
の
工
・
農
・
理
学
系
機
材
の
所
在
及
び
状
況
の
確
認
結

果
が
リ
ス
ト
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。
が
、
中
間
調
査
時
点
ま
で
更
新
さ
れ
て
い
な
い
。

 

 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
後
、

C
eS

EM
立
ち
上
げ
の
準
備
チ
ー
ム
に
よ
り
、
工
学
系
・
農
学
系
機
材
の
一
部
を
試
験

的
に
学
内
修
理
（

20
14

-2
01

5）
し
、
三
つ
の
主
要
機
材
の
コ
ス
ト
面
で
の
新
規
購
入
と
の
比
較
が
行
わ
れ
、
修
理

の
比
較
優
位
性
が
第

1
回

JC
C
で
報
告
済
み
。

 

 
前
述
の
準
備
チ
ー
ム
は
、

20
14
年
度
後
半
に

C
om

m
itt

ee
 o

n 
Fa

ul
ty

 E
qu

ip
m

en
tと
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り

設
立
さ
れ
、
定
期
協
議
を
重
ね
な
が
ら
活
動
方
針
等
を
検
討
し
、
（
三
つ
の
主
要
機
材
の
）
試
験
的
な
修
理
調
査

を
実
施
し
、
（
購
入
と
修
理
と
で
コ
ス
ト
に
ど
の
程
度
差
が
出
る
か
検
証
し
た
。

JK
U

A
T
学
長
及
び
日
本
人
専
門

家
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調
査
の
結
果
、
同
調
査
に
よ
り
）
修
理
の
コ
ス
ト
優
位
が
明
確
に
な
っ
た
こ
と
で
、

C
eS

EM
立
ち
上
げ
の
重
要
性
が
関
係
者
間
で
改
め
て
共
有
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

 

 
機
材
の
修
理
は
現
在
必
要
に
応
じ
て
行
わ
れ
て
い
る
の
が
状
況
で
あ
る
。
今
後
は
、
修
理
に
関
す
る
活
動
全
般
を

C
eS

EM
が
担
う
予
定
。
協
力
準
備
調
査
の
結
果
の
一
部
活
用
も
含
め
、
日
本
人
専
門
家
に
よ
る
能
力
強
化
支
援
が

求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
資
金
、
体
制
づ
く
り
が
必
要
。

 

 
こ
れ
ま
で
修
理
が
積
極
的
に
行
わ
れ
て
こ
な
か
っ
た
背
景
に
は
、
予
算
不
足
と
部
品
の
調
達
の
問
題
が
あ
っ
た
。

こ
の
う
ち
、
修
理
用
部
品
の
調
達
に
つ
い
て
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
供
与
の

C
N

C
マ
シ
ン
・
ワ
イ
ヤ
ー
カ
ッ
ト

マ
シ
ン
等
に
よ
る
部
品
製
造
が
計
画
さ
れ
て
お
り
、
一
定
の
改
善
が
見
込
め
る
。
部
品
製
造
は
、
マ
シ
ン
使
用
及

び
修
理
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方
法
の
習
得
を
含
め
た
ス
タ
ッ
フ
の
能
力
強
化
に
も
つ
な
が
る
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

目
標
及
び
成
果
達
成
に
向
け
た
効
果
が
期
待
で
き
る
。

 
 ≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：

C
eS

E
M
が
機
材
リ
ス
ト
の
管
理
と
更
新
や
、
修
理
申
請
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
機
材
の
維
持
管
理
・
修
理

も
行
え
る
よ
う
に
な
っ
た
。

 
    

 
2  指
標
の
公
式
の
和
訳
が
存
在
し
な
い
た
め
、
評
価
分
析
団
員
が
仮
和
訳
を
行
っ
た
。
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項
 
目

 
指
標

2 ・
確
認
事
項
等

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
、

 
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察

 
≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 
機
材
の
調
達
：
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
前
に
行
わ
れ
た
協
力
準
備
調
査
に
お
い
て
、

JK
U

A
T/

PA
U

ST
Iの
機
材
イ

ン
ベ
ン
ト
リ
ー
が
行
わ
れ
リ
ス
ト
が
作
成
さ
れ
、
研
究
に
必
要
な
機
材
の
要
請
が
ま
と
め
ら
れ
、
こ
の
要
請
に
基

づ
い
て
機
材
供
与
が
行
わ
れ
た
。

 

 
機
材
リ
ス
ト
の
作
成
：
協
力
準
備
調
査
で
作
成
さ
れ
た
機
材
リ
ス
ト
を
ベ
ー
ス
に
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
の
供
与

機
材
や
既
存
の
機
材
の
故
障
有
無
等
に
つ
い
て
、
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
や
各
学
科
に
よ
っ
て
随
時
同
リ
ス

ト
が
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
さ
れ
た
。

20
18
年
以
降
、
さ
ら
に
詳
細
な
機
材
リ
ス
ト
が
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。
加
え
て
、

機
材
リ
ス
ト
が

C
eS

EM
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
し
て
ま
と
め
ら
れ
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
ア
ク
セ
ス
で
き
る
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
も
開
発
さ
れ
て
い
る
。
今
後
も
、

JK
U

A
T
の
機
材
の
記
録
と
修
理
情
報
は
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
上
で
定
期
的

に
更
新
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

 

 
機
材
や
施
設
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
（
維
持
管
理
・
修
理
）
：
研
究
環
境
の
整
備
に
不
可
欠
な
機
材
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

に
関
し
て
、

20
14
年
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
よ
り
、
学
内
で
の
横
断
的
な
維
持
管
理
と
修
理
の
シ
ス
テ
ム
構
築
や

組
織
づ
く
り
の
必
要
性
が
認
識
さ
れ
て
い
た
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
後

20
14
年
か
ら

20
15
年
に
か
け
て
、
機

材
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
行
う
組
織
体
制
づ
く
り
の
準
備
チ
ー
ム
が
で
き
、
工
学
系
・
農
学
系
機
材
の
一
部
を
試
験

的
に
修
理
し
、
新
規
購
入
と
修
理
費
用
の
比
較
が
行
わ
れ
、
修
理
を
し
た
場
合
の
、
費
用
軽
減
の
比
較
優
位
性
が

報
告
さ
れ
た
。
調
査
を
受
け
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
が

JK
U

A
T
に
働
き
か
け
た
結
果
、

20
18

年
3
月
に
学
内
の
機
材
を
横
断
的
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
す
る
た
め
の
組
織

C
eS

EM
が

JK
U

A
T
に
正
式
に
承
認
・

設
立
さ
れ
た
。

C
eS

EM
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
て
、
故
障
し
た
機
材
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
申
請
を
行
い
、
対
応
状
況

は
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
自
動
的
に
反
映
さ
れ
る
シ
ス
テ
ム
が
日
本
人
専
門
家
を
中
心
に
開
発
さ
れ
、
現
在
は
運
用
ま

で
至
っ
て
い
る
。

 

 

C
eS

EM
の
強
化
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
の
延
長
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
持

続
性
担
保
の
た
め
に
、
機
材
や
施
設
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
係
る
さ
ら
な
る
能
力
強
化
が

20
18
年

11
月
の

JC
C
に

お
い
て
確
認
さ
れ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
の

1
年
間
の
延
長
が
合
意
さ
れ
た
。
今
後
の
課
題
は
、
修
理
に
必
要
な

予
算
の
確
保
、
専
門
知
識
や
技
術
の
習
得
及
び
専
門
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
で
あ
る
。

 
指
標

2 
JK

U
A

T/
PA

U
ST

Iの
研

究
者
に
よ
っ
て
書
か
れ
た
学
術

論
文
が
、
ア
フ
リ
カ
及
び
海
外
の

査
読
付
き
ジ
ャ
ー
ナ
ル
に
年
間

10
0
以
上
掲
載
さ
れ
る
。

 

【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】

 
達
成
度
：
中
程
度

 

 
年
間

10
0
本
の
学
術
雑
誌
等
へ
の
論
文
掲
載
目
標
に
対
し
、

2 0
14
年
以
降
、
各
年
度
と
も
実
績
は
未
達
で
あ
る

（
20

16
年
に
つ
い
て
は
、

11
月
現
在
の
数
値
）
。
研
究
環
境
の
整
備
が
緒
に
就
い
た
と
こ
ろ
で
も
あ
り
、
本
調
査

時
点
で
、
学
術
雑
誌
等
へ
の
論
文
掲
載
数
に
大
き
な
変
化
は
み
ら
れ
な
い
。
今
後
は
、

In
no

va
tio

n 
R

es
ea

rc
h 

A
ct

iv
ity
選
定
を
通
じ
た
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
研
究
活
動
支
援
の
継
続
と
合
わ
せ
、
新
設
・
リ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
施
設
並
び
に
投
入
機
材
等
を
活
用
し
た
研
究
実
施
と
学
術
雑
誌
等
へ
の
論
文
掲
載
実
績
増
に
向
け
た
支
援

を
加
速
さ
せ
る
計
画
で
あ
る
。
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項
 
目

 
指
標

2 ・
確
認
事
項
等

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
、

 
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察

 
≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：

20
17
年
以
前
は
年
間

10
0
件
未
満
で
あ
っ
た
も
の
の
、

20
18
年
に
は
年
間

10
0
件
以
上
の
学
術
論
文
が
掲

載
さ
れ
て
い
る
。
他
方
で
、
工
学
分
野
の
論
文
掲
載
数
が
農
学
・
理
学
系
と
比
較
す
る
と
少
な
く
な
っ
て
お

り
、

J K
U

A
T

/P
A

U
ST

I
が
理
工
系
の
高
度
人
材
育
成
・
輩
出
を
持
続
的
に
行
う
た
め
に
は
、
工
学
系
の
教

育
・
研
究
能
力
の
さ
ら
な
る
向
上
が
課
題
で
あ
る
。

  
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 

20
17
年
ま
で
、
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
は
掲
載
さ
れ
た
論
文
数
を
報
告
し
て
お
ら
ず
、
論
文
を
取
り
ま
と
め
る

シ
ス
テ
ム
も
存
在
し
な
か
っ
た
。
論
文
発
表
実
績
管
理
体
制
の
未
整
備
と
研
究
費
支
給
件
数
に
対
す
る
発
表
論
文

数
の
少
な
さ
を
確
認
し
、
こ
れ
ら
課
題
へ
の
対
応
の
た
め
に
、

20
18
年

11
月
の
第

4
回

JC
C
に
お
い
て
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の

1
年
間
の
延
長
が
合
意
さ
れ
た
。

  

 
掲
載
論
文
の
能
力
強
化
向
上
の
活
動
に
焦
点
を
当
て
た
結
果
、
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
に
よ
り
、

A
bs

tra
ct

s 
of

 
Sc

ie
n t

ifi
c 

Pu
bl

ic
at

io
ns
が

2 0
19
年

6
月
に
ま
と
め
ら
れ
た
。

 

 

20
18
年
に
査
読
さ
れ
た
ジ
ャ
ー
ナ
ル
に
掲
載
さ
れ
た
学
術
論
文
数
は

15
3
件
と
な
り
、
目
標
指
標
の

10
0
件
を
超

え
た
（

20
19
年
の
デ
ー
タ
は

6
月
ま
で
）
。
ま
た
、
過
去

5
年
間
（

20
14
〜

20
18
年
）
の
平
均
論
文
数
は

85
と

な
っ
て
い
る
。

 

 

20
18
年
に

10
0
件
以
上
の
論
文
掲
載
を
達
成
し
た
理
由
は
、
①

PA
U

ST
I博
士
課
程
の
学
生
は
、

1
名
当
た
り
少

な
く
と
も
論
文
を
二
つ
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
同
年
に
初
め
て

PA
U

ST
I
博
士
号
取
得
者
を
輩
出
し
た
こ

と
、
②

S R
i C

on
fe

re
nc

e
で
発
表
さ
れ
た

42
の
論
文
す
べ
て
が
国
際
標
準
逐
次
刊
行
物
番
号
（

I S
SN
）
登
録
さ
れ

た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

 表
－
1
1
 
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
と

P
A
U
ST
I
の
掲
載
論
文
数

 

年
 
度

 
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

 
PA

U
ST

I 
合

 
計

 
20

14
 

21
 

41
 

62
 

20
15

 
34

 
22

 
56

 
20

16
 

36
 

41
 

77
 

20
17

 
30

 
48

 
78

 
20

18
 

63
 

90
 

15
3 

20
19

 
9 

18
 

27
 

合
 
計

 
19

3 
26

0 
45

3 
出
典
：
「

A
bs

tra
ct

s o
f S

ci
en

tif
ic

 P
ub

lic
at

io
ns
」
を
基
に
調
査
団
作
成
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項
 
目

 
指
標

2 ・
確
認
事
項
等

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
、

 
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察

 

表
－

1
2
 
各
サ
ブ
･
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
掲
載
論
文
数

 
 

S u
b 

Ta
sk

 F
or

ce
 

iC
B

 
iC

M
o B

 
iP

IC
 

iO
D

aV
 

S u
bt

ot
al

 

2 0
14

 
Jo

ur
na

l a
rti

cl
e 

12
 

6 
1 

0 
19

 
C

o n
fe

re
nc

e 
pr

oc
ee

di
ng

 
1 

0 
0 

0 
1 

Th
es

is
 su

pe
rv

is
io

n 
1 

0 
0 

0 
1 

20
15

 
Jo

ur
na

l a
rti

cl
e 

23
 

14
 

1 
0 

38
 

C
on

fe
re

nc
e 

pr
oc

ee
di

ng
 

0 
0 

1 
0 

1 
Th

es
is

 su
pe

rv
is

io
n 

0 
0 

0 
0 

0 

2 0
16

 
Jo

ur
na

l a
rti

cl
e 

21
 

11
 

0 
0 

32
 

C
o n

fe
re

nc
e 

pr
oc

ee
di

ng
 

5 
0 

5 
0 

10
 

Th
es

is
 su

pe
rv

is
io

n 
1 

0 
0 

0 
1 

2 0
17

 
Jo

ur
na

l a
rti

cl
e 

6 
13

 
0 

0 
19

 
C

o n
fe

re
nc

e 
pr

oc
ee

di
ng

 
6 

5 
7 

5 
23

 
Th

es
is

 su
pe

rv
is

io
n 

0 
0 

0 
0 

0 

20
18

 
Jo

ur
na

l a
rti

cl
e 

3 
6 

1 
0 

10
 

C
on

fe
re

nc
e 

pr
oc

ee
di

ng
 

6 
5 

10
 

10
 

31
 

Th
es

is
 su

pe
rv

is
io

n 
2 

0 
0 

0 
2 

20
19

 
Jo

ur
na

l a
rti

cl
e 

1 
1 

1 
0 

3 
C

on
fe

re
nc

e 
pr

oc
ee

di
ng

 
0 

0 
0 

0 
0 

Th
es

is
 su

pe
rv

is
io

n 
0 

0 
0 

0 
0 

T
ot

al
 

88
 

61
 

27
 

15
 

19
1 

出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
提
供
資
料
を
基
に
調
査
団
作
成

 
 
 
な
お
表
－

13
に
示
す
よ
う
に
、

PA
U

ST
I博
士
課
程
の
卒
業
生
数
は
当
初
、
数
値
目
標
を
設
定
し
た
と
き
よ
り
も

少
な
か
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、

PA
U

ST
I
の
卒
業
生
は
卒
業
要
件
に
あ
る
と
お
り
卒
業
前
に
論
文
を
発
表
し
て

い
る
。

 

表
－
1
3
 
P
A
U
S
TI
の
入
学
者
数
と
卒
業
者
数

 
学
生
群

 
入
学
者
数

 
卒
業
者
数

 
第

1 
58
（
修
士

58
）

 
55
（
修
士
の
み
）

 
第

2 
68
（
修
士

45
、
博
士

23
）

 
58
（
修
士

42
、
博
士

16
）

 
第

3 
77
（
修
士

39
、
博
士

38
）

 
38
（
修
士

35
、
博
士

3）
 

第
4 

10
6（
修
士

67
、
博
士

39
）

 
43
（
修
士
の
み
）

 
第

5 
14

0（
修
士

10
2、
博
士

38
）

 
－

 
第

6 
11

4（
修
士

73
、
博
士

41
）

 
－

 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
提
供
資
料
を
基
に
調
査
団
作
成
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項
 
目

 
指
標

2 ・
確
認
事
項
等

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
、

 
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察

 
指
標

3 
J K

U
A

T/
P A

U
ST

Iが
主

催
す
る
研
究
セ
ミ
ナ
ー
、
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
会

議
に
、

80
以
上
の
学
術
機
関
・
研

究
機
関
・
民
間
企
業
が
参
加
す

る
。

 

【
中
間
評
価
（

2 0
16
年

11
月
）
の
記
述
】

 
達
成
度
：
達
成
さ
れ
つ
つ
あ
る

 

 

20
14
年
以
降
、

J K
U

A
T/

PA
U

ST
I主
催
の
セ
ミ
ナ
ー
等
が

20
件
以
上
開
催
さ
れ
、
合
計

50
以
上
の
学
術
・
研
究

機
関
及
び
企
業
が
同
セ
ミ
ナ
ー
等
に
参
加
し
て
き
た
。
今
後
も
同
様
の
ペ
ー
ス
で
セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催
及
び
出
席

者
の
参
加
が
続
け
ば
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
の
指
標
達
成
が
見
込
ま
れ
る
。

 

≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
セ
ミ
ナ
ー
等
に
参
加
し
た
組
織
及
び
民
間
企
業
は

16
0
以
上
（
延
べ
数
）
で
あ
っ
た
。

J K
U

A
T/

PA
U

ST
I
が

S T
I

分
野
に
お
け
る
ア
フ
リ
カ
地
域
の
拠
点
教
育
・
研
究
機
関
と
な
る
た
め
に
は
、
こ
れ
ら
セ
ミ
ナ
ー
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
を
契
機
に
、
民
間
企
業
と
の
協
働
活
動
（
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
や
共
同
研
究
等
）
が
行
わ
れ
、

JK
U

A
T/

PA
U

ST
I

の
研
究
成
果
が
ア
フ
リ
カ
の
地
域
社
会
や
産
業
界
に
広
く
共
有
さ
れ
る
こ
と
が
課
題
と
な
る
。

 

≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 
参
加
者
の
数
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
に
よ
っ
て
記
録
さ
れ
た
が
、
参
加
組
織
数
は
記
録
さ
れ
て
い
な
い
場
合
も
あ

り
、
表
－

14
の
合
計
は
最
小
値
と
な
っ
て
い
る
。

 

表
－
1
4
 
J
K
U
A
T/
P
AU
S
TI
主
催
セ
ミ
ナ
ー
等
へ
の
参
加
組
織
数
（
2
0
1
9
年

11
月
ま
で
）

 
年

 
度

 
セ
ミ
ナ
ー
等
の
種
類

 
参
加
組
織
数

 

20
14

 
短
期
専
門
家
（
本
邦
大
学
教
員
等
）
に
よ
る
特
別
セ
ミ
ナ
ー

 
2 

ST
Iシ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

 
1 

カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
（

SR
i）

 
29

 

20
15

 
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
（

SR
i C

on
fe

re
nc

e,
 S

ci
en

tif
ic

 C
on

fe
re

nc
e
等
）

 
30

 
ジ
ョ
イ
ン
ト
セ
ミ
ナ
ー

 
1 

2 0
16

 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

 リ
サ
ー
チ
発
表
会

 
2 

カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
（

S R
i、
メ
デ
ィ
ア
ア
ー
ト
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
等
）

 
27

 
TI

C
A

D
 V

Iサ
イ
ド
イ
ベ
ン
ト

 
4 

短
期
専
門
家
（
本
邦
大
学
教
員
等
）
に
よ
る
特
別
セ
ミ
ナ
ー

 
6 

2 0
17

 
短
期
専
門
家
（
本
邦
大
学
教
員
等
）
に
よ
る
特
別
セ
ミ
ナ
ー

 
2 

セ
ミ
ナ
ー
（

P A
U

ST
I学
生
対
象
等
）

 
9 

20
18

 
短
期
専
門
家
（
本
邦
大
学
教
員
等
）
に
よ
る
特
別
セ
ミ
ナ
ー

 
5 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ミ
ナ
ー

 
9 

カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
（

SR
i等
）

 
7 

20
19

 
産
学
連
携
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

 
14

 
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
（

SR
i等
）

 
12

 
合

 
計

 
16

0 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
記
録
を
基
に
調
査
団
作
成
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３
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
「
上
位
目
標
」
の
達
成
度

 

項
 
目

 
指
標

3 ・
確
認
事
項
等

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

2 0
16
年

11
月
）
の
記
述
】
、

 
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察

 
「
上
位
目
標
」
の
達
成
度

 
ア
フ
リ
カ
に

お
い
て

ST
I

分
野
の
産
業

人
材
が
育
成

さ
れ
る
。

 

J K
U

A
T/

P A
U

ST
I
の
大
学
院
生
の

80
％
以
上
が
、
修
学
完
了
後

1
年
以

内
に
ア
フ
リ
カ
の
民
間
企
業
や
学

術
機
関
に
雇
用
さ
れ
る
。

 

【
中
間
評
価
（

2 0
16
年

11
月
）
の
記
述
】

 
達
成
度
：
第

1
コ
ホ
ー
ト
（
卒
業
生
群
）
に
つ
い
て
は
達
成

 
本
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
時
点
で
、

JK
U

A
T/

PA
U

ST
Iを
卒
業
し
た
第

1
コ
ホ
ー
ト
の
追
跡
評
価
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。

 
 ≪
終
了
時
評
価
に
お
け
る
達
成
度
の
評
価
≫

 
達
成
度
：
第

1
期
生
は

92
.7
％
が
ア
フ
リ
カ
の
民
間
企
業
や
学
術
機
関
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
の
で
指
標
を
達
成
し
て
い

る
。
ま
た
、
第

2
期
及
び

3
期
生
の
う
ち
回
答
が
得
ら
れ
た
卒
業
生
に
つ
い
て
は

1 0
0％
が
就
職
し
て
い
る

が
、
約
半
数
は
未
回
答
で
あ
る
。

ST
I
分
野
の
高
度
人
材
は
、

J K
U

A
T

/P
A

U
ST

I
か
ら
毎
年
育
成
さ
れ
て
い

る
も
の
の
、
卒
業
生
の
追
跡
調
査
に
は
困
難
が
伴
い
、

PA
U

ST
I卒
業
生
の
情
報
は
限
定
的
で
あ
る
た
め
に
、

現
時
点
で
上
位
目
標
の
達
成
度
を
正
確
に
評
価
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

 
 ≪
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察
・
課
題
≫

 

 
第

1
コ
ホ
ー
ト
の
卒
業
生
の

92
.7
％
が
ア
フ
リ
カ
の
民
間
企
業
や
学
術
機
関
に
雇
用
さ
れ
て
お
り
、
第

1
コ
ホ
ー

ト
の
学
生
に
関
し
て
は
、
目
標
で
あ
る

80
％
以
上
の
就
職
・
就
学
が
達
成
さ
れ
て
い
る
。

 

 
第

2
コ
ホ
ー
ト
の
卒
業
生

31
名
と
、
第

3
コ
ホ
ー
ト
の
卒
業
生

29
名
の
状
況
は
、
追
跡
調
査
で
は
確
認
で
き
ず
、

残
り
の
卒
業
生
は

10
0％
就
職
あ
る
い
は
進
学
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
第

1
コ
ホ
ー
ト
か
ら
第

3
コ
ホ
ー
ト
ま
で
、

確
認
さ
れ
た
範
囲
で
判
断
す
る
と
、
指
標
は
達
成
さ
れ
て
い
る
。

 

 

PA
U

ST
Iで
は
就
職
前
に
出
身
国
へ
帰
る
た
め
、
帰
国
後
の
追
跡
調
査
が
困
難
で
あ
り
、
就
学
率
や
雇
用
率
に
関
す

る
デ
ー
タ
の
取
得
が
容
易
で
な
い
た
め
、
終
了
時
評
価
時
点
で
の
、
上
位
目
標
の
達
成
見
込
み
を
正
確
に
評
価
す
る

こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
結
論
さ
れ
る
。

 
           

 
3  指
標
の
公
式
の
和
訳
が
存
在
し
な
い
た
め
、
評
価
分
析
団
員
が
仮
和
訳
を
行
っ
た
。
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項
 
目

 
指
標

3 ・
確
認
事
項
等

 
中
間
報
告
デ
ー
タ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
【
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
の
記
述
】
、

 
終
了
時
評
価
で
収
集
さ
れ
た
デ
ー
タ
、
考
察

 

表
－

1
5
 
第

1
～
3
コ
ホ
ー
ト
の

P
A
U
S
TI
卒
業
生
の
進
路
状
況

 

卒
業
後
の
進
路

 
第

1
コ
ホ
ー
ト

 
第

2
コ
ホ
ー
ト

 
第

3
コ
ホ
ー
ト

 

大
学
教
員
（
講
師
含
む
）

 
15

 
15

 
3 

政
府
機
関
、
研
究
機
関
、
国
連
機
関
、

JI
C

A
等

 
5 

6 
1 

P A
U

ST
I博
士
課
程

 
10

 
0 

0 

他
大
学
の
博
士
課
程

 
6 

0 
1 

民
間
企
業
等

 
15

 
6 

1 

自
営
業
・
起
業

 
0 

0 
3 

未
確
認

 
4 

31
 

29
 

卒
業
生
数
合
計

 
55

 
58

 
38

 

就
学
・
就
職
率

 
92

.7
％

 
46

.6
％

 
23

.7
％

 

不
明
（
未
確
認
率
）

 
7 .

3％
 

5 3
.4
％

 
7 6

.3
％

 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
提
供
資
料
を
基
に
調
査
団
作
成
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４
．
実
施
プ
ロ
セ
ス
（
活
動
実
施
の
デ
ー
タ
）

 
活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
1.

1
計
画
と
の
比
較

 
質
問
事
項

 
1.

1.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
は
計
画

（
PD

M
、

PO
）
ど
お
り
に
実
施

さ
れ
た
か
。
変
更
点
は
ど
こ
か
。

 
1.

1.
2 
す
べ
て
の
活
動
は
実
施
さ
れ
た

か
（
促
進
要
因
あ
れ
ば
）
。

 
1 .

1.
3 
実
施
さ
れ
な
か
っ
た
活
動
は
あ

る
か
。
そ
の
原
因
・
阻
害
要
因
は

何
か
。

 
1 .

1.
4 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

1
年
間
延
長

さ
れ
た
が
、
目
的
や
理
由
は
何

か
。

 
1 .

1.
5 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
延
長
に
よ
り
達

成
さ
れ
た
成
果
は
何
か
。

 


 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
か
か
わ
る
大
き
な
変
更
は
、

1
年
間
延
長
さ
れ
た
こ
と
で
あ
る
（

20
19
年

1
月
）
。

1
年
間
の
延
長
に
伴
い
、

PO
の
変
更
が
行
わ
れ
た
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

1
年
間
延
長
さ
れ
た
理
由
は
二
つ
あ
る
。
第
一
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標

1「
ラ

ボ
の
機
材
情
報
が
定
期
的
に
更
新
さ
れ
、
必
要
な
機
材
や
設
備
は
更
新
さ
れ
た
情
報
に
基
づ
い
て
調
達
・

修
理
さ
れ
る
」
に
関
し
て
、
機
材
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
能
力
強
化
。
第
二
の
理
由
は
、指
標

2「
JK

U
A

T/
PA

U
ST

I
の
研
究
者
に
よ
っ
て
書
か
れ
た
学
術
論
文
が
、
ア
フ
リ
カ
及
び
海
外
の
査
読
付
き
ジ
ャ
ー
ナ
ル
（

Pe
er

 
R

ev
ie

w
ed

 Jo
ur

na
l）
に
年
間

10
0
以
上
掲
載
さ
れ
る
」
に
関
し
て
の
能
力
強
化
で
あ
っ
た
。

 

 
次
に
、
活
動
の
面
か
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
延
長
を
み
る
と
、
機
材
に
関
す
る
研
究
環
境
整
備
は
、
活
動

1-
1
か

ら
活
動

1-
5
に
当
た
り
、
こ
れ
ら
の
活
動
は
す
べ
て
実
施
さ
れ
、
実
施
さ
れ
な
か
っ
た
活
動
は
な
か
っ
た
。

 

 
一
方
、
活
動

1-
1
か
ら

1-
5
に
関
し
て
、
機
材
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と
修
理
を
担
当
す
る
組
織
で
あ
る

「
C

eS
EM
」
を
設
立
し
た
が
、
職
員
の
配
置
が
遅
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
実
施
時
期
は
当
初
の
計
画
よ
り
遅

れ
た
。

 

 
学
術
論
文
の
掲
載
に
関
し
て
は
、
目
標
で
あ
る
年
間

10
0
本
が
達
成
さ
れ
た
の
は

20
18
年
だ
け
で
あ
る
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
延
長
後
、

JK
U

A
T
側
へ
の
働
き
か
け
の
結
果
、

20
18
年
に
は
（

JK
U

A
T
だ
け
で
）
年
間

90
本
の
学
術
論
文
が
掲
載
さ
れ
、
そ
れ
以
前
と
比
較
し
て
、
大
幅
に
論
文
数
が
増
え
た
。

 
以
下
、

1 .
1
の
詳
細

（
各
活
動
の
実
施

状
況
）

 

そ
れ
ぞ
れ
の
活
動
は
、
計
画
ど
お
り
に

進
ん
だ
か
。

 

 
上
述
の
と
お
り
、
活
動

1-
1～

1-
5
と
、
活
動

2-
11
～

2-
12
以
外
は
、
お
お
む
ね
計
画
ど
お
り
に
実
施
さ
れ

た
。

 

 
活
動

1-
1～

1-
5
と
、
活
動

2-
11
～

2-
12
は
、
遅
れ
が
あ
っ
た
が
、
活
動
は
実
施
さ
れ
た
。

 
【
成
果

1】
 

1 −
1.
研
究
機
材
の

現
況
調
査
の
実
施

 
1-

1 
Im

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 

su
rv

ey
 

on
 

ex
is

tin
g 

co
nd

iti
on

s 
of

 
re

se
ar

ch
 

m
ac

hi
ne

rie
s a

nd
 e

qu
ip

m
en

t 


 
中
間
評
価
調
査
の
時
点
で
は
、
機
材
リ
ス
ト
は
策
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
も
の
の
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
盤

で
は
、

C
eS

EM
が
本
格
的
に
始
動
を
開
始
し
、

C
eS

EM
を
中
心
と
し
て
、
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

や
各
学
科
の
保
有
機
材
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
機
材
リ
ス
ト
（
種
類
、
個
数
、
所
在
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
記

録
、
修
理
内
容
、
日
時
、
他
の
履
歴
）
等
が
作
成
さ
れ
た
。

 
1−

2.
上
記
調
査
結

果
に
基
づ
く
研
究

機
材
の
調
達
管
理

計
画
の
策
定

 

1-
2 

Fo
rm

ul
at

io
n 

of
 

pr
oc

ur
em

en
t 

m
an

ag
em

en
t p

la
n 

ba
se

d 
on

 th
e 

ab
ov

e 
su

rv
ey

 


 
中
間
評
価
時
点
で
、
現
況
調
査
に
基
づ
い
た
、
研
究
機
材
の
調
達
管
理
計
画
は
策
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
半
の
機
材
の
調
達
に
関
し
て
は
、
機
材
リ
ス
ト
は
更
新
さ
れ
た
も
の
の
、
時
期
的
に
「
大

型
機
材
」
の
購
入
が
完
了
し
て
い
た
た
め
（

20
18
年
以
降
）
、
更
新
さ
れ
た
リ
ス
ト
に
基
づ
く
機
材
調
達

の
事
例
は
な
い
。

 

 
他
方
、
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
以
前
で
購
入
さ
れ
た
機
材
に
つ
い
て
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
準
備
調
査
で
、

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
と
も
に
機
材
リ
ス
ト
を
作
成
の
う
え
調
達
し
て
い
る
た
め
、
計
画
策
定
自
体
は
行

わ
れ
た
と
い
え
る
。

 

– 113 –



 

活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
1 −

3.
上
記
計
画
に

基
づ
く
必
要
機
材

の
修
理
・
補
充

 

1 .
3 

R
ep

ai
r 

an
d 

pr
oc

ur
em

en
t 

of
 

ne
ce

ss
ar

y 
m

ac
hi

ne
rie

s 
an

d 
eq

ui
pm

en
t 

b a
se

d 
on

 th
e 

ab
ov

e 
pl

an
 


 
中
間
評
価
時
点
で
、
現
況
調
査
に
基
づ
い
た
必
要
機
材
の
修
理
・
補
充
は
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
半
の
、
機
材
の
修
理
に
関
し
て
は
、
機
材
管
理
を
担
当
す
る

C
eS

EM
の
立
ち
上
げ
に

よ
り
、

20
18
年
に

12
の
機
材
が
修
理
さ
れ
、

20
19
年
に
は

44
の
機
材
が

C
eS

EM
に
よ
っ
て
修
理
さ
れ

た
。

 
1 −

4.
既
存
の
機
材

維
持
管
理
シ
ス
テ

ム
の
レ
ビ
ュ
ー
と

課
題
抽
出

 

1-
4  

R
ev

ie
w

 
of

 
th

e 
ex

is
tin

g 
m

ai
nt

en
an

ce
 s

ys
te

m
 f

or
 m

ac
hi

ne
rie

s 
an

d 
eq

ui
pm

en
t a

nd
 id

en
tif

ic
at

io
n 

of
 it

s 
ch

al
le

ng
es

 


 
機
材
の
維
持
管
理
シ
ス
テ
ム
に
関
し
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
半
で
は
、
機
材
を
一
元
管
理
す
る
シ
ス
テ
ム

が
必
要
と
な
っ
た
。
ま
た
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
機
材
の
状
況
を
見
る
こ
と
や
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
（
修
理
）
依

頼
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で
管
理
す
る
こ
と
へ
の
要
望
が
あ
っ
た
。

 

 
以
上
の
課
題
に
つ
い
て
、
機
材
管
理
シ
ス
テ
ム
が
開
発
さ
れ
、

20
19
年
か
ら
運
用
が
開
始
さ
れ
た
。
現
在

で
は
、
大
学
内
の
関
係
機
関
が
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
機
材
の
情
報
に
ア
ク
セ
ス
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。

 
1−

5.
機
材
維
持
管

理
に
係
る
マ
ニ
ュ

ア
ル
類
の
整
備
と

更
新

 

1-
5 

Pr
ep

ar
in

g 
an

d 
up

da
tin

g 
of

 m
an

ua
ls

 
o n

 m
ai

nt
en

an
ce

 o
f 

m
ac

hi
ne

rie
s 

an
d 

eq
ui

pm
en

t 


 
中
間
評
価
時
点
で
は
、
機
材
維
持
管
理
に
関
す
る
、
全
体
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
は
、
新
規
導
入
の
機
材
及
び

一
部
の
既
存
機
材
を
除
い
て
作
成
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
た
だ
し
、
工
学
部
（

iP
IC
）
の
実
習
室
や
研
究
室

に
設
置
さ
れ
た
機
械
の
一
部
に
つ
い
て
は
、
日
々
の
機
材
維
持
管
理
（
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
）
方
法
な
ど
が
記

さ
れ
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
工
学
部
教
授
及
び
技
官
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
は
、

技
官
が
中
心
と
な
っ
て
機
材
を
使
用
す
る
た
め
に
必
要
な
維
持
管
理
（
注
油
、
調
整
等
）
が
行
わ
れ
て
い

る
た
め
、
改
め
て
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備
を
行
う
必
要
が
な
い
現
状
と
の
こ
と
。

 

 
理
学
部
（

iC
M

oB
）
の
教
員
及
び
技
官
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
よ
れ
ば
、
機
材
維
持
管
理
方
法
を
示
し
た

マ
ニ
ュ
ア
ル
類
は
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。
各
研
究
者
等
は
、
機
材
の
使
用
方
法
と
合
わ
せ
て
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
方
法
も
学
ん
で
お
り
、
普
段
か
ら
最
低
限
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
が
行
わ
れ
て
い
る
。
故
障
や
不
具
合
が
生

じ
た
際
は
、
有
償
で
業
者
に
依
頼
し
て
い
る
。

 

 
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
教
員
が
、
必
要
に
応
じ
て
、
教
員
と
技
官
が
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
、
機

材
の
横
に
保
管
し
て
い
る
こ
と
が
終
了
時
評
価
の
際
に
分
か
っ
た
。

 
1 −

6.
機
材
維
持
管

理
を
担
う
人
材
へ

の
研
修
実
施

 

1-
6 

Tr
ai

ni
ng

 im
pl

em
en

ta
tio

n 
fo

r 
st

af
f 

w
ho

 a
re

 i
n 

ch
ar

ge
 o

f 
m

ai
nt

en
an

ce
 o

f 
m

ac
hi

ne
rie

s a
nd

 e
qu

ip
m

en
t 


 
短
期
専
門
家
と
長
期
専
門
家
に
よ
り
、
本
邦
（
短
期
研
修
）
と
ケ
ニ
ア
（
短
期
研
修
）
で
研
修
が
実
施
さ

れ
、
合
計

50
名
が
参
加
し
た
。

 

1 −
7.
各
ラ
ボ
の
人

員
、
機
材
に
関
す

る
情
報
整
理
、
更

新
及
び
発
信

 

1-
7 

D
oc

um
en

tin
g,

 
up

da
tin

g 
an

d 
tr a

ns
m

itt
in

g 
of

 
in

fo
rm

at
io

n 
on

 
pe

rs
on

ne
l, 

m
ac

hi
ne

rie
s a

nd
 e

qu
ip

m
en

t 
of

 a
ll 

la
bo

ra
to

rie
s 


 
活
動

1-
1、
活
動

1-
2、
活
動

1-
3
で
報
告
し
た
と
お
り
。

 

 
終
了
時
評
価
時
に
は
、
活
動

1-
4
で
つ
く
っ
た
シ
ス
テ
ム
を
用
い
て
、
学
内
ス
タ
ッ
フ
に
機
材
情
報
を
提

供
し
て
い
る
。

 

1−
8.
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
分
野
の
研
究

を
担
う
若
手
教
員

及
び
機
材
管
理
を

1-
8 

Tr
ai

ni
ng

 
im

pl
em

en
ta

tio
n 

fo
r 

ca
pa

ci
ty

 
de

ve
lo

pm
en

t 
of

 
yo

un
g 

re
se

ar
ch

er
s i

n 
th

e 
ar

ea
s o

f S
TI

 
 


 
活
動

1-
6
で
報
告
し
た
と
お
り
。
そ
の
他
、
鳥
取
大
学
の
「
も
の
づ
く
り
工
房
」
に
お
け
る
研
修
が
国
別

研
修
の
枠
組
み
で
行
わ
れ
た
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
担
う
技
官
へ
の
能

力
強
化
研
修
の
実

施
（
長
期

/国
別
研

修
）

 
【
成
果

2】
 

2−
1.
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
戦
略
作
成
実

施
に
係
る
作
業
部

会
の
設
立

 

2-
1 

Es
ta

bl
ish

m
en

t o
f a

 w
or

ki
ng

 g
ro

up
 

fo
r 

fo
rm

ul
at

in
g 

an
d 

im
pl

em
en

tin
g 

of
 

ST
I  p

la
n 

in
 JK

U
A

T/
PA

U
ST

I 


 
中
間
評
価
時
点
で
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
と
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
が
組
織
化
さ
れ
た
た
こ
と
が
報
告
さ
れ

て
お
り
、
そ
れ
以
来
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
に
向
け
た
各
種
取
り
組
み
が
行
わ
れ
て
い
る
。
タ
ス
ク
フ

ォ
ー
ス
は
、
主
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
機
能
を
担
っ
て
い
る
。
当
時
の
メ
ン
バ
ー
は
、

PD
及
び

PM
の
ほ
か
、
工
学
部
（

C
O

ET
EC
）
の

Pr
in

ci
pa

l、
H

or
tic

ul
tu

re
の

V
ic

e 
D

ea
n、
情
報
通
信

技
術
・
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
（

iC
EO

D
）
の

D
ire

ct
or
、

C
C

O
の

D
ire

ct
or
等
で
あ
る
。

 

 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
時
点
で
本
格
的
に
活
動
し
て
い
た
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
（

iP
IC
、

i C
B
、

iC
M

oB
）

に
加
え
、

iP
D

e C
、

iO
D

a V
が
本
格
稼
働
し
て
い
る
。

 

 
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
活
動
は
、

JK
U

A
T
に
新
設
さ
れ
た
学
内
の
各
種
情
報
の
収
集
・
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
化
等
を
行
う

iC
EO

D
及
び
知
的
財
産
管
理
等
を
行
う

D
ire

ct
or

at
e 

of
 I

nt
el

le
ct

ua
l 

Pr
op

er
ty

 
M

a n
ag

em
en

t a
nd

 U
ni

ve
rs

ity
-I

nd
us

try
 L

ia
is

on
（

D
I P

U
IL
）
と
も
連
携
し
な
が
ら
実
施
さ
れ
て
い
る
。
ま

た
、

ST
I
の
研
究
環
境
の
整
備
（
成
果

1）
の
た
め
に
機
材
の
維
持
管
理
・
修
復
が
可
能
な
組
織
と
し
て

C
eS

EM
を

iP
I C
の
一
部
と
し
て
立
ち
上
げ
た
。

 

 
こ
れ
ま
で
、
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
は
週

1
で
会
議
を
行
っ
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
か
ら
こ
れ

ま
で
（

20
19
年

11
月
時
点
で
）
、
表
－

16
の
と
お
り
の
回
数
の
会
議
を
行
っ
て
お
り
、
活
発
に
活
動
を

続
け
て
い
る
。

 

表
－
1
6
 
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
こ
れ
ま
で
の
会
議
数

 
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
名

 
会
議
数
（
回
）

 
iP

IC
 

19
2 

iC
B

 
18

1 
iC

M
oB

 
17

2 
iP

D
eC

 
60

 
iO

D
a V
（

2 0
19
年
よ
り

iC
C

A
TS
に
名
称
変
更
）

 
45

 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料

 


 
終
了
時
評
価
時
点
で
の
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
構
成
は
、
合
同
調
査
報
告
書

A
nn

ex
 5

 L
is

t 
of

 K
en

ya
n 

C
ou

nt
er

pa
rts
の
と
お
り
。

 
2−

2.
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
の
全
体
戦
略

/
中
期
計
画
の
立
案

 

2-
2 

Fo
rm

ul
at

io
n 

of
 J

K
U

A
T/

PA
U

ST
I 

m
id

-te
rm

 p
la

n 
on

 S
TI

 

 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
実
施
時
か
ら
変
わ
り
な
く
、
年
度
計
画
、
中
期
計
画
を
作
成
し
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実

施
し
て
い
る
（
詳
細
は
、
成
果

2
の
指
標

2-
1
を
参
照
）
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
2 −

3.
上
記
、
中
期
計

画
に
基
づ
い
た
年
次

行
動
計
画
の
策
定

 

2-
3  

Fo
rm

ul
at

io
n 

of
 J

K
U

A
T/

PA
U

ST
I 

pl
an

 o
f 

ac
tio

n 
on

 S
TI

 b
as

ed
 o

n 
th

e 
ab

ov
e 

pl
an

 


 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
実
施
時
か
ら
変
わ
り
な
く
、
年
度
・
中
期
・
長
期
計
画
を
基
に
し
た
ア
フ
リ
カ
型
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
生
み
出
す
活
動
計
画
を
作
成
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
し
て
い
る
（
詳
細
は
、
成
果

2
の
指
標

2-
1
を
参
照
）
。

 
2 −

4.
パ
イ
ロ
ッ
ト

研
究
の
実
施
（

1
年

次
の
み
）

 

2-
4 

Im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 p
ilo

t 
re

se
ar

ch
 

p r
oj

ec
ts

 (o
nl

y 
fo

r p
ro

je
ct

 y
ea

r 1
) 


 

20
14
年
に
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て

20
の

I n
no

va
tio

n 
R

es
ea

rc
h 

A
ct

iv
ity
を
採
択
し
支
援

し
た
。
結
果
と
し
て
、

PA
U

ST
Iの
学
生
の
各
種
能
力
等
（
テ
ー
マ
設
定
、
提
案
書
作
成
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー

シ
ョ
ン
）
の
現
状
が
把
握
で
き
た
ほ
か
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
支
援
す
べ
き
内
容
等
に
つ
い
て
も
明
ら
か

に
な
っ
た
。
特
に
、
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の

Th
em

at
ic

 A
re

a
に
沿
っ
た
研
究
テ
ー
マ
設
定
や
同

テ
ー
マ
に
合
っ
た
研
究
手
法
の
選
択
、
左
記
項
目
の
提
案
書
の
記
載
方
法
、
ま
た
各
種
書
類
の
提
出
期
日

や
会
議
・
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
時
間
厳
守
の
姿
勢
等
に
つ
い
て
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
よ
り
指
導
。

 

 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
以
降
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
半
に
入
っ
て
か
ら
は
、活
動

2-
6
で
、I

nn
ov

at
io

n 
R

es
ea

rc
h 

Fu
nd

と
し
て
実
施
し
た
。

 
2−

5.
公
募
研
究
に

係
る
選
定
委
員
会

と
選
定
基
準
の
設

置
 

2-
5 

Se
tti

ng
 u

p 
of

 a
 se

le
ct

io
n 

bo
ar

d 
an

d 
se

le
ct

io
n 

cr
ite

ria
 

fo
r 

th
e 

op
en

 
co

m
pe

tit
io

n 


 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
は
、

20
14
年
か
ら
開
始
さ
れ
、
ま
ず
選
定
基
準
が
設
け
ら
れ
た
。
ま
た
、
公

募
研
究
の
選
抜
を
目
的
と
し
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
主
体
と
な
っ
て
審
査
委
員
会
が
組
織
さ
れ
た
。

 

 
選
定
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
は
、
基
本
的
に
は
日
本
人
専
門
家
と
、

JK
U

A
T
側

8
名
（
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ

ォ
ー
ス
長

4
名
及
び
各
長
か
ら
指
名
さ
れ
た
委
員

4
名
）
で
あ
る
。
当
初
予
定
し
て
い
た
選
定
委
員
会
メ

ン
バ
ー
は
表
－

17
の
と
お
り
。

 

表
－
1
7
 

I
n
n
o
va
t
io
n
 R
e
se
ar
c
h
 A
c
ti
v
it
y
審
査
委
員
会
（
当
初
）

 
氏

 
名

 
所

 
属

 
Pr

of
. T

ur
oo

p 
Lo

se
ng

e 
iC

B
 

Pr
of

. D
an

ie
l S

ila
 

Pr
of

. P
at

ric
k 

H
om

e 
iP

IC
 

D
r. 

H
ira

m
 N

di
rit

u 
Pr

of
. N

ao
m

i M
ai

na
 

iC
M

oB
 

D
r. 

M
ut

in
da

 K
ya

m
a 

Pr
of

. M
ar

tin
 O

ba
nd

a 
iP

D
eC

 
D

r. 
Jo

hn
 K

in
yu

ru
 

iO
D

aV
 

（
チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）

 
日
本
人
専
門
家

 
（
工
学
教
育

/業
務
調
整
）

 
日
本
人
専
門
家

 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

 


 

20
19
年
度
に
関
し
て
は
、
当
初
予
定
さ
れ
て
い
た
選
考
委
員
の
メ
ン
バ
ー
で
あ
る

Pr
of

. D
an

ie
l 

Si
la

 
（

iC
B
）
、

D
r . 

M
u t

in
da

 K
ya

m
a（

iC
M

oB
）
、

Pr
o f

. N
ao

m
i W

ai
na
（

iC
M

oB
）
、

D
r . 

H
ira

m
 N

di
rit

u 
（

iP
IC
）
の

4
氏
も
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
に
応
募
し
て
最
終
選
考
に
残
っ
た
た
め
に
選
考
委
員
会

か
ら
除
外
さ
れ
、
表
－

18
の
と
お
り
の
選
考
委
員
と
な
っ
た
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 

表
－
1
8
 
I
n
n
o
va
t
io
n
 R
e
se
ar
c
h
 A
c
ti
v
it
y
審
査
委
員
会
（
改
組
後
）

 
氏

 
名

 
所

 
属

 
P r

of
. T

ur
oo

p 
Lo

se
ng

e 
iC

B
 

Pr
of

. P
at

ric
k 

H
om

e 
iP

IC
 

P r
of

. M
ar

tin
 O

ba
nd

a 
iP

D
eC

 
D

r. 
Jo

hn
 K

in
yu

ru
 

iO
D

aV
 

（
チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）

 
日
本
人
専
門
家

 
（
工
学
教
育

/業
務
調
整
）

 
日
本
人
専
門
家

 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

 
2 −

6.
研
究
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
の
公
募

方
法
の
導
入

 

2-
6  

D
ev

el
op

m
en

t 
of

 p
ro

ce
du

re
s 

an
d 

p r
oc

es
s 

on
 t

he
 o

pe
n 

co
m

pe
tit

io
n 

fo
r 

re
se

ar
ch

 p
ro

po
sa

ls
 


 

20
14
年
に
パ
イ
ロ
ッ
ト
と
し
て
開
始
し
た
競
争
的
研
究
費
を
支
給
す
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
（
活

動
2-

4）
は
、

JK
U

A
T
の
研
究
基
盤
強
化
を
目
的
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
主
要
な
活
動
と
し
て
毎
年
実
施

さ
れ
た
。
研
究
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
の
選
抜
及
び
進
捗
状
況
の
チ
ェ
ッ
ク
・
評
価
は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
委

員
会
（

M
o n

ito
rin

g 
&

 E
va

lu
at

io
n 

C
om

m
itt

ee
）
が
担
当
し
、
研
究
資
金
受
給
者
は
会
計
報
告
も
必
須
で

あ
る
た
め
、
会
計
報
告
方
法
の
指
導
ま
で
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
が
行
っ
た
。
ま
た
、

20
19
年
度
の
選

抜
に
は
、
国
内
支
援
委
員
か
ら
の
イ
ン
プ
ッ
ト
も
踏
ま
え
た
、
分
野
横
断
的
な
学
際
的
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

優
先
す
る
方
針
へ
と
変
更
し
た
。

 

 
こ
れ
ら
の
活
動
は
機
材
の
供
与
や
日
本
で
の
研
修
に
加
え
て
、
メ
ン
バ
ー
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
保
つ
う

え
で
有
効
で
あ
っ
た
と
の
意
見
が
あ
る
一
方
で
、
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
以
降
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
半
で
は
、

メ
ン
バ
ー
の
多
忙
や
慣
れ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
費
の
減
少
等
が
重
な
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
の
士
気

が
多
少
低
下
し
た
時
期
も
あ
っ
た
。

 
2−

7.
JK

U
A

T/
PA

U
ST

I
の
教
員
を
対

象
と
し
た
研
究
プ

ロ
ポ
ー
ザ
ル
の
公

募
促
進

 

2-
7 

Pr
om

ot
io

n 
of

 
su

bm
is

si
on

 
of

 
re

se
ar

ch
 p

ro
po

sa
ls

 t
hr

ou
gh

 t
he

 o
pe

n 
co

m
pe

tit
io

n 
ta

rg
et

in
g 

yo
un

g 
re

se
ar

ch
er

s i
n 

JK
U

A
T/

PA
U

ST
I 


 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
以
降
も
、
同
様
に

PA
U

ST
Iの
学
生
対
象
（

2
年
次
開
始
時
）
に

R
es

ea
rc

h
に
関
す

る
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
し
て
お
り
、
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
代
表
が

R
es

ea
rc

h 
C

on
ce

pt
や

T h
em

at
ic

 A
re

a
の
説
明
を
行
い
、
研
究
活
動
を
促
進
し
て
い
る
。

 

2−
8.
採
択
さ
れ
た

研
究
の
実
施

 
2-

8 
Im

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 

se
le

ct
ed

 
r e

se
ar

ch
 p

ro
je

ct
s 


 

20
14
年
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
以
降
、

20
19
年
ま
で

In
no

va
tio

n 
R

es
ea

rc
h 

A
ct

iv
iti

y
が
採

択
・
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 

 

20
14
年
か
ら

2 0
19
年
ま
で
の
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
に
関
す
る
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
数
と
実
施
さ
れ

た
研
究
数
は
、
表
－

19
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
る
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 

表
－

1
9
 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
応
募
数
と
実
施
件
数

 
 

2 0
14

 
2 0

15
 

2 0
16

 
Su

b 
ta

sk
fo

rc
e 

Pr
op

os
al

s 
Fu

nd
ed

 
Pr

op
os

al
s 

Fu
nd

ed
 

Pr
op

os
al

s 
Fu

nd
ed

 
iP

IC
 

7 
7 

21
 

16
 

14
 

8 
iC

B
 

7 
7 

17
 

9 
24

 
8 

iC
M

oB
 

6 
6 

24
 

13
 

53
 

22
 

iO
D

a V
 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

iC
C

A
TS

 
- 

- 
- 

- 
- 

- 
In

te
r-

d i
sc

ip
lin

ar
y 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

To
ta

l 
20

 
20

 
62

 
38

 
91

 
38

 
 

 
2 0

17
 

2 0
18

 
2 0

19
 

Su
b 

ta
sk

fo
rc

e 
Pr

op
os

al
s 

Fu
nd

ed
 

Pr
op

os
al

s 
Fu

nd
ed

 
Pr

op
os

al
s 

Fu
nd

ed
 

iP
IC

 
26

 
10

 
27

 
7 

0 
0 

iC
B

 
80

 
10

 
25

 
7 

0 
0 

iC
M

oB
 

59
 

23
 

72
 

7 
0 

0 
iO

D
aV

 
23

 
8 

19
 

4 
0 

0 
iC

C
A

TS
 

- 
- 

- 
- 

- 
- 

In
te

r-
di

sc
ip

lin
ar

y 
4 

4 
6 

2 
47

 
2 

To
ta

l 
19

2 
55

 
14

9 
27

 
47

 
2 

G
ra

nd
 T

ot
al

 
56

1 
18

0 
 

 
 

 
出
典
：

R
ep

or
t o

n 
In

no
va

tio
n 

R
es

ea
rc

h 
Fu

nd
s 

by
 A

FR
IC

A
-a

i-J
A

PA
N

 P
ro

je
ct

 (
JI

C
A

) 
(J

FY
 2

01
4-

20
18

), 
as

 o
f 

A
pr

il 
20

19
. 

注
：

20
19
年
に
関
し
て
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
か
ら
の
聞
き
取
り
に
よ
り
、
表
を
作
成
し
た
（

2 0
19
年
に
採
択
さ
れ
た

研
究
は

2
件
の
み
と
な
っ
て
い
る
）
。

 
2−

9.
採
択
さ
れ
た

研
究
の
実
施
を
通

じ
た
研
究
者
（
教

員
/大
学
院
生
）
へ

の
実
践
的
な
研
修

の
実
施

 

2-
9 

Im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 t
ra

in
in

gs
 f

or
 

re
se

ar
ch

er
s 

th
ro

ug
h 

th
e 

pr
ac

tic
e 

of
 

s e
le

ct
ed

 re
se

ar
ch

 p
ro

je
ct

s 

上
記
、

2-
8
の
説
明
の
と
お
り
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
2 −

10
.研
究
進
捗
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実

施
と
報
告
会
の
開

催
 

2-
1 0

 Im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 m
on

ito
rin

g 
on

 
re

se
ar

ch
 p

ro
gr

es
s 

an
d 

ho
ld

in
g 

de
br

ie
f 

m
ee

tin
gs

 


 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
は
毎
年
、
採
択
時
、
中
間
、
終
了
時
の

3
回
、
報
告
会
を
実
施
し
て
い
る
。

 

 
参
考
資
料
：
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
（

20
19
年
度
の
終
了
時
発
表
会
の
様
子
）

 
ht

tp
://

jk
ua

t.a
c.

ke
/p

ro
je

ct
s/

af
ric

a-
ai

-ja
pa

n/
be

st
-p

re
se

nt
er

-a
w

ar
de

d-
fo

r-
in

no
va

tio
n-

re
se

ar
ch

-2
01

8-
20

19
/ 

ht
tp

://
jk

ua
t.a

c.
ke

/p
ro

je
ct

s/
af

ric
a-

ai
-ja

pa
n/

fin
al

-p
re

se
nt

at
io

ns
-o

f-
in

no
va

tio
n-

re
se

ar
ch

-p
ro

je
ct

s-
20

18
-

20
19

-s
ta

ge
d/

 
h t

tp
://

jk
ua

t.a
c.

ke
/p

ro
je

ct
s/

af
ric

a-
ai

-ja
p a

n/
fin

al
-p

re
se

nt
at

io
ns

-in
no

va
tio

n-
r e

se
ar

ch
-p

ro
je

ct
s-

s t
ag

ed
/ 

2 −
11

.研
究
成
果
の

取
り
ま
と
め
と
情

報
共
有
の
促
進

 

2-
1 1

 C
om

pi
la

tio
n 

of
 r

es
ea

rc
h 

re
su

lts
 

an
d 

pr
om

ot
io

n 
of

 in
fo

rm
at

io
n-

sh
ar

in
g 


 
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
情
報
共
有
に
つ
い
て
は
、

J K
U

A
T/

PA
U

ST
I主
催
の
定
例
カ
ン
フ
ァ
レ
ン

ス
（

5
月
の

SR
i C

on
fe

re
nc

e、
及
び

11
月
の

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c 
C

on
fe

re
nc

e）
や
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

リ
サ
ー
チ
の
中
間
報
告
会
・
最
終
報
告
会
の
よ
う
な
場
を
通
じ
て
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
研
究
成

果
を
公
表
し
て
い
る
。

 

 
ま
た

iP
IC
内
に
設
置
さ
れ
た
常
設
展
示
の
一
部
は
研
究
成
果
で
あ
り
、
（

iP
D

eC
を
通
じ
て
）
成
果
発
信

の
場
と
し
て
活
用
さ
れ
て
い
る
。

 

 
詳
細
は
、
成
果

3
の
指
標

3-
1
及
び

3-
2
を
参
照
の
こ
と
。

 
2 −

12
.研
究
論
文
の

査
読
付
き
学
術
誌

（
Pe

er
 R

ev
ie

w
ed

 
Jo

ur
na

l）
へ
の
投

稿
 

2-
1 2

 S
ub

m
is

si
on

 o
f 

pu
bl

ic
at

io
ns

 t
o 

pe
er

 re
vi

ew
ed

 jo
ur

na
ls

 

 
査
読
付
き
学
術
誌
（

Pe
er

 R
ev

ie
w

ed
 Jo

ur
na

l）
へ
投
稿
さ
れ
た
論
文
リ
ス
ト
は
、
「

A
b s

tra
ct

s o
f S

ci
en

tif
ic

 
Pu

bl
ic

at
io

ns
」
と
し
て
ま
と
め
ら
れ
た
（
詳
細
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
指
標

2、
成
果

2
の
指
標

2-
2

及
び

2-
3
を
参
照
）
。

 

 
投
稿
数
は
、
次
の
表
－

20
の
と
お
り
で
あ
る
。

 

表
－
2
0
 
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
と

P
A
U
ST
I
の
掲
載
論
文
数

 
年
度

 
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

 
PA

U
ST

I 
合
計

 
20

14
 

21
 

41
 

62
 

20
15

 
34

 
22

 
56

 
20

16
 

36
 

41
 

77
 

2 0
17

 
30

 
48

 
78

 
20

18
 

63
 

90
 

15
3 

20
19

 
9 

18
 

27
 

合
計

 
19

3 
26

0 
45

3 
出
典
：
「

A
bs

tra
ct

s o
f S

ci
en

tif
ic

 P
ub

lic
at

io
ns
」
を
基
に
調
査
団
作
成

 
2−

13
.採
択
さ
れ
た

研
究
成
果
を
ベ
ー

ス
に
し
た
全
体
戦

略
/計
画
の
レ
ビ

ュ
ー
と
更
新

 

2-
1 3

 
R

ev
ie

w
in

g 
an

d 
up

da
tin

g 
of

 
JK

U
A

T/
`P

A
U

ST
I 

m
id

-te
rm

 p
la

n 
on

 
ST

I 
ba

se
d 

on
 t

he
 r

es
ul

ts
 o

f 
se

le
ct

ed
 

re
se

ar
ch

 p
ro

je
ct

s 


 
詳
細
は
、
成
果

2
の
指
標

2-
1
を
参
照
。

 

 

20
15
年

7
月
に
は
、
リ
ト
リ
ー
ト
を
実
施
し
た
。
目
的
は
、
「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

1
年
目
（

20
14
年

6
月
か

ら
20

15
年

7
月
ま
で
）
の
活
動
の
総
ま
と
め
と
振
り
返
り
」
と
「
同
結
果
を
踏
ま
え
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

2
年
目
（

20
15
年

7
月
か
ら

20
16
年

6
月
）
の
活
動
の
計
画
策
定
」
及
び
「
第

6
回
ア
フ
リ
カ
開
発
会
議

（
TI

C
A

D
 V

I）
に
向
け
た
高
等
教
育
イ
ベ
ン
ト
の
計
画
」
「

PA
U

ST
I
と

JK
U

A
T
の
効
果
的
な
連
携
」

「
R

es
ea

rc
h 

C
ha

ir
へ
の
応
募
」
「

PA
U

ST
I/J

K
U

A
T
の
特
徴
づ
く
り
」
等
で
あ
る
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 

 
終
了
時
評
価
が
行
わ
れ
た

20
19
年
に
は
、

9
月
に
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
メ
ン
バ
ー
全
員
で

2
泊

3
日
の
合

宿
を
実
施
し
、

5
年
間
の
振
り
返
り
と
フ
ェ
ー
ズ

2
の
準
備
に
向
け
た
議
論
を
実
施
し
た
。

 
【
成
果

3】
 

3−
1.

JK
U

A
T/

PA
U

I S
TI
の
ウ
ェ
ブ
サ

イ
ト
を
通
じ
た
研

究
活
動
に
関
す
る

情
報
発
信

 

3-
1 

D
is

se
m

in
at

io
n 

of
 i

nf
or

m
at

io
n 

on
 

r e
se

ar
ch

 a
ct

iv
iti

es
 th

ro
ug

h 
th

e 
w

eb
si

te
 

of
 JK

U
A

T/
PA

U
ST

I 


 
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
委
員
会
が
組
織
さ
れ
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（

H
P）
更
新
等
を
行
っ

て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
次
の
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

 

 
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
委
員
会
は
、
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
週

1
回
程
度
開
催
し
、
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド
す
る
記
事
の
内
容
、

効
果
的
な
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
、
発
信
方
法
等
に
つ
い
て
協
議
・
検
討
を
行
っ
て
き
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

が
開
催
し
た
イ
ベ
ン
ト

/会
議
、
訪
問
客
、
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
が
行
っ
た
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
サ
ポ
ー
ト
し
た
短
期
研
修
者
へ
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
や
長
期
研
修
者
の
途
中
経
過
に
つ
い

て
の
記
事
等
も
掲
載
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
積
極
的
に
発
信
し
た
。
短
期
・
長
期
研
修
者
へ
の
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー
に
お
い
て
は
、
日
本
で
の
研
修
経
験
を

J K
U

A
T
で
活
用
す
る
計
画
に
つ
い
て
も
取
り
上
げ

る
こ
と
で
、
研
修
効
果
も
伝
え
る
工
夫
を
凝
ら
し
て
い
る
。

 

 
文
字
で
は
伝
わ
り
づ
ら
い
研
究
成
果
等
の
情
報
発
信
方
法
と
し
て
、
ビ
デ
オ
ク
リ
ッ
プ
を
用
い
た
現
場
の

「
音
」
「
声
」
を
届
け
る
た
め
の

Y
ou

Tu
be
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
開
設
し
た
。
定
期
的
な
コ
ン
テ
ン
ツ
の
作
成

や
充
実
化
、

Su
bs

cr
ib

er
や
視
聴
回
数
を
増
や
す
た
め
の
方
策
の
検
討
等
が
今
後
の
課
題
に
な
る
と
考
え
ら

れ
て
い
る
。

 

 
ま
た
、

PA
U

ST
I卒
業
生
の
母
国
で
の
活
躍
も
取
り
上
げ
て
、

PA
U

ST
Iで
の
勉
学
を
母
国
で
ど
の
よ
う
に

生
か
し
て
い
る
か
も
発
信
す
る
こ
と
で
、

PA
U

ST
Iの
教
育
・
研
究
指
導
の
成
果
の
周
知
も
行
っ
た
。
そ
の

背
景
と
し
て
は
、
就
職
活
動
を
行
っ
た
修
了
生
へ
の
聞
き
取
り
調
査
で
、
汎
ア
フ
リ
カ
大
学
（

PA
U
）
の

知
名
度
が
低
く
、
就
職
の
際
に
学
位
取
得
が
有
利
に
働
き
に
く
か
っ
た
こ
と
が
あ
る
、
と
の
意
見
が
あ
っ

た
こ
と
で
あ
る
。

 

 
他
の

PA
U
機
関
と
比
較
す
る
と
、
修
了
生
の
輩
出
も
研
究
成
果
も
順
調
に
出
し
て
お
り
、

PA
U

ST
I
が

PA
U
の
広
報
塔
と
し
て
の
役
割
を
担
っ
て
い
く
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
る
。

 

 

JK
U

A
T
予
算
で
発
行
さ
れ
る
季
刊
誌
（

A
gr

ite
ch

 N
ew

s）
へ
の
記
事
提
案
・
提
供
な
ど
も
行
い
、
定
期
的

に
学
内
全
体
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
成
果
を
発
信
し
て
い
る
。

 
➢

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
：

h t
tp

://
jk

ua
t.a

c.
ke

/p
ro

je
ct

s/
af

ric
a-

ai
-ja

p a
n/

 
➢

 
Y

ou
Tu

be
チ
ャ
ン
ネ
ル
：

 
ht

tp
s:

//w
w

w
.y

ou
tu

be
.c

om
/c

ha
nn

el
/U

C
dT

M
um

B
Q

dw
H

k8
K

v8
V

C
V

G
uE

Q
 

3−
2.
ア
フ
リ
カ
内

外
の
学
生
の
学
術

交
流
の
推
進

 

3-
2 

Pr
om

ot
io

n 
of

 a
ca

de
m

ic
 e

xc
ha

ng
e 

of
 st

ud
en

ts
 fr

om
 A

fr
ic

a 
an

d 
ov

er
se

as
 


 
中
間
評
価
（

20
16
年

11
月
）
で
は
、
「
ベ
ル
ギ
ー
、
日
本
、
ド
イ
ツ
、

PA
U
の
各
大
学
」
と
の
交
流
実

績
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。

 

 
中
間
報
告
以
降
で
は
、
具
体
的
な
交
流
の
記
録
と
し
て
、
次
の
活
動
が
あ
る
。

 
➢

 
立
命
館
大
学
学
部
生
等

10
名
の
「
オ
ナ
ー
ズ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
参
加
（

20
18
年

2
月
）

 
➢

 
岡
山
大
学
修
士

1
年
生
の

1
カ
月
の
研
究
滞
在
（

20
19
年

9
月
）
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
➢

 
ト
ビ
タ
テ
！
留
学

J A
PA

N
 
東
京
女
子
大
学
学
生

1
名
（

20
18
年

1
月
～

4
月
）

 
➢

 
鳥
取
大
学
学
生
が

iP
IC
で
も
の
づ
く
り
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
実
施
（

20
17
年

9
月
）

 
3−

3.
産
業
界
と
協

働
し
た
セ
ミ
ナ
ー

等
の
企
画
・
実
施

 

3-
3 

Pl
an

ni
ng

 a
nd

 i
m

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 

se
m

in
ar

s 
in

 c
ol

la
bo

ra
tio

n 
w

ith
 p

riv
at

e 
co

m
pa

ni
es

 


 
産
業
界
と
の
協
働
に
関
し
て
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
前
半
に
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
を
通
じ
た
企
業
と
の
コ
ネ
ク

シ
ョ
ン
を
試
み
た
が
、
成
果
は
芳
し
く
な
か
っ
た
。

 

 

20
18
年
か
ら

I n
no

va
tio

n 
In

cu
ba

tio
n 

Se
m

in
ar
を
開
始
し
、
ま
た

U
n i

ve
rs

ity
-I

n d
us

try
 L

i n
ka

ge
 W

o r
ks

ho
p

を
開
催
す
る
な
ど
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
盤
に
か
け
て
産
業
界
と
の
連
携
に
向
け
た
効
果
的
な
活
動
を
実

施
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
産
業
界
と
協
働
し
た
セ
ミ
ナ
ー
等
の
企
画
・
実
施
に
関
し
て
は
、
次
の
と
お
り
。

 

表
－

2
1
 
民
間
企
業
と
の
セ
ミ
ナ
ー
等
共
同
開
催
実
績

 

年
 

分
 
類

 
組
織
名

 
内

 
容

 
日
程

 
参
加
者

 
プ
レ

ゼ
ン

 

20
15

 

セ
ミ
ナ
ー

 
D

G
S 

(D
ig

ita
l 

G
rid

 
S o

lu
tio

ns
 

In
c.

) 

学
生
・
教
員
を
含
め
た
セ
ミ

ナ
ー
・
今
後
の
連
携
（
主
に
、

O
ff

-
G

rid
支
援
）
に
関
す
る
意
見
交

換
 

1
月

21
日

 
学
生
（

70
名
）

 
教
員
（

15
名
）

 
な
し

 

SR
i C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

C
en

tu
rio

n 
Sy

st
em

s 
Lt

d.
 

LI
W

A
 C

EO
（

D
r. 

K
. D

e s
ai
）
に

よ
り
大
学
と
産
業
界
と
の
共
同

研
究
活
動
に
つ
い
て
提
案
と
意

見
交
換

 

5
月

6
日

 
学
生
（

22
名
）

 
教
職
員
（

13
0
名
） 

49
 

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c,
 

Te
ch

no
lo

gi
ca

l 
an

d 
In

du
st

ria
lis

at
io

n 
C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

A
M

R
EF

 
H

ea
lth

 
A

fr
ic

a;
 

A
fr

ic
an

 
A

gr
ic

ul
tu

ra
l 

Te
ch

no
lo

gy
 

Fo
un

da
tio

n 
(A

A
TF

) 

JK
U

A
T 

C
on

fe
re

nc
e：

20
05
年

よ
り

JK
U

A
T
主
催
に
よ
り
毎

年
開
催
さ
れ
、
国
内
外
の
研
究

者
、
産
業
界
や
行
政
機
関
の
代

表
者
及
び
資
金
援
助
団
体
な
ど

と
、
研
究
成
果
や
研
究
動
向
に

関
す
る
意
見
交
換
を
行
い
、
産

業
の
発
展
に
貢
献
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
る
。

 

11
月

12
、

13
日

 

総
数

22
0
名

 
66

 

20
16

 

SR
i C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

C
om

cr
af

t 
G

ro
up

 o
f 

C
om

pa
ni

es
 

C
h a

irm
an

 a
nd

 C
EO
（

D
r. 

M
. 

C
ha

nd
ar

ia
）
に
よ
り
産
学
連
携

と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い
て

実
体
験
を
踏
ま
え
情
報
共
有

 

5
月

4
日

 
 

学
生
（

15
名
）

 
教
職
員
（

11
0
名
） 

42
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
 

年
 

分
 
類

 
組
織
名

 
内

 
容

 
日
程

 
参
加
者

 
プ
レ

ゼ
ン

 

2 0
16

 

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c,
 

Te
ch

no
lo

gi
ca

l 
a n

d 
In

du
st

ria
lis

at
io

n 
C

o n
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

B
io

di
ve

rs
ity

 
an

d 
So

ci
al

 
M

on
ito

rin
g 

at
 

W
i ld

lif
e 

W
o r

ks
 

S a
nc

tu
ar

y 
Lt

d 
R

ep
ro

du
ct

iv
e 

H
ea

lth
 

D
e p

ar
tm

en
t i

n 
P o

pu
la

tio
n 

C
o u

nc
il 

JK
U

A
T 

C
on

fe
re

nc
e（
上
記

に
同
じ
）

 
11
月

10
、

11
日

 

総
数

25
0
名

 
73

 

2 0
17

 

S R
i C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

C
e n

tu
rio

n 
S y

st
em

s L
td

 
S R

i C
on

fe
re

nc
e：

1 9
96
年
に

機
械
工
学
会
と
し
て
発
足

し
、

20
09
年
よ
り
現
在
の
会

議
名
と
な
っ
た
。
工
学
を
は

じ
め
、
環
境
や
自
然
科
学
に

お
け
る
研
究
成
果
の
発
表
機

会
を
提
供
し
、
研
究
者
間
の

意
見
交
換
の
場
と
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
い
る
。
今
後

は
、
産
業
界
か
ら
の
参
画
を

強
化
す
る
計
画
で
あ
る
。

 

5
月

2～
4

日
 

総
数

2 5
0
名

 
46

 

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c,
 

Te
ch

no
lo

gi
ca

l 
an

d 
In

du
st

ria
lis

at
io

n 
C

o n
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

 
JK

U
A

T 
C

on
fe

re
nc

e（
上
記

に
同
じ
）

 
11
月

23
、

24
日

 

総
数

26
0
名

 
72
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
 

年
 

分
 
類

 
組
織
名

 
内

 
容

 
日
程

 
参
加
者

 
プ
レ

ゼ
ン

 

2 0
18

 

SR
i C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

N
/A

 
SR

i C
on

fe
re

nc
e（
上
記
に
同

じ
）

 
5
月

2～
4

日
 

総
数

16
5
名

 
42

 

V
is

u a
liz

at
io

n 
S y

m
po

siu
m

 
P a

th
w

ay
s 

In
te

rn
at

io
na

l, 
U

SA
 

 
8
月

20
、

21
日

 

総
数

81
名

 
11

 

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c,
 

Te
c h

no
lo

gi
ca

l 
a n

d 
In

du
st

ria
lis

at
io

n 
C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

 
JK

U
A

T 
C

on
fe

re
nc

e（
上
記

に
同
じ
）

 
11
月

15
、

16
日

 

総
数

2 6
0
名

 
63

 

20
19

 

S R
i C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

 
S R

i C
on

fe
re

nc
e（
上
記
に
同

じ
）

 
5
月

8
～

10
日

 

総
数

1 3
0
名

 
41

 

JK
U

A
T 

Sc
ie

nt
ifi

c,
 

Te
ch

no
lo

gi
ca

l 
an

d 
In

du
st

ria
lis

at
io

n 
C

on
fe

re
nc

e 
（

JK
U

A
T
主
催
、

JI
C

A
共
催
）

 

 
JK

U
A

T 
C

on
fe

re
nc

e（
上
記

に
同
じ
）

 
11
月

14
、

15
日

 

 
 

出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 

表
－
2
2
 
I
n
n
o
va
t
io
n
 I
n
cu
ba
t
i
on
 
Se
m
in
a
r
実
績
 

年
 

組
織
名

/ス
ピ
ー
カ
ー

 
内

 
容

 
日

 
程

 
参
加

者
数

 

2 0
18

 

M
r. 

K
ag

un
da

 C
he

ge
, L

ea
de

rs
hi

p 
an

d 
C

or
po

ra
te

 C
oa

ch
, C

EO
, H

al
is

i G
ro

up
 

‘T
ra

ns
fo

rm
in

g 
A

fr
ic

a:
 In

no
va

tiv
e 

O
rg

an
iz

at
io

n 
St

ra
te

gy
’ 

8
月

23
日

 
31
名

 

P r
of

. J
es

pe
r V

as
el

l, 
D

ire
ct

or
, G

lo
ba

l 
D

ev
el

op
m

en
t H

ub
, K

TH
 R

oy
al

 
In

st
itu

te
 o

f T
ec

hn
ol

og
y 

‘F
ro

m
 R

es
ea

rc
h 

to
 B

us
in

es
s V

al
ue

 
an

d 
So

ci
et

al
 Im

pa
ct

-A
pp

ro
ac

he
s a

nd
 

M
et

ho
do

lo
gi

es
’ 

 
8
月

30
日

 
74
名

 

M
r. 

Fr
ed

 O
ch

ie
ng

 O
du

ke
, D

ire
ct

or
, 

A
g r

itr
ac

e 
C

on
su

lti
ng

 L
im

ite
d 

‘A
fr

ic
a ’

s C
ha

lle
ng

e 
of

 
C

o m
m

er
ci

al
iz

in
g 

In
no

va
tio

ns
: T

he
 

U
ni

B
R

A
IN

 S
to

ry
’ 

9
月

20
日

 
39
名

 

D
r. 

A
lla

n 
Pa

m
ba

, V
ic

e 
Pr

es
id

en
t, 

P h
ar

m
ac

eu
tic

al
s, 

Ea
st

 A
fr

ic
a 

&
 

G
ov

er
nm

en
t A

ff
ai

rs
, 

G
la

xo
Sm

ith
K

lin
e 

‘I
n n

ov
at

iv
e 

Sc
ie

nt
is

t, 
B

ill
io

na
ire

…
 

A
fr

ic
an

 ?
 -Y

e s
 w

e 
ca

n!
 ’ 

9
月

27
日

 
11

0
名

 

M
r. 

Sy
lv

an
ce

 S
an

ge
, D

ire
ct

or
, K

en
ya

 
In

du
st

ria
l P

ro
pe

rty
 In

st
itu

te
 (K

IP
I)

 
‘K

no
w

le
dg

e 
A

ss
et

s i
n 

A
ca

de
m

ia
’ 

10
月

11
日

 
22
名

 

D
r. 

Jo
na

th
an

 L
en

ch
ne

r, 
Ch

ie
f 

Sc
ie

nt
is

t, 
IB

M
 R

es
ea

rc
h 

A
fr

ic
a 

‘C
om

m
er

ci
al

iz
at

io
n 

of
 IC

T 
In

no
va

tio
ns

’ 
10
月

18
日

 
43
名

 

D
r. 

M
an

u 
C

ha
nd

ar
ia

, C
ha

ir 
an

d 
CE

O
, 

C
om

cr
af

t G
ro

up
 (S

te
el

 a
nd

 
A

lu
m

in
um

) 

‘U
n i

ve
rs

ity
 C

ha
lle

ng
e 

to
w

ar
ds

 
In

du
st

ria
liz

at
io

n’
 

10
月

29
日

 
10

4
名

 

D
r. 

M
os

es
 A

lo
bo

, P
ro

gr
am

m
e 

M
an

ag
er

, G
ra

nd
 C

ha
lle

ng
es

 A
fr

ic
a,

 
A

fr
ic

a 
A

ca
de

m
y 

of
 S

ci
en

ce
s (

A
A

S)
 

‘I
n n

ov
at

io
ns

 a
nd

 In
no

va
tio

ns
 su

pp
or

t- 
B

e y
on

d 
re

se
ar

ch
’ 

11
月

1
日

 
1 4

1
名

 

Pr
of

. B
ita

ng
e 

N
de

m
o,

 A
ss

oc
ia

te
 

P r
of

es
so

r o
f E

nt
re

pr
en

eu
rs

hi
p,

 
U

n i
ve

rs
ity

 o
f N

ai
ro

bi
, S

ch
oo

l o
f 

B
us

in
es

s 

‘D
ig

ita
l E

co
no

m
y,

 h
ow

 c
an

 y
ou

ng
 

A
fr

ic
an

s h
ar

ne
ss

 d
is

ru
pt

iv
e 

te
c h

no
lo

gi
es

 to
 c

re
at

e 
fu

tu
re

 jo
bs

 a
nd

 
th

ei
r r

el
ev

an
ce

 fo
r t

he
 Y

ou
th

 a
nd

 
fu

tu
re

 g
en

er
at

io
ns

 o
f A

fr
ic

a’
 

11
月

2
日

 
64
名

 

2 0
19

 
In

cu
ba

tio
n 

Se
m

in
ar

 
終
了
時
評
価
時
点
で

3
回
実
施
（
年
度
内
に
全

6
回
実
施
予
定
）

 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料

 
      

– 124 –



 

活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 

表
－
2
3
 
U
n
i
v
er
s
it
y
-I
n
du
st
r
y
 L
i
nk
a
ge
 
Wo
r
ks
h
op
登
壇
企
業
一
覧

 
 

組
織
名

/出
席
企
業
名

 
分

 
野

 
1 

A
v i

va
 T

ec
hn

ol
og

ie
s L

im
ite

d 
IT

/ IC
T 

2 
K

yo
ik

u 
Jy

oh
o 

Se
rv

ic
e（
教
育
情
報
サ
ー
ビ
ス
）

 
IT

/IC
T 

3 
K

e n
ya

 E
le

ct
ric

ity
 T

ra
ns

m
is

si
on

 C
om

pa
ny

 (K
ET

R
A

C
O

) 
En

gi
ne

er
in

g 
4 

K
en

ya
 E

le
ct

ric
ity

 G
en

er
at

in
g 

Co
m

pa
ny

 (K
EN

G
EN

) 
En

gi
ne

er
in

g 
5 

M
ob

iu
s M

ot
or

s 
En

gi
ne

er
in

g 
6 

K
en

ya
 M

ot
or

 R
ep

ai
re

rs
 A

ss
oc

ia
tio

n 
En

gi
ne

er
in

g 
7 

G
M

S 
N

ai
ro

bi
 

Ph
ar

m
ac

eu
tic

al
 

8 
R

e a
l I

PM
 C

om
pa

ny
 (K

en
ya

 L
td

) 
A

g r
ic

ul
tu

re
 

9 
K

op
pe

rt 
Bi

ol
og

ic
al

 S
ys

te
m

s 
A

gr
ic

ul
tu

re
 

10
 

D
u d

ut
ec

h 
A

g r
ic

ul
tu

re
 

11
 

Sm
ar

t L
og

is
tic

s 
A

gr
ic

ul
tu

re
 

12
 

In
st

itu
te

 o
f F

oo
d 

B
io

re
so

ur
ce

s T
ec

hn
ol

og
y,

 
D

e d
an

 K
im

at
hi

 U
ni

ve
rs

ity
 o

f T
ec

hn
ol

og
y 

U
n i

ve
rs

ity
 

13
 

M
-s

ha
m

ba
 

A
gr

ic
ul

tu
re

 
14

 
C

he
ru

be
t L

td
 

A
gr

ic
ul

tu
re

 
15

 
Fl

or
al

ife
 

A
gr

ic
ul

tu
re

 
出
典
：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
資
料

 
3−

4.
JK

U
A

T/
PA

U
ST

I
の
研
究
成
果

に
係
る
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

/発
表
会
の

開
催

 

3-
4 

H
ol

di
ng

 o
f w

or
ks

ho
ps

/e
xh

ib
iti

on
s 

o n
 S

TI
 re

su
lts

 o
f J

K
U

A
T/

PA
U

ST
I 


 
活
動

2-
11
で
示
し
た
よ
う
に

iP
IC
の
展
示
ス
ペ
ー
ス
で
訪
問
者
に
対
し
て
研
究
成
果
を
展
示
し
て
い
る
。

 

 
そ
の
他
の
事
例
と
し
て
、
食
品
科
学
科
で
ジ
ュ
ー
ス
絞
り
機
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
実
施
し
た
。

 

以
上
で
、
「
活
動
」
の
実
施
状
況
の
項
終
了
。
小
項
目
〔
実
施
プ
ロ
セ
ス
（
活
動
実
施
の
デ
ー
タ
）
〕
再
開

 
1.

2 
技
術
移
転
の

方
法

 
1.

2.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
を
通
じ

て
、

C
/P
へ
の
技
術
移
転
は
適
切
に
行
わ

れ
た
か
。

 


 
主
な
技
術
移
転
は
、

JK
U

A
T/

PA
U

ST
Iで
の
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
中
の
「
研
究
」
を
通
じ
て
行

わ
れ
て
い
る
。

 

1.
3 
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
・
シ
ス
テ
ム

 
1.

3.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
管
理
は

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
た

か
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
は
適
切
に
フ

ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

軌
道
修
正
に
活
用
さ
れ
た
か
。

 


 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
状
況
は
活
動
ご
と
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
実
施
さ
れ
、
進
捗
状
況
が
報
告
さ
れ
た
。

ま
た
、
そ
の
情
報
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
記
事
等
に
よ
り
発
信
さ
れ
て
い
る
。

 

 
一
方
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
う
ま
く
で
き
た
と
こ
ろ
と
で
き
な
か
っ
た
と
こ
ろ
と
し
て
、
研
修
実
施
後
の
参

加
者
の
理
解
度
の
追
跡
調
査
が
あ
り
、
今
後
、
同
様
の
指
標
設
定
の
場
合
に
は
課
題
と
な
る
。

 

 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
結
果
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
適
切
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
、
軌
道
修
正
に
活
用
さ
れ

た
（
「
中
間
評
価
報
告
書
」
も
そ
の
一
つ
）
。

 

– 125 –



 

活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
1 .

3.
2
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
に
よ
り
、

活
動
は
適
切
に
記
録
さ
れ
た
か
。
能
力

強
化
研
修
後
の
成
果
（
ア
チ
ー
ブ
メ
ン

ト
、
理
解
度
）
の
確
認
は
適
切
に
行
わ
れ

た
か
。

 


 
指
標

1-
3「

J K
U

A
T/

PA
U

ST
Iの
少
な
く
と
も

25
名
の
ス
タ
ッ
フ
が
、
機
械
及
び
機
器
の
運
用
と
保
守
に

関
す
る
能
力
開
発
研
修
に
参
加
し
、
す
べ
て
の
参
加
者
が
担
当
の
機
械
及
び
機
器
の
保
守
に
つ
い
て

10
0％
理
解
す
る
」
に
関
し
て
は
、
「
理
解
度
の
確
認
」
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
を
通
し
て
、
明
示
的
な
試

験
等
で
は
行
わ
れ
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
終
了
時
評
価
時
に
研
修
参
加
者
に
対
し
て
個
別
で
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー
を
行
っ
た
。

 

 
ま
た
、
能
力
強
化
の
活
動
と
し
て
、
短
期
専
門
家
、
長
期
専
門
家
に
よ
る
ケ
ニ
ア
国
内
で
の
研
修
及
び
本

邦
研
修
に
よ
っ
て
機
材
の
運
用
保
守
に
関
す
る
研
修
が
実
施
さ
れ
た
。
研
修
を
受
け
た
者
は
、
研
究
活
動

に
研
修
で
の
技
術
や
知
識
を
使
っ
て
い
る
こ
と
や
少
人
数
の
研
修
セ
ミ
ナ
ー
を
行
い
講
師
と
し
て
研
修
成

果
を
共
有
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
研
修
生
の
理
解
度
は
総
じ
て
高
い
と
判
断
さ
れ
る
。

 
1.

3.
3 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
で
さ
れ
た
提
言

に
よ
る
、
軌
道
修
正
は
適
切
に
実
施
さ

れ
た
か
。

 


 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
で
は
、
①
論
文
の
数
と
②
機
材
の
維
持
管
理
（

C
eS

EM
の
立
ち
上
げ
）
が
二
つ
の
主
要
な

提
言
で
あ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
の
延
長
に
よ
り
重
点
的
に
軌
道
修
正
が
行
わ
れ
た
。

 

1 .
4 
意
思
決
定
過

程
 

1 .
4.

1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
意
思
決
定
過

程
は
、

PD
M
の
変
更
、

PO
の
変
更
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
延
長
後
、
等
に
お
い
て
、
適

切
だ
っ
た
か
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
、

JC
C
、

JI
C

A
）
。

 


 
合
同
調
整
委
員
会
（

J C
C
）
が
毎
年
開
催
さ
れ
、
す
べ
て
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
意
思
決
定
が
同
委
員

会
で
行
わ
れ
た
。

 

1.
5
 
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン

 
1.

5.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
間
ま
た

は
関
係
組
織
間
に
意
思
疎
通
の
問
題
は

な
か
っ
た
か
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗

に
影
響
は
な
か
っ
た
か
（
専
門
家
と

C
/P
）
。

 


 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
、
極
め
て
良
好
に
行
わ
れ
て
い
る
。
背
景
に
は
、

日
本
人
専
門
家
に
よ
る
各
種
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
ほ
か
、
各

C
/P
が
頻
繁
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
オ
フ
ィ

ス
を
訪
れ
情
報
交
換
等
を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
以
外
に
も
、
日
本
人
専
門
家
が
学
長

や
PD
及
び

PM
で
あ
る
副
学
長
（

D
V

C
、

R
PE
）
の
事
務
所
を
頻
繁
に
訪
問
し
情
報
共
有
や
意
思
決
定
を

行
っ
て
い
る
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
連
す
る
諸
活
動
を
ほ
ぼ
遅
滞
な
く
進
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

C
C

O
の
チ
ー
フ
が
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
メ
ン
バ
ー
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
連
の
情
報
が

広
報
室
に
も
共
有
さ
れ
て
い
る
。

 

 

C
/P
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
よ
れ
ば
、
学
長
（

V
C
）
、

D
V

C
等
に
よ
る
日
本
人
専
門
家
へ
の
評
価
は
非
常

に
高
く
、
現
時
点
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
つ
い
て
大
き
な
修
正
・
改
善
の
要
望
も
出
て
い
な
い
。
ま

た
、
日
本
人
専
門
家
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
で
も
、

C
/P
の
積
極
的
な
協
力
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
円
滑
に
進

め
る
た
め
に
貢
献
し
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
そ
の
他
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
所
に
勤
務
し
て
い
る
各

ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
タ
ッ
フ
も
、
日
本
人
専
門
家
と
協
力
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
進
め
て
い
る
。

 
1.

5.
2 
日
本
人
専
門
家
の
引
き
継
ぎ
は
、

適
切
に
行
わ
れ
た
か
。

 

 
中
間
評
価
報
告
後
、
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
と
調
整
員
の
交
代
が
あ
っ
た
が
、
角
田
リ
ー
ダ
ー
か
ら
小
疇
リ
ー

ダ
ー
へ
の
、
業
務
調
整
の
小
田
専
門
家
か
ら
青
木
専
門
家
へ
の
、
そ
れ
ぞ
れ
の
引
き
継
ぎ
は
適
切
に
行
わ

れ
、
問
題
は
み
ら
れ
な
い
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
1 .

6 
オ
ー
ナ
ー
シ

ッ
プ

 
1 .

6.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
実
施
の
主

体
は
ケ
ニ
ア
側

C
/P
（
機
関
）
で
、
日
本

人
専
門
家
は
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
機

能
し
て
い
る
か
。

 

【
実
施
機
関
】

 

 
学
長
の
積
極
的
な
支
援
の
ほ
か
、
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
を
中
心
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
全
般
が

C
/P
主
導
で

進
め
ら
れ
つ
つ
あ
り
、
高
い
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
確
認
で
き
た
。

C
/P
が
日
本
の

O
D

A
の
方
針
・
実
施
方

法
等
に
つ
い
て
よ
く
理
解
し
て
い
る
こ
と
も
強
く
関
係
し
て
い
る
。

C
/P
が
日
本
の

O
D

A
を
理
解
し
て
い

る
背
景
に
は
、

19
80
年
代
か
ら
の
日
本
の
ケ
ニ
ア
国
支
援
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
以
前
か
ら
の
関
係
者
間

の
信
頼
関
係
（
日
本
で
の
研
修
経
験
、
日
本
の
大
学
で
の
博
士
号
取
得
、
長
期
・
短
期
専
門
家
と
の
人
的

つ
な
が
り
）
等
の
構
築
が
あ
る
。

 
【
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
や
関
係
組
織
】

 

 
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
及
び
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
メ
ン
バ
ー
の
多
く
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
内
容
及
び

自
身
の
役
割
に
つ
い
て
理
解
し
て
お
り
、
お
お
む
ね
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
い
え
る
。
今
後
は
、

メ
ン
バ
ー
の
世
代
交
代
を
意
識
し
た
組
織
づ
く
り
及
び
人
材
の
確
保
に
向
け
た
取
り
組
み
が
必
要
で
あ

る
。

 
【
予
算
】

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
当
初
か
ら
、
ほ
ぼ
予
定
ど
お
り
に
予
算
の
執
行
が
行
わ
れ
て
い
る
。
他
方
、
機
材
の

調
達
・
修
理
に
つ
い
て
は
、
主
体
性
を
も
っ
て
支
援
を
行
っ
て
い
な
か
っ
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
半
で
は
、

「
C

eS
EM
」
が
立
ち
上
が
っ
た
こ
と
か
ら
、
未
知
数
の
部
分
が
多
い
も
の
の
、

C
eS

EM
が
修
理
代
を
回
収

す
る
こ
と
に
よ
る
、
依
存
性
か
ら
の
脱
却
と
、
財
政
的
な
自
立
、
さ
ら
に
組
織
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
が
醸

成
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
⇒
フ
ェ
ー
ズ

2
へ
の
課
題
。

 
1 .

7 
支
援
体
制

 
1 .

7.
1 
日
本
側
、
ケ
ニ
ア
側
の
関
係
組
織

か
ら
の
支
援
体
制
（
実
施
体
制
、
迅
速
な

対
応
・
助
言
、
関
係
機
関
と
の
調
整
等
、

制
度
面
で
の
調
整
）
は
適
切
だ
っ
た
か
。

 


 
日
本
側
、
ケ
ニ
ア
側
の
関
係
組
織
か
ら
の
支
援
体
制
に
関
し
て
、
特
に
問
題
は
な
い
。

 

1.
8 
連
携
協
力
体

制
の
構
築

 
1.

8.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
、
他
機

関
、
民
間
企
業
、
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
ド

ナ
ー
と
の
協
力
・
連
携
体
制
の
構
築
状

況
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
。

 


 

PA
U
の

K
ey

 T
he

m
at

ic
 P

ar
tn

er
 M

ee
tin

g
を
通
じ
て
、
他
の

PA
U
ド
ナ
ー
と
の
情
報
交
換
を
行
っ
て
い

る
。

 

 

PA
U
（
ア
フ
リ
カ
連
合
：

A
U
）
の
予
算
で

PA
U

ST
I
に
エ
ジ
プ
ト
日
本
科
学
技
術
大
学
（

E g
yp

t-J
ap

an
 

U
ni

ve
rs

ity
 o

f S
ci

en
ce

 an
d 

Te
ch

no
lo

gy
：

E-
JU

ST
）
の
教
員
が
派
遣
さ
れ
て
お
り
、
連
携
体
制
が
存
在
し

て
い
る
。

 
1 .

9 
PD

M
の
指

標
 

1 .
9.

1 
PD

M
の
指
標
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

目
標
や
成
果
に
対
し
て
適
切
か
（
数
値
、

指
標
の
内
容
自
体
）
。

 


 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
績
を
評
価
す
る
た
め
に
、
ロ
ジ
カ
ル
・
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
で
は
指
標
（
ゴ
ー
ル
）
が
設

定
さ
れ
、
成
果
や
目
標
の
「
到
達
度
」
が
測
定
さ
れ
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

PD
M
に
も
指
標
が
設
定
さ

れ
て
い
た
が
、
適
切
性
に
関
す
る
問
題
が
少
な
か
ら
ず
確
認
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
①
活
動
に
書
か
れ
て
い

な
い
こ
と
が
指
標
に
設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
（
プ
ロ
目
指
標

1「
情
報
の
“
定
期
的
な
”
更
新
」
）
、
②
評

価
理
由
と
評
数
値
が
不
明
瞭
な
も
の
（
上
位
目
標
指
標
「
卒
業
生
の
“

80
％
以
上
”
が

1
年
以
内
に
民
間
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
企
業
や
学
術
機
関
に
雇
用
さ
れ
る
」
）
、
③
検
証
が
困
難
な
指
標
が
設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
（
上
位
目
標

指
標
「
卒
業
生
の

80
％
以
上
が
雇
用
さ
れ
る
」
）
等
で
あ
る
。

 

 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
報
告
書
に
も
記
載
の
と
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
は
、
相
手
国
や

C
/P
機
関
状
況
が

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
に
動
き
、
そ
の
状
況
に
可
能
な
限
り
柔
軟
に
応
じ
る
こ
と
で

PD
M
以
上
の
成
果
や
予
期

せ
ぬ
相
乗
効
果
な
ど
が
得
ら
れ
る
可
能
性
も
あ
る
。

 

 
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
状
況
の
変
化
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
も
対
応
す
る
こ
と
を
考
え
る
と
、

PD
M
を
柔
軟
に
修
正

し
運
用
す
る
仕
掛
け
を

PD
M
内
に
組
み
込
む
方
法
も
検
討
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

 
2
 
そ
の
他
影
響

を
及
ぼ
す
よ
う
な

状
況
の
有
無

 

2 .
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
部
で
、
実
施
プ
ロ

セ
ス
に
影
響
を
与
え
る
よ
う
な
問
題
等

は
な
い
か
。

 


 

PA
U
に
よ
る
奨
学
金
支
給
の
遅
れ
に
よ
り
、
第

6
コ
ホ
ー
ト
の
学
生
の
入
学
が

3
カ
月
遅
れ
た
こ
と
。

 

2.
2
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
時
の
前
提
か

ら
変
化
し
た
状
況
は
な
い
か
。
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
を
と
り
ま
く
状
況
で
実
施
に
影

響
を
及
ぼ
し
て
い
る
事
柄
等
は
な
い

か
。

 


 
促
進
要
因
、
阻
害
要
因
（
聞
き
取
り
）
は
、
面
談
記
録
、
報
告
書
の
と
お
り
。

 

3
 
中
間
レ
ビ

ュ
ー
の
提
言
へ
の

対
応

 

3 .
1 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
に
お
い
て
、
合
同
評

価
調
査
団
か
ら
の
提
言
に
つ
い
て
の
対

応
は
さ
れ
た
か
。

 


 
お
お
む
ね
対
応
さ
れ
て
い
た
。
詳
細
は
以
下
の
と
お
り
、
対
処
方
針
会
議
の
資
料
に
沿
っ
て
述
べ
る
。

 

 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
時
の
指
摘

 
そ
の
後
の
課
題

 
対
処
方
針
案
・
留
意
点

 
実
績
・
活
動
・
成
果

 
JK

U
A

T/
PA

U
ST

I
の
研
究
者
等
の
機
材
操
作
・
整

備
に
関
す
る
研
修
参
加
後
の
習
熟
度
と
そ
の
追
跡

調
査
（
成
果

1－
指
標

3）
 

供
与
機
材
に
関
す
る
研
修
実
施
状
況
に
つ
い
て
は
デ
ー
タ
が
あ
る

も
の
の
、
習
熟
度
調
査
と
そ
の
追
跡
調
査
は
実
施
で
き
て
お
ら
ず
、

習
熟
度
を
測
る
デ
ー
タ
の
提
示
が
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
他
の
手

段
で
習
熟
度
を
示
す
こ
と
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
よ
り
提
案
さ
れ
て
い

る
た
め
、
代
替
デ
ー
タ
と
聞
き
取
り
か
ら
状
況
確
認
及
び
記
載
方
法

を
検
討
す
る
。

 


 
研
修
参
加
者
は
、
研
修
終
了
後
、
後
進
の
指
導
に
あ
た
れ
る
く

ら
い
は
技
術
を
身
に
付
け
て
い
た
。
し
た
が
っ
て
、
習
熟
度
は

高
い
と
想
定
さ
れ
る
。

 

 
ま
た
、
終
了
時
評
価
で
の
聞
き
取
り
調
査
で
は
、
理
解
度
は
高

か
っ
た
。

 

【
長
期
計
画
】（
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の

K
ey

 
Th

em
at

ic
 A

re
as
に
関
す
る
研
究
の
実
施
と
そ
の
成

果
）
の
う
ち
特
に
分
野
間
の
技
術
の
融
合
に
よ
る

総
合
研
究
活
動
の
強
化
・
推
奨

 

最
終
年
度
は
特
に
分
野
横
断
的
な
研
究
に

In
no

va
tio

n 
R

es
ea

rc
h 

Fu
nd
を
支
給
し
た
た
め
、
そ
の
結
果
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
サ
ブ
・

タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
か
ら
の
デ
ー
タ
収
集
あ
る
い
は
聞
き
取
り
に
よ

り
確
認
す
る
。

 


 

20
19
年
度
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
募
集
で
は
、
応
募

の
条
件
と
し
て
、
複
数
分
野
の
融
合
領
域
に
関
す
る
テ
ー
マ

（
分
野
横
断
的
な
研
究
）
に
限
定
し
て
募
集
を
か
け
、
選
考
を

行
っ
た
。
結
果
と
し
て
、

47
件
の
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
出
願
（
応
募
）

が
あ
り
、
そ
の
う
ち

2
件
が
採
択
さ
れ
た
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
時
の
指
摘

 
そ
の
後
の
課
題

 
対
処
方
針
案
・
留
意
点

 
実
績
・
活
動
・
成
果

 
若
手
研
究
者
を
対
象
と
し
た
さ
ら
な
る

O
JT
の
実

施
（
成
果

2－
指
標

3）
 

短
期
専
門
家
派
遣
も
通
じ
て
本
邦
大
学
教
員
に
よ
る
研
修
も
実
施

し
て
お
り
、
研
修
全
体
の
参
加
人
数
を
確
認
す
る
。

 

 

2 0
18
年
に
は
、
短
期
専
門
家

3
名
が
派
遣
さ
れ

O
JT
に
よ
る

指
導
が
行
わ
れ
、
ケ
ニ
ア
側
は

1
名
が
参
加
し
研
修
が
行
わ
れ

た
。

 

 
短
期
専
門
家
以
外
に
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
サ
ー
チ
の
実
施

も
、
若
手
研
究
者
の

O
JT
と
し
て
機
能
し
て
い
る
。

 
研
究
成
果
の
実
用
化
に
向
け
た
、
各
種
カ
ン
フ
ァ

レ
ン
ス
や
フ
ェ
ア
へ
の
出
展
、
民
間
企
業
と
の
連

携
活
動
の
推
進
（
成
果

3－
指
標

2）
 

JK
U

A
T
内
外
で
開
催
さ
れ
た
フ
ェ
ア
や
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
へ
の
出

展
実
績
や
、
最
終
年
度
よ
り
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー
中

心
に
開
始
し
民
間
企
業
等
か
ら
講
師
を
招
い
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

リ
サ
ー
チ
セ
ミ
ナ
ー
の
実
績
に
つ
い
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
サ

ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー
か
ら
の
デ
ー
タ
収
集
あ
る
い
は
聞

き
取
り
を
通
じ
て
確
認
す
る
。
指
標
の
達
成
が
難
し
い
場
合
に
は
、

2 0
19
年
度
よ
り
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
を
中
心
に
取
り
組
ん
で

い
る
民
間
企
業
訪
問
等
の
実
績
で
補
強
す
る
。

 


 
民
間
企
業
と
の
連
携
活
動
と
し
て
、

20
18
年
度
よ
り
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
・
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
セ
ミ
ナ
ー
（

In
no

va
tio

n 
In

cu
ba

tio
n 

Se
m

in
ar
）
が
開
催
さ
れ
、

20
19
年
度
も
継
続
し
て

実
施
し
て
い
る
。

 

 

2 0
19
年

3
月
に
は
、
大
学
と
産
業
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

（
U

ni
ve

rs
ity

-In
du

st
ry

 L
in

ka
ge

 W
or

ks
ho

p）
が
開
催
さ
れ
た
。 


 
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
に
よ
る
会
社
訪
問
を
、

2 0
19
年
に

実
施
し
た
。

 
【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
】
施
設
・
機
材
整
備
実
施

（
指
標

1）
に
あ
た
っ
て
の

JK
U

A
T
側
主
導
の
計

画
策
定
及
び
予
算
措
置

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
技
術
的
な
指
導
、
体
制
強
化
や
予
算
措
置
に

向
け
て

JK
U

A
T
側
へ
働
き
か
け
を
行
っ
た
結
果
、

JK
U

A
T
が
自

主
的
に
施
設
・
機
材
整
備
を
行
え
る
環
境
が
整
い
、
能
力
が
強
化
さ

れ
た
か
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
及
び
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー
）

へ
の
聞
き
取
り
等
を
通
じ
て
確
認
す
る
。

 


 
機
材
整
備
を
行
う
環
境
と
し
て
、

C
eS

EM
が
確
立
さ
れ
、
機
材

の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
や
修
理
が
実
施
さ
れ
始
め
て
い
る
。

 

JK
U

A
T/

PA
U

ST
I
に
よ
る
年
間

10
0
本
の
学
術
雑

誌
等
へ
の
論
文
掲
載
（
指
標

2）
に
つ
い
て

20
14
年

度
以
降
の
未
達
及
び
論
文
掲
載
状
況
を
把
握
す
る

体
制
の
未
整
備

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
っ
て
、
各
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
及
び

PA
U

ST
I卒
業
生
の
論
文
掲
載
数
を
再
確
認
し
、
論
文
掲
載
状
況
を

把
握
可
能
に
す
る
仕
組
み
づ
く
り
に
つ
い
て

JK
U

A
T
側
に
申
し
入

れ
を
行
っ
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
延
長
後
の
掲
載
本
数
を
確
認

し
、
論
文
掲
載
状
況
を
把
握
す
る
仕
組
み
づ
く
り
の
状
況
・
結
果
等

は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
及
び
、
必
要
に
応
じ
て

JK
U

A
T
側
関
係
者
）

へ
の
聞
き
取
り
を
通
じ
て
確
認
す
る
。

 


 
査
読
付
き
学
術
誌
（

Pe
er

 R
ev

ie
w

ed
 Jo

ur
na

l）
へ
投
稿
さ
れ
た

論
文
リ
ス
ト
は
「

A
bs

tra
ct

s o
f S

ci
en

tif
ic

 P
ub

lic
at

io
ns
」
と
し

て
ま
と
め
ら
れ
た
。
詳
細
は
「
表
－

20
 
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
と

PA
U

ST
Iの
掲
載
論
文
数
」
の
と
お
り
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
時
の
指
摘

 
そ
の
後
の
課
題

 
対
処
方
針
案
・
留
意
点

 
実
績
・
活
動
・
成
果

 
【
上
位
目
標
】

P A
U

ST
I修
了
生
は
修
了
式
前
に
各

国
に
帰
国
し
て
し
ま
う
ケ
ー
ス
が
多
く
卒
業
生
の

進
路
調
査
が
困
難

 

卒
業
生
の
就
職
率
の
み
で
指
標
達
成
度
合
い
を
測
る
こ
と
が
難
し

い
可
能
性
が
高
い
た
め
、
代
替
デ
ー
タ
に
よ
る
補
完
手
段
を
検
討
す

る
。

 


 

P A
U

ST
I修
了
生
の
動
向
に
関
す
る
「
指
標
」
を
修
了
生
の
進

路
（
就
職
率
）
と
し
た
場
合
、
卒
業
生
は
そ
れ
ぞ
れ
の
出
身
国

に
帰
り
、
連
絡
方
法
も
な
く
な
る
た
め
に
追
跡
調
査
は
難
し

く
、
「
卒
業
生
の
進
路
状
況
」
に
替
わ
る
「
補
完
手
段
」
は
な

い
。

 

 
そ
の
た
め
、

PA
U

ST
I卒
業
生
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
の
重

要
性
が
認
識
さ
れ
始
め
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、

PA
U

ST
I 

A
lu

m
ni
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
仕
組
み
づ
く
り
に
つ
い
て
準
備
中

で
あ
る
。

 

 
（
考
察
：
指
標
の
適
切
性
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了

3
年
後
の
望

ま
し
い
姿
と
し
て
の
適
切
な
指
標
と
す
る
こ
と
が
肝
要
で
あ

る
。
そ
の
意
味
で
、
上
位
目
標
は
、
「

P A
U

ST
I修
了
生
が
社

会
に
出
て
、
も
し
く
は
大
学
に
残
り
、
も
し
く
は
起
業
し
て
、

社
会
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
変
化
が
生
じ
る
か
」
の
具
体
的
な

ゴ
ー
ル
が
指
標
と
し
て
適
切
で
あ
る
と
考
え
る
。
ま
た
、
検
証

可
能
な
指
標
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
【
各
活
動
の
実
施
状
況
】

 
活
動

1-
1「
研
究
機
材
の
現
況
調
査
の
実
施
」

 
機
材
リ
ス
ト
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
記
録
の
未
整
備

 

機
材
リ
ス
ト
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
記
録
の
有
無
に
つ
い
て
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
通
じ
て
確
認
す
る
。

 

 
機
材
リ
ス
ト
は

C
eS

EM
を
中
心
に
整
備
さ
れ
、
オ
ン
ラ
イ
ン

上
に
掲
載
さ
れ
、
学
内
関
係
者
の
ア
ク
セ
ス
が
可
能
と
な
っ

た
。

 

 
ま
た
、

20
19
年

5
月
ま
で
に
、

12
の
機
材
修
理
が
行
わ
れ
た
。

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
延
長
に
伴
い
実
施
と
な
っ
た
施

設
・
機
材
整
備
の
能
力
強
化
に
つ
な
が
る
活
動
（
主

に
1-

4「
既
存
の
機
材
維
持
管
理
シ
ス
テ
ム
の
レ
ビ

ュ
ー
と
課
題
抽
出
」
、

1-
5「
機
材
維
持
管
理
に
係

る
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
の
整
備
と
更
新
」
、

1-
6「
機
材

維
持
管
理
を
担
う
人
材
へ
の
研
修
実
施
」
、

1-
7「
各

ラ
ボ
の
人
員
、
機
材
に
関
す
る
情
報
整
理
、
更
新
及

び
発
信
」
）
の
進
捗

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー
か
ら
の
情

報
収
集
や
聞
き
取
り
調
査
を
通
じ
て
確
認
す
る
。

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
専
門
家
か
ら
の
聞
き
取
り
で
は
、
①
機
材
の
管

理
は
各
学
科
で
行
っ
て
い
る
、
②
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
マ
ニ
ュ
ア

ル
も
各
学
科
で
準
備
し
て
い
る
、
と
の
こ
と
で
あ
る
。

 

 
機
材
維
持
管
理
を
担
う
人
材
は
、
技
官
で
学
生
の
実
習
も
担
当

し
て
い
る
。
技
官
へ
の
研
修
実
施
は
、
本
邦
で
の
短
期
研
修
が

行
わ
れ
、
鳥
取
大
学
な
ど
で
の
能
力
強
化
が
行
わ
れ
た
。
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活
動
と
、
活
動
に
か
か
わ
る
実
績
デ
ー
タ

 
中
間
評
価
で
の
評
価
・
記
載
・
報
告

 
 
専
門
家
か
ら
の
デ
ー
タ
（
終
了
時
）

 
 
調
査
結
果

 
活
動
（
大
項
目
）

 
中
間
評
価
の
デ
ー
タ
（
活
動
の
記
録
）

 
 
中
間
レ
ビ
ュ
ー
時
の
指
摘

 
そ
の
後
の
課
題

 
対
処
方
針
案
・
留
意
点

 
実
績
・
活
動
・
成
果

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
延
長
に
伴
い
実
施
と
な
っ
た
学

術
論
文
掲
載
に
関
す
る
能
力
強
化
に
つ
な
が
る
活

動
（
主
に

2-
11
「
研
究
成
果
の
取
り
ま
と
め
と
情
報

共
有
の
促
進
」
、

2-
12
「
研
究
論
文
の
査
読
付
き
学

術
誌
（

P e
er

 R
ev

ie
w

ed
 Jo

ur
na

l）
へ
の
投
稿
」
）
の

進
捗

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
サ
ブ
・
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー
か
ら
の
情

報
収
集
や
聞
き
取
り
調
査
を
通
じ
て
改
善
の
状
況
を
確
認
す
る
。

 

 
研
究
発
表
の
成
果
を
ま
と
め
た
冊
子
「

A
b s

tra
ct

s o
f S

ci
en

tif
ic

 
Pu

bl
ic

at
io

ns
」
が
編
集
さ
れ
た
。

 

 
た
だ
し
、
教
員
が
学
生
と
行
っ
た
共
同
研
究
の
論
文
に
関
し

て
、
そ
の
成
果
を
大
学
に
報
告
す
る
仕
組
み
が
ケ
ニ
ア
に
は
な

い
。
今
後
は
、
大
学
の
ラ
ン
キ
ン
グ
の
判
断
材
料
と
し
て
論
文

数
が
使
わ
れ
る
た
め
、
成
果
を
大
学
に
報
告
す
る
仕
組
み
が
必

要
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 
【
実
施
過
程
上
の
課
題
】

PA
U
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
・

人
員
不
足

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
直
接
的
な
影
響
の
有
無
に
つ
い
て
確
認
、

P A
U

ST
Iの
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
及
び
事
務
ス
タ
ッ
フ
（
サ
ブ
・
タ
ス
ク

フ
ォ
ー
ス
メ
ン
バ
ー
）
へ
の
聞
き
取
り
を
通
じ
状
況
の
確
認
と
今
後

の
人
員
配
置
等
の
計
画
に
つ
い
て
確
認
す
る
。

 


 

PA
U

ST
I
の
教
員
は
、
基
本
的
に
は

JK
U

A
T
の
教
員
が
担
っ

て
い
る
。
ま
た
、

P A
U

ST
Iの
人
事
に
つ
い
て
は
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
関
知
す
る
と
こ
ろ
で
は
な
い
。

 

 
常
駐
の

PA
U

ST
I
教
員
が
い
な
い
た
め
、

JK
U

A
T
の
教
員
に

教
育
負
荷
が
か
か
る
（
そ
の
分
の
給
料
は
も
ら
っ
て
い
る
）
。

 
【
有
効
性
】
一
部
活
動
の
遅
れ
（
と
り
わ
け
、
施
設
・

機
材
整
備
及
び
学
術
論
文
掲
載
に
関
す
る
活
動
）

に
よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
状
況
へ
の
影
響

 

上
述
の
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
延
長
に
伴
う
施
設
・
機
材
整
備
の
能
力

強
化
に
つ
な
が
る
活
動
の
進
捗
及
び
学
術
論
文
掲
載
に
関
す
る
能
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